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東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-1-9-3-2 緊急時対策所の居住性に関する説明書） 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  1. 概要 1. 概要  

 

本説明書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則」（以下「技術基準規則」という。）第 46条及び第

76 条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技

術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づく 5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（6,7号機共用，5号機に設置）

（以下「緊急時対策所」という。）の居住性について，居住性を

確保するための基本方針，居住性に係る設備の設計方針，放射線

防護措置の有効性を示す評価等を含めて説明するものである。 

本説明書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則」（以下「技術基準規則」という。）第 46条及び第

76条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技

術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づく 5

号機原子炉建屋内緊急時対策所（7 号機設備，6,7 号機共用，5

号機に設置）（以下「緊急時対策所」という。）の居住性につい

て，居住性を確保するための基本方針，居住性に係る設備の設

計方針，放射線防護措置の有効性を示す評価等を含めて説明す

るものである。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を既設の

5 号機原子炉建屋内に設置して

いる。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（緊急時対策所は 5号機原

子炉建屋内に設置しており，

6,7号機共用としている。なお，

7号機設工認にて申請済み。） 

 

  2. 緊急時対策所の居住性に関する基本方針 2. 緊急時対策所の居住性に関する基本方針  

  2.1 基本方針 2.1 基本方針  

 

 緊急時対策所の居住性を確保する観点から，以下の機能を有

する設計とする。 

 緊急時対策所の居住性を確保する観点から，以下の機能を有

する設計とする。 

 

 

 

 

(1) 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）

（6,7号機共用，5号機に設置）（以下「緊急時対策所（対策本

部）」という。）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）（6,7 号機共用，5号機に設置）（以下「緊急時対策所（待

機場所）」という。）で構成する緊急時対策所は，原子炉冷却系

統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異常に対処するため

に必要な指示を行う要員を収容できるとともに，それら要員が

必要な期間にわたり滞在できる設計とする。 

(1) 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）

（7号機設備，6,7号機共用，5号機に設置）（以下「緊急時対

策所（対策本部）」という。）及び 5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所（待機場所）（7号機設備，6,7号機共用，5号機に設置）

（以下「緊急時対策所（待機場所）」という。）で構成する緊急

時対策所は，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊そ

の他の異常に対処するために必要な指示を行う要員を収容でき

るとともに，それら要員が必要な期間にわたり滞在できる設計

とする。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 
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(2) 緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合においても当

該事故等時に対処するために必要な指示を行う要員に加え，原

子炉格納容器の破損等による発電所外への放射性物質の拡散を

抑制するための対策に対処するために必要な数の要員を含め，

重大事故等時に対処するために必要な数の要員を収容すること

ができるとともに，当該事故等時に対処するために必要な指示

を行う要員がとどまることができるよう，適切な遮蔽設計及び

換気設計を行い，緊急時対策所の居住性を確保する。  

(2) 緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合においても当

該事故等時に対処するために必要な指示を行う要員に加え，原

子炉格納容器の破損等による発電所外への放射性物質の拡散を

抑制するための対策に対処するために必要な数の要員を含め，

重大事故等時に対処するために必要な数の要員を収容すること

ができるとともに，当該事故等時に対処するために必要な指示

を行う要員がとどまることができるよう，適切な遮蔽設計及び

換気設計を行い，緊急時対策所の居住性を確保する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所は，以下の設備により居住性を確保する。 

a. 緊急時対策所換気空調系 

(a) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）（「6,7 号機共用，5 号

機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機（ファン）（6,7号機共用，5号機に保管） 

 

ロ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機（フィルタユニット）（6,7 号機共用，5

号機に保管） 

ハ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機用仮設ダクト（6,7 号機共用，5 号機に

保管） 

(b) 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

外気取入送風機（「6,7 号機共用，5 号機に保管」（以

下同じ。）） 

(c) 可搬型陽圧化空調機（待機場所）（「6,7号機共用，5号

機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機（ファン）（6,7号機共用，5号機に保管） 

 

ロ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機（フィルタユニット）（6,7 号機共用，5

号機に保管） 

ハ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機用仮設ダクト（6,7 号機共用，5 号機に

保管） 

緊急時対策所は，以下の設備により居住性を確保する。 

a. 緊急時対策所換気空調系 

(a) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）（「7 号機設備，6,7 号

機共用，5号機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機（ファン）（7号機設備，6,7号機共用，

5号機に保管） 

ロ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機（フィルタユニット）（7号機設備，6,7

号機共用，5号機に保管） 

ハ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型

陽圧化空調機用仮設ダクト（7号機設備，6,7号機共用，

5号機に保管） 

(b) 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外

気取入送風機（「7号機設備，6,7号機共用，5号機に保

管」（以下同じ。）） 

(c) 可搬型陽圧化空調機（待機場所）（「7 号機設備，6,7 号

機共用，5号機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機（ファン）（7号機設備，6,7号機共用，

5号機に保管） 

ロ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機（フィルタユニット）（7号機設備，6,7

号機共用，5号機に保管） 

ハ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬型

陽圧化空調機用仮設ダクト（7号機設備，6,7号機共用，

5号機に保管） 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，要員の被ばく低減のた

め，放射性雲通過後に建屋内の

放射性物質濃度が屋外より高

い場合に可搬型陽圧化空調機

と可搬型外気取入送風機の連

結運転による外気取り入れ陽

圧化並びに建屋内空気置換が

可能な設計としている。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（緊急時対策所換気空調系

の各設備は 5号機原子炉建屋内

に設置・保管しており，6,7 号

機共用としている。なお，7 号

機設工認にて申請済み。） 
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(d) 陽圧化装置（対策本部）（「6,7 号機共用，5 号機に保

管」（以下同じ。）） 

イ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化

装置（空気ボンベ）（6,7号機共用，5号機に保管） 

 

ロ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化

装置（空気ボンベ）配管（6,7 号機共用，5 号機に設

置） 

(e) 陽圧化装置（待機場所）（「6,7号機共用，5号機に保管」

（以下同じ。）） 

イ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化

装置（空気ボンベ）（6,7号機共用，5号機に保管） 

 

ロ. 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化

装置（空気ボンベ）配管（6,7 号機共用，5 号機に設

置） 

 

b. 生体遮蔽装置 

(a) 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽（「6,7

号機共用，5号機に設置」（以下同じ。）） 

(b) 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽（「6,7

号機共用，5号機に設置」（以下同じ。）） 

(c) 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽

（「6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。）） 

(d) 二次遮蔽壁 

(e) 補助遮蔽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 陽圧化装置（対策本部）（「7号機設備，6,7号機共用，5

号機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化

装置（空気ボンベ）（7号機設備，6,7号機共用，5号

機に保管） 

ロ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧化

装置（空気ボンベ）配管（7号機設備，6,7号機共用，

5号機に設置） 

(e)  陽圧化装置（待機場所）（「7号機設備，6,7号機共用，

5号機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化

装置（空気ボンベ）（7号機設備，6,7号機共用，5号

機に保管） 

ロ. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化

装置（空気ボンベ）配管（7号機設備，6,7号機共用，

5号機に設置） 

 

b. 生体遮蔽装置 

(a) 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽（「7

号機設備，6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。）） 

(b) 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽（「7

号機設備，6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。）） 

(c) 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽

（「7 号機設備，6,7 号機共用，5 号機に設置」（以下同

じ。）） 

(d) 二次遮蔽壁 

(e) 補助遮蔽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所（待機場

所）室内の一部の壁についても

生体遮蔽装置としている。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）遮蔽，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所

（待機場所）遮蔽，5 号機原子

炉建屋内緊急時対策所（待機場
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c. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸

収装置（「6,7号機共用，5号機に設置」（以下同じ。）） 

 

 

 

 

 

 

c. 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸

収装置（「7号機設備，6,7号機共用，5号機に設置」（以下

同じ。）） 

所）室内遮蔽は，5 号機原子炉

建屋内に設置しており，6,7 号

機共用としている。なお，7 号

機設工認にて申請済み。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所（対策本

部）について，二酸化炭素吸収

装置を使用することにより放

射性雲通過時における緊急時

対策所（対策本部）内の二酸化

炭素濃度を許容濃度未満とす

ることで居住性を確保してい

る。）（以下「緊急時対策所（対

策本部）のみ二酸化炭素吸収装

置を設置。」という。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）二酸化炭

素吸収装置は緊急時対策所内

に設置しており，6,7 号機共用

としている。なお，7 号機設工

認にて申請済み。） 

 

 

 

 

 

緊急時対策所の居住性を確保するためには換気設備を適切に

運転し，緊急時対策所内への希ガス等の放射性物質の侵入を低

減又は防止する必要がある。このため，放射線管理施設の放射線

管理用計測装置により，大気中に放出された放射性物質による

放射線量を監視，測定し，換気設備の運転・切替の確実な判断を

行う。 

緊急時対策所の居住性を確保するためには換気設備を適切に

運転し，緊急時対策所内への希ガス等の放射性物質の侵入を低

減又は防止する必要がある。このため，放射線管理施設の放射

線管理用計測装置により，大気中に放出された放射性物質によ

る放射線量を監視，測定し，換気設備の運転・切替の確実な判

断を行う。 
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その他の居住性に係る設備として，緊急時対策所内の酸素濃

度が活動に支障がない範囲にあることを正確に把握するため，

可搬型の酸素濃度計（対策本部）（「6,7号機共用，5号機に保

管」（以下同じ。））及び酸素濃度計（待機場所）（「6,7号機

共用，5 号機に保管」（以下同じ。））を保管するとともに，二

酸化炭素濃度も酸素濃度と同様に居住性に関する重要な制限要

素であることから，可搬型の二酸化炭素濃度計（対策本部）（「6,7

号機共用，5号機に保管」（以下同じ。））及び二酸化炭素濃度

計（待機場所）（「6,7号機共用，5号機に保管」（以下同じ。））

を保管する。 

 

その他の居住性に係る設備として，緊急時対策所内の酸素濃

度が活動に支障がない範囲にあることを正確に把握するため，

可搬型の酸素濃度計（対策本部）（「7号機設備，6,7号機共用，

5号機に保管」（以下同じ。））及び酸素濃度計（待機場所）（「7

号機設備，6,7号機共用，5号機に保管」（以下同じ。））を保

管するとともに，二酸化炭素濃度も酸素濃度と同様に居住性に

関する重要な制限要素であることから，可搬型の二酸化炭素濃

度計（対策本部）（「7号機設備，6,7号機共用，5号機に保管」

（以下同じ。））及び二酸化炭素濃度計（待機場所）（「7号機

設備，6,7号機共用，5号機に保管」（以下同じ。））を保管す

る。 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（酸素濃度計及び二酸化炭

素は緊急時対策所内に保管し

ており，6,7 号機共用としてい

る。なお，7 号機設工認にて申

請済み。） 

 緊急時対策所（対策本部）の設計漏えい量は，二酸化炭素濃度

の抑制に必要な最低換気流量以下であり，放射性雲通過時にお

ける緊急時対策所（対策本部）内の二酸化炭素を除去し要員の窒

息を防止する必要があることから，緊急時対策所（対策本部）に

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装

置を設置する。 

なお，緊急時対策所（待機場所）の設計漏えい量は，二酸化炭

素濃度の抑制に必要な最低換気流量以上であることから，5号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を必

要とせず，換気が可能である。 

緊急時対策所（対策本部）の設計漏えい量は，二酸化炭素濃

度の抑制に必要な最低換気流量以下であり，放射性雲通過時に

おける緊急時対策所（対策本部）内の二酸化炭素を除去し要員

の窒息を防止する必要があることから，緊急時対策所（対策本

部）に 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭

素吸収装置を設置する。  

なお，緊急時対策所（待機場所）の設計漏えい量は，二酸化炭

素濃度の抑制に必要な最低換気流量以上であることから，5 号

機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置

を必要とせず，換気が可能である。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸

収装置を設置。） 

 

また，可搬型陽圧化空調機（対策本部），5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機，可搬型陽圧化

空調機（待機場所）及び 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）二酸化炭素吸収装置は，代替電源設備である 5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備（「6,7 号機共用，5

号機に保管」（以下同じ。））からの給電が可能な設計とする。 

 

また，可搬型陽圧化空調機（対策本部），5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機，可搬型陽圧

化空調機（待機場所）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対

策本部）二酸化炭素吸収装置は，代替電源設備である 5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備（「7号機設備，6,7

号機共用，屋外に保管」（以下同じ。））からの給電が可能な設

計とする。 

 

 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所用可搬型電源設備は

屋外の 5号機東側保管場所及び

大湊側高台に保管しており， 

6,7号機共用としている。なお，

7号機設工認にて申請済み。） 
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これら，居住性を確保するための設備及び防護具の配備，着用

等，運用面の対策を考慮して被ばく評価並びに緊急時対策所内

の酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価を行い，その結果から，緊急

時対策所の居住性確保について評価する。 

これら，居住性を確保するための設備及び防護具の配備，着

用等，運用面の対策を考慮して被ばく評価並びに緊急時対策所

内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価を行い，その結果から，

緊急時対策所の居住性確保について評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住性評価のうち被ばく評価に当たっては，「実用発電用原子

炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る

被ばく評価に関する審査ガイド」（平成 25年 6月 19日原規技発

第 13061918 号原子力規制委員会決定）（以下「審査ガイド」と

いう。）を参照して放射性物質等の評価条件及び評価手法を考慮

し，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足できることを評

価する。 

居住性評価のうち被ばく評価に当たっては，「実用発電用原子

炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る

被ばく評価に関する審査ガイド」（令和 3 年 6 月 23 日原規技発

第 2106233号原子力規制委員会決定）（以下「審査ガイド」とい

う。）を参照して放射性物質等の評価条件及び評価手法を考慮

し，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足できることを評

価する。 

 

 

適用規格基準類の差異（改定箇

所は，以下のとおり軽微な変更

のため，居住性評価に影響はな

い。） 

・「放出開始時刻及び放出継続 

時間」の記載箇所の変更。 

・福島第一原審査ガイドの改正

子力発電所事故における「東

京電力株式会社」の追記。 

 

 

 

また，居住性評価のうち緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度評価に当たっては，「労働安全衛生法（昭和 47 年法

律第 57 号）事務所衛生基準規則」（昭和 47 年 9 月 30 日労働安

全衛生法 43号，最終改正平成 26年 7月 30日厚生労働省令第 87

号）（以下「事務所衛生基準規則」という。），「労働安全衛生法（昭

和 47 年法律第 57 号）酸素欠乏症等防止規則」（昭和 47 年 9 月

30 日労働省令 42 号，最終改正平成 30 年 6 月 19 日厚生労働省

令第 75 号）（以下「酸素欠乏症等防止規則」という。）の労働環

境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準拠し，

許容基準を満足できることを評価する。 

また，居住性評価のうち緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度評価に当たっては，「労働安全衛生法（昭和 47 年法

律第 57 号）事務所衛生基準規則」（昭和 47 年 9 月 30 日労働安

全衛生法 43 号，最終改正平成 26 年 7 月 30 日厚生労働省令第

87号）（以下「事務所衛生基準規則」という。），「労働安全衛生

法（昭和 47 年法律第 57 号）酸素欠乏症等防止規則」（昭和 47

年 9 月 30 日労働省令 42 号，最終改正平成 30 年 6 月 19 日厚生

労働省令第 75号）（以下「酸素欠乏症等防止規則」という。）の

労働環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準

拠し，許容基準を満足できることを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（柏崎刈

羽 6号機では，空気ボンベ使用

時の緊急時対策所内の酸素濃

度及び二酸化炭素濃度評価の

許容基準に「鉱山保安法施行規

則」ではなく，「酸素欠乏症等防

止規則」及び「事務所衛生基準

規則」を適用している。） 
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  2.2 適用基準，適用規格等 2.2 適用基準，適用規格等 

 

 

 

緊急時対策所の居住性に適用する基準，規格等は，以下のとお

りとする。 

緊急時対策所の居住性に適用する基準，規格等は，以下のと

おりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解釈 

・原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法につ

いて（内規）（旧原子力安全・保安院，平成 21・07・27原院第

1号，平成 21年 8月 12日）（以下「被ばく評価手法（内規）」

という。） 

・発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針

（昭和 51 年 9 月 28 日原子力委員会決定，平成 13 年 3 月 29

日一部改訂） 

・被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について（（原子力安

全委員会了承，平成元年 3月 27日）一部改訂 平成 13年 3月

29日） 

・発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針（平成 2

年 8月 30日原子力安全委員会決定，平成 13年 3月 29日一部

改訂） 

・発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭和 57 年 1

月 28 日原子力安全委員会決定，平成 13 年 3 月 29 日一部改

訂）（以下「気象指針」という。） 

・技術基準規則 

・空気調和・衛生工学便覧 第 14版（平成 22年 2月）（以下「空

気調和・衛生工学便覧」という。） 

 

・酸素欠乏症等防止規則 

・事務所衛生基準規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解釈 

・原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法につ

いて（内規）（旧原子力安全・保安院，平成 21・07・27 原院

第 1 号，平成 21 年 8 月 12 日）（以下「被ばく評価手法（内

規）」という。） 

・発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針

（昭和 51 年 9 月 28 日原子力委員会決定，平成 13 年 3 月 29

日一部改訂） 

・被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について（（原子力安

全委員会了承，平成元年 3月 27日）一部改訂 平成 13 年 3月

29日） 

・発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針（平成

2年 8月 30日原子力安全委員会決定，平成 13年 3月 29 日一

部改訂） 

・発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭和 57年 1

月 28 日原子力安全委員会決定，平成 13 年 3 月 29 日一部改

訂）（以下「気象指針」という。） 

・技術基準規則 

・空気調和・衛生工学便覧 第 14版（平成 22年 2月）（以下「空

気調和・衛生工学便覧」という。） 

 

・酸素欠乏症等防止規則 

・事務所衛生基準規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（柏崎刈

羽 6号機では，空気ボンベ使用

時の緊急時対策所内の酸素濃

度及び二酸化炭素濃度評価の

許容基準に「鉱山保安法施行規

則」ではなく，「酸素欠乏症等防

止規則」及び「事務所衛生基準

規則」を適用している。） 

※比較のため，島根 2号の記載

は配置移動を行った。 
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・「放射線施設のしゃへい計算 実務マニュアル 2015」のデータ

集「放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2015」（公

益財団法人原子力安全技術センター） 

 

 

 

・ICRP Publication 71, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 4 

Inhalation Dose Coefficients", 1995 

・ICRP Publication 72, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 5 

Compilation of Ingestion and Inhalation Dose 

Coefficients", 1996 

・審査ガイド 

・JENDL-3.2に基づく ORIGEN2 用ライブラリ：ORLIBJ32 （JAERI-

Data/Code 99-003 （1999年 2月）） 

・L.Soffer, et al., "Accident Source Terms for Light-Water 

Nuclear Power Plants", NUREG-1465, February 1995 

・ NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison 

Committee Annual Report，1998-99 

・NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident 

Risks: Quantification of Major Input Parameters” 

 

・JAEA-Technology 2011-026「汚染土壌の除染領域と線量低減

効果の検討」 

・2007 年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編，土木

学会 

 

 

・K.Shibata，et al.，“Japanese Evaluated Nuclear Data 

Library Version 3 Revision-3 ： JENDL-3.3 ” ，

J.Nucl.Sci.Technol.，39，1125（2002） 

・K.Kosako，N.Yamano，T.Fukahori，K.Shibata and A.Hasegawa，

“The Libraries FSXLIB and MATXSLIB based on JENDL-3.3”，

JAERI-Data/Code 2003-011（2003） 

 

・「放射線施設のしゃへい計算 実務マニュアル 2015」のデータ

集「放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2015」（公

益財団法人原子力安全技術センター） 

 

 

 

・ICRP Publication 71, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 4 

Inhalation Dose Coefficients", 1995 

・ICRP Publication 72, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 5 

Compilation of Ingestion and Inhalation Dose 

Coefficients", 1996 

・審査ガイド 

・JENDL-3.2に基づく ORIGEN2用ライブラリ：ORLIBJ32 （JAERI-

Data/Code 99-003 （1999年 2月）） 

・L.Soffer, et al., "Accident Source Terms for Light-Water 

Nuclear Power Plants", NUREG-1465, February 1995 

・ NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison 

Committee Annual Report，1998-99 

・NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident 

Risks: Quantification of Major Input Parameters” 

 

・JAEA-Technology 2011-026「汚染土壌の除染領域と線量低減

効果の検討」 

・2007年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編，土木

学会 

 

 

・K.Shibata，et al.，“Japanese Evaluated Nuclear Data 

Library Version 3 Revision-3 ： JENDL-3.3 ” ，

J.Nucl.Sci.Technol.，39，1125（2002） 

・K.Kosako，N.Yamano，T.Fukahori，K.Shibata and A.Hasegawa，

“The Libraries FSXLIB and MATXSLIB based on JENDL-

3.3”，JAERI-Data/Code 2003-011（2003） 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（柏崎刈

羽 6号機では，居住性評価にて

遮蔽体に対する線減衰係数を

用いた算出式を記載しており，

当該文献を引用している。） 

【島根との差異】 

評価手法の差異（柏崎刈羽 6号

機では，放射性物質が滞留する

隣接エリアからの取り込みが

生じるため，当該文献を引用し

ている。） 
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・「日本原子力学会標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の安全

設計及び検査基準：2008」（2009年 9月（社団法人）日本原子

力学会） 

 

 

 

・原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関する規程

（ＪＥＡＣ４６２２－2009）（平成 21年 6月 23日制定） 

・JAEA-Data/Code 2011-025｢JENDL FP Decay Data File 2011 

and Fission Yields Data File 2011｣ 2012.3 日本原子力研

究開発機構 

・JAERI-1347 Nuclear Decay Data for Dosimetry Calculation 

Revised Data of ICRP Publication 38 February2005 日本原

子力研究所 

・「日本原子力学会標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の安

全設計及び検査基準：2008」（2009年 9月（社団法人）日本原

子力学会） 

 

 

 

・原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関する規程

（ＪＥＡＣ４６２２－2009）（平成 21年 6月 23日制定） 

・JAEA-Data/Code 2011-025｢JENDL FP Decay Data File 2011 

and Fission Yields Data File 2011｣ 2012.3 日本原子力研

究開発機構 

・JAERI-1347 Nuclear Decay Data for Dosimetry Calculation 

Revised Data of ICRP Publication 38 February2005 日本

原子力研究所 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（柏崎刈

羽 6号機では，居住性評価にて

ガンマ線ライブラリの群構造

の変換を用いた算出式を記載

しているため，当該文献を引用

している。） 

 

 

  

 

3. 緊急時対策所の居住性を確保するための防護措置 

緊急時対策所は，必要な要員を収容できるとともに，重大事故

等時において，緊急時対策所の気密性並びに換気設備及び生体

遮蔽性能とあいまって，想定する放射性物質の放出量等を福島

第一原子力発電所事故と同等とし，かつ緊急時対策所内でのマ

スク着用，交替要員体制及び安定よう素剤の服用がなく，仮設設

備を考慮しない要件においても，緊急時対策所にとどまる要員

の実効線量が事故後 7日間で 100mSvを超えない設計とする。 

3. 緊急時対策所の居住性を確保するための防護措置 

緊急時対策所は，必要な要員を収容できるとともに，重大事

故等時において，緊急時対策所の気密性並びに換気設備及び生

体遮蔽性能とあいまって，想定する放射性物質の放出量等を東

京電力株式会社福島第一原子力発電所事故と同等とし，かつ緊

急時対策所内でのマスク着用，交替要員体制及び安定よう素剤

の服用がなく，仮設設備を考慮しない要件においても，緊急時

対策所にとどまる要員の実効線量が事故後 7 日間で 100mSv を

超えない設計とする。 

 

 

 

記載の適正化（審査ガイドの改

正に伴う修正。） 

 

 

 

 

 

 

居住性に係る被ばく評価では，放射性物質が大気中へ放出さ

れている間は，緊急時対策所換気空調系の使用により緊急時対

策所内を陽圧化し，希ガスを含む放射性物質の侵入を低減又は

防止することとしている。このため，緊急時対策所及び緊急時対

策所換気空調系の性能を維持・管理することで，被ばく評価条件

を満足する設計とする。また，被ばく評価条件並びに酸素濃度及

び二酸化炭素濃度評価条件を満足するよう，緊急時対策所換気

空調系の機能・性能試験を実施する。 

居住性に係る被ばく評価では，放射性物質が大気中へ放出さ

れている間は，緊急時対策所換気空調系の使用により緊急時対

策所内を陽圧化し，希ガスを含む放射性物質の侵入を低減又は

防止することとしている。このため，緊急時対策所及び緊急時

対策所換気空調系の性能を維持・管理することで，被ばく評価

条件を満足する設計とする。また，被ばく評価条件並びに酸素

濃度及び二酸化炭素濃度評価条件を満足するよう，緊急時対策

所換気空調系の機能・性能試験を実施する。 
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資機材の保管，管理等については，Ⅴ-1-9-3-1「緊急時対策所

の機能に関する説明書」に，身体サーベイ及び作業服の着替え等

を行うための区画（以下「チェンジングエリア」という。）の詳

細については，Ⅴ-1-7-2「管理区域の出入管理設備及び環境試料

分析装置に関する説明書」に示す。 

資機材の保管，管理等については，Ⅵ-1-9-3-1「緊急時対策

所の機能に関する説明書」に，身体サーベイ及び作業服の着替

え等を行うための区画（以下「チェンジングエリア」という。）

の詳細については，Ⅵ-1-7-2「管理区域の出入管理設備及び環

境試料分析装置に関する説明書」に示す。 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図書番号の差異。） 

 

 

 

 

緊急時対策所の居住性を確保するための設備，防護具の配備

及び運用面の対策を以下のとおり講じる。 

緊急時対策所の居住性を確保するための設備，防護具の配備

及び運用面の対策を以下のとおり講じる。 

 

 

 

 

  

 

3.1 換気設備等 

可搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機

場所），陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）は，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対し，機能を喪失しないようにす

る。 

3.1 換気設備等 

可搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機

場所），陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）は，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対し，機能を喪失しないようにす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

また，重大事故等が発生した場合において，緊急時対策所内へ

の希ガス等の放射性物質の侵入を低減又は防止し，「3. 緊急時

対策所の居住性を確保するための防護措置」に示す居住性に係

る被ばく評価の判断基準を超えない設計とするとともに，緊急

時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が重大事故等時の対

策のための活動に支障がない濃度の維持及び抑制ができる設計

とする。 

また，重大事故等が発生した場合において，緊急時対策所内

への希ガス等の放射性物質の侵入を低減又は防止し，「3. 緊

急時対策所の居住性を確保するための防護措置」に示す居住性

に係る被ばく評価の判断基準を超えない設計とするとともに，

緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が重大事故等時

の対策のための活動に支障がない濃度に維持及び抑制ができる

設計とする。 

 

 

 

 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映。） 

 

 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収

装置は，放射性雲通過時における緊急時対策所（対策本部）内の

二酸化炭素を除去することにより，要員の窒息を防止する設計

とする。なお，緊急時対策所（対策本部）に収容可能人数の要員

を収容した時において想定される二酸化炭素発生量である

19.41m3に対して，1 台で除去可能な容量を有した 5 号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を 2 台設

置し，うち 1台を予備とする設計とする。 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収

装置は，放射性雲通過時における緊急時対策所（対策本部）内

の二酸化炭素を除去することにより，要員の窒息を防止する設

計とする。なお，緊急時対策所（対策本部）に収容可能人数の要

員を収容した時において想定される二酸化炭素発生量である

19.41m3に対して，1台で除去可能な容量を有した 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を 2 台設

置し，うち 1台を予備とする設計とする。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸

収装置を設置。） 
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換気設計に当たっては，緊急時対策所の気密性に対して十分

な余裕を考慮した設計とするとともに，緊急時対策所内には，重

大事故等に対処するために必要な指示を行う要員に加え，原子

炉格納容器の破損等による発電所外への放射性物質の拡散を抑

制するために必要な対策を行う要員として，緊急時対策所（対策

本部）に 73名，緊急時対策所（待機場所）に 48名の合計 121名

を収容する。また，緊急時対策所（対策本部）及び緊急時対策所

（待機場所）の収容可能人数は，それらを上回る人数として，緊

急時対策所（対策本部）に最大で 86名，緊急時対策所（待機場

所）に最大で 98名の合計 184名を収容できる設計とする。 

換気設計に当たっては，緊急時対策所の気密性に対して十分

な余裕を考慮した設計とするとともに，緊急時対策所内には，

重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員に加え，原

子炉格納容器の破損等による発電所外への放射性物質の拡散を

抑制するために必要な対策を行う要員として，緊急時対策所（対

策本部）に 73名，緊急時対策所（待機場所）に 48名の合計 121

名を収容する。また，緊急時対策所（対策本部）及び緊急時対策

所（待機場所）の収容可能人数は，それらを上回る人数として，

緊急時対策所（対策本部）に最大で 86名，緊急時対策所（待機

場所）に最大で 98名の合計 184名を収容できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所は，緊急時対策所外の火災により発生するばい

煙や有毒ガスに対しては，外気取入口（5号機原子炉建屋 3階北

側及び 5 号機原子炉建屋屋上北側に設置）に到達しないことか

ら影響を受けない設計とする。また，降下火砕物に対しては，中

央制御室換気空調系を一時停止することにより，要員を防護す

る。 

緊急時対策所は，緊急時対策所外の火災により発生するばい

煙や有毒ガスに対しては，外気取入口（5 号機原子炉建屋 3 階

北側及び 5 号機原子炉建屋屋上北側に設置）に到達しないこと

から影響を受けない設計とする。また，降下火砕物に対しては，

中央制御室換気空調系を一時停止することにより，要員を防護

する。 

 

【島根との差異】 

設備方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，外気取入口付近にばい

煙，有毒ガスの発生源がないこ

とから，影響を受けない。） 

 

 

重大事故等時に大気中に放出された放射性物質の状況に応

じ，可搬型陽圧化空調機（対策本部），5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機，陽圧化装置（対策

本部），可搬型陽圧化空調機（待機場所）及び陽圧化装置（待機

場所）の確実な運転・切替操作ができるよう，緊急時対策所内に

て放射線量を監視できる設計とする。 

重大事故等時に大気中に放出された放射性物質の状況に応

じ，可搬型陽圧化空調機（対策本部），5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機，陽圧化装置（対策

本部），可搬型陽圧化空調機（待機場所）及び陽圧化装置（待機

場所）の確実な運転・切替操作ができるよう，緊急時対策所内

にて放射線量を監視できる設計とする。 

 

 

 

 

  

 

3.1.1 緊急時対策所換気空調系 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）は，重大事故等時に大気中に放出された放射性物質によ

る放射線被ばくから緊急時対策所内にとどまる要員を防護する

ため，高性能フィルタ及び活性炭フィルタを通して外気を取り

込むことが可能な設計とし，緊急時対策所内を陽圧化すること

により高性能フィルタ及び活性炭フィルタを介さない外気の流

入を防止する設計とする。 

3.1.1 緊急時対策所換気空調系 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）は，重大事故等時に大気中に放出された放射性物質に

よる放射線被ばくから緊急時対策所内にとどまる要員を防護す

るため，高性能フィルタ及び活性炭フィルタを通して外気を取

り込むことが可能な設計とし，緊急時対策所内を陽圧化するこ

とにより高性能フィルタ及び活性炭フィルタを介さない外気の

流入を防止する設計とする。 
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放射性雲通過中においては，可搬型陽圧化空調機（対策本部）

及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）を停止し，給気口を閉止板

により隔離するとともに，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装

置（待機場所）により緊急時対策所を陽圧化し，外気の流入を遮

断可能な設計とする。外気を遮断した状態で，陽圧化装置（対策

本部）により陽圧化する場合，5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部）二酸化炭素吸収装置を循環運転することで二酸化

炭素を除去し，外気の流入を遮断した状態においても二酸化炭

素増加による要員の窒息を防止可能な設計とする。 

放射性雲通過中においては，可搬型陽圧化空調機（対策本部）

及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）を停止し，給気口を閉止

板により隔離するとともに，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧

化装置（待機場所）により緊急時対策所を陽圧化し，外気の流

入を遮断可能な設計とする。外気を遮断した状態で，陽圧化装

置（対策本部）により陽圧化する場合，5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を循環運転すること

で二酸化炭素を除去し，外気の流入を遮断した状態においても

二酸化炭素増加による要員の窒息を防止可能な設計とする。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸

収装置を設置。） 

 

 放射性雲通過直後に 5 号機原子炉建屋附属棟内の放射性物質

濃度が屋外より高い場合においては，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機を用いて屋外からの外

気を直接給気し，放射性物質濃度が屋外より高い 5 号機原子炉

建屋附属棟内の空気を置換できる設計とする。 

また，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外

気取入送風機と可搬型陽圧化空調機（対策本部）を連結して運用

することで，5 号機原子炉建屋の屋上から外気を緊急時対策所

（対策本部）に給気可能な設計とする。 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取入

送風機は各々の機能のために 1 台ずつ，合計 2 台使用し，予備

も含めて 3台配備する設計とする。 

放射性雲通過直後に 5 号機原子炉建屋附属棟内の放射性物質

濃度が屋外より高い場合においては，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機を用いて屋外から

の外気を直接給気し，放射性物質濃度が屋外より高い 5 号機原

子炉建屋附属棟内の空気を置換できる設計とする。 

また，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外

気取入送風機と可搬型陽圧化空調機（対策本部）を連結して運

用することで，5 号機原子炉建屋の屋上から外気を緊急時対策

所（対策本部）に給気可能な設計とする。 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬型外気取入

送風機は各々の機能のために 1 台ずつ，合計 2 台使用し，予備

も含めて 3台配備する設計とする。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，要員の被ばく低減のた

め，放射性雲通過後に建屋内の

放射性物質濃度が屋外より高

い場合に可搬型陽圧化空調機

と可搬型外気取入送風機の連

結運転による外気取り入れ陽

圧化並びに建屋内空気置換が

可能な設計としている。） 

 

 

 

 

 

放射性雲通過後においては，放射性雲通過前と同様に可搬型

陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）

により緊急時対策所を陽圧化することにより，フィルタを介さ

ない外気の流入を防止する設計とする。 

放射性雲通過後においては，陽圧化装置（対策本部）及び陽

圧化装置（待機場所）を停止し，放射性雲通過前と同様に可搬

型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場

所）により緊急時対策所を陽圧化することにより，フィルタを

介さない外気の流入を防止する設計とする。 

記載の適正化（女川コメントの

反映。） 

 

 

 

 

 

  【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所（対策本

部）の差圧制御を差圧調整用排

気弁にて行う。） 
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緊急時対策所換気空調系の構成図を図 3－1 及び図 3－2 に，

運転モードごとの構成図を図 3－3から図 3－8に示す。 

 

緊急時対策所換気空調系の構成図を図 3－1 及び図 3－2 に，

運転モードごとの構成図を図 3－3から図 3－8に示す。 

 

 

 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）の強度に関する詳細は，Ⅴ-3-3-5-1-3-2-3「管の強度計

算書（可搬型）」に示す。 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）の強度に関する詳細は，Ⅵ-3-3-5-1-3-2-3「管の強度計

算書（可搬型）」に示す。 

表現上の差異（申請号機の違い 

による図書番号の差異。） 

 

  

  

 

 

 

 

(1) 居住性確保のための換気設備運転 

a. 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）による陽圧化  

緊急時対策所は，可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型

陽圧化空調機（待機場所）により放射性物質を低減しながら外気

を取り入れることができる。また，緊急時対策所内は，可搬型陽

圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）に

より陽圧化されるため，インリークはない。 

(1) 居住性確保のための換気設備運転 

a. 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）による陽圧化  

緊急時対策所は，可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）により放射性物質を低減しながら

外気を取り入れることができる。 

また，緊急時対策所内は，可搬型陽圧化空調機（対策本部）及

び可搬型陽圧化空調機（待機場所）により陽圧化されるため，

インリークはない。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

 

 

 

  

 

 

 

b. 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）による

陽圧化 

緊急時対策所は，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）により陽圧化されるため，放射性雲通過中に緊急時対策

所内へ外気が侵入することはない。 

b. 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）による

陽圧化 

緊急時対策所は，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）により陽圧化されるため，放射性雲通過中に緊急時対

策所内へ外気が侵入することはない。 

 

  

 

 

(2) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧

化空調機（待機場所）のファン 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧化空

調機（待機場所）のファンは，緊急時対策所内にとどまる要員の

被ばくを低減し，かつ，酸素濃度及び二酸化炭素濃度を活動に支

障がない濃度に維持・抑制でき，1台で緊急時対策所（対策本部）

内を換気するために必要な容量を有したものを，予備も含めて 2

台配備する設計とする。緊急時対策所（待機場所）内について

は，2台で換気するために必要な容量を有したものを，予備も含

めて 3台配備する設計とする。 

(2) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧

化空調機（待機場所）のファン 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧化

空調機（待機場所）のファンは，緊急時対策所内にとどまる要

員の被ばくを低減し，かつ，酸素濃度及び二酸化炭素濃度を活

動に支障がない濃度に維持及び抑制でき，1 台で緊急時対策所

（対策本部）内を換気するために必要な容量を有したものを，

予備も含めて 2 台配備する設計とする。緊急時対策所（待機場

所）内については，2台で換気するために必要な容量を有したも

のを，予備も含めて 3台配備する設計とする。 

 

 

 

 

 

記載の適正化（女川コメントを

反映。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（配備する台数

の差異。） 
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容量の設定に当たっては，緊急時対策所内の陽圧化維持並び

に酸素濃度及び二酸化炭素濃度を維持・抑制するために必要な

流量を考慮する。 

容量の設定に当たっては，緊急時対策所内の陽圧化維持並び

に酸素濃度及び二酸化炭素濃度を維持及び抑制するために必要

な流量を考慮する。 

 

記載の適正化（女川コメントを

反映。） 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）は，緊急時対策所（対策本部）

との接続が速やかに行えるよう，緊急時対策所近傍に配備し，一

般的に使用される工具を用いて容易かつ確実に接続が可能なよ

うにするとともに，交換ができる設計とする。また，可搬型陽圧

化空調機（待機場所）も同様に，緊急時対策所（待機場所）との

接続が速やかに行えるよう，緊急時対策所近傍に配備し，一般的

に使用される工具を用いて容易かつ確実に接続が可能なように

するとともに，交換ができる設計とする。 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）は，緊急時対策所（対策本

部）との接続が速やかに行えるよう，緊急時対策所近傍に配備

し，一般的に使用される工具を用いて容易かつ確実に接続が可

能なようにするとともに，交換ができる設計とする。また，可

搬型陽圧化空調機（待機場所）も同様に，緊急時対策所（待機場

所）との接続が速やかに行えるよう，緊急時対策所近傍に配備

し，一般的に使用される工具を用いて容易かつ確実に接続が可

能なようにするとともに，交換ができる設計とする。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

 

 

 

 

また，可搬型陽圧化空調機（対策本部）は，外気中の放射性物

質の濃度に応じて陽圧化装置（対策本部）との切替えができるよ

う，可搬型陽圧化空調機（対策本部）本体に設置されたスイッチ

及び陽圧化装置（対策本部）の弁による操作が可能な設計とする

とともに，可搬型陽圧化空調機（待機場所）も同様に，外気中の

放射性物質の濃度に応じて陽圧化装置（待機場所）との切替えが

できるよう，可搬型陽圧化空調機（待機場所）本体に設置された

スイッチ及び陽圧化装置（待機場所）の弁による操作が可能な設

計とする。 

また，可搬型陽圧化空調機（対策本部）は，外気中の放射性物

質の濃度に応じて陽圧化装置（対策本部）との切替えができる

よう，可搬型陽圧化空調機（対策本部）本体に設置されたスイ

ッチ及び陽圧化装置（対策本部）の弁による操作が可能な設計

とするとともに，可搬型陽圧化空調機（待機場所）も同様に，外

気中の放射性物質の濃度に応じて陽圧化装置（待機場所）との

切替えができるよう，可搬型陽圧化空調機（待機場所）本体に

設置されたスイッチ及び陽圧化装置（待機場所）の弁による操作

が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型陽圧化空調機本

体に操作スイッチが設置され

ており，緊急時対策所外にて操

作する。） 
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(3) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び

可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニット 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットは，可搬型陽圧

化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧化空調機（待機場

所）のファンと同様，1台で緊急時対策所（対策本部）内に対し

て必要な容量を有したものを，予備も含めて 2 台配備する設計

とし，緊急時対策所（待機場所）内については，2 台で必要な容

量を有したものを，予備も含めて 3台配備する設計とする。 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットは，緊急時対策

所内に対して放射線による悪影響を及ぼさないよう，十分な放

射性物質の除去効率及び吸着能力を確保するため，高性能フィ

ルタと活性炭フィルタを直列に配列することで，除去効率を高

める設計とする。 

 

また，緊急時対策所との接続が速やかに行えるよう，緊急時対

策所近傍に配備し，一般的に使用される工具を用いて容易かつ

確実に接続が行えるようにするとともに，交換ができる設計と

する。 

(3) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び

可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニット 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可

搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットは，可搬型

陽圧化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）のファンと同様，1台で緊急時対策所（対策本部）内に

対して必要な容量を有したものを，予備も含めて 2 台配備する

設計とし，緊急時対策所（待機場所）内については，2台で必要

な容量を有したものを，予備も含めて 3台配備する設計とする。 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可

搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットは，緊急時

対策所内に対して放射線による悪影響を及ぼさないよう，十分

な放射性物質の除去効率及び吸着能力を確保するため，高性能

フィルタと活性炭フィルタを直列に配列することで，除去効率

を高める設計とする。 

 

また，緊急時対策所との接続が速やかに行えるよう，緊急時

対策所近傍に配備し，一般的に使用される工具を用いて容易か

つ確実に接続が行えるようにするとともに，交換ができる設計

とする。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（配備する台数

の相違。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットの除去効率を表

3－1に，概略図を図 3－9に示す。 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可

搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットの除去効率

を表 3－1に，概略図を図 3－9に示す。 

 

 

 

  

 

a. フィルタ除去効率 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットの高性能フィル

タによるエアロゾル除去効率は，99.97％以上（総合除去効率）

となるように設計し，活性炭フィルタによる除去効率は，99.9％

以上（総合除去効率）となるように設計する。 

a. フィルタ除去効率 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可

搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットの高性能フ

ィルタによるエアロゾル除去効率は，99.97％以上（総合除去効

率）となるように設計し，活性炭フィルタによる除去効率は，

99.9％以上（総合除去効率）となるように設計する。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ除去

効率の相違。） 
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b. フィルタ除去性能の維持等 

(a) 除去性能（効率）については，高性能フィルタ，活性炭フ

ィルタの交換を定期的に実施することで維持する設計とする。 

b. フィルタ除去性能の維持等 

(a) 除去性能（効率）については，高性能フィルタ，活性炭フ

ィルタの交換を定期的に実施することで維持する設計とする。 

 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，定期的にフィルタを交

換することで除去性能を維持

する。） 

 

 

  

(b) フィルタ仕様（使用環境条件）の範囲内で使用する必要が

あることから，温度や湿度が通常時に比べて大きく変わること

がないよう，緊急時対策所近傍にて使用する。 

(b) フィルタ仕様（使用環境条件）の範囲内で使用する必要が

あることから，温度や湿度が通常時に比べて大きく変わること

がないよう，緊急時対策所近傍にて使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 原子炉格納容器破損による放射性物質の想定放出量のう

ち緊急時対策所への影響量（フィルタ捕集量）に対し，可搬型陽

圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧化空

調機（待機場所）のフィルタユニットは十分な保持容量及び吸着

容量を有する設計とする。可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフ

ィルタユニット及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタ

ユニットのフィルタ捕集量については，別添 1「可搬型陽圧化空

調機のフィルタ除去性能の維持について」に示す。 

(c) 原子炉格納容器破損による放射性物質の想定放出量のう

ち緊急時対策所への影響量（フィルタ捕集量）に対し，可搬型

陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧

化空調機（待機場所）のフィルタユニットは十分な保持容量及

び吸着容量を有する設計とする。可搬型陽圧化空調機（対策本

部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）

のフィルタユニットのフィルタ捕集量については，別添 1「可搬

型陽圧化空調機のフィルタ除去性能の維持について」に示す。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

 

 

  

 

(d) 原子力格納容器から放出され，可搬型陽圧化空調機（対策

本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）

のフィルタユニットに付着する核分裂生成物の崩壊熱により，

その性能（除去効率）が低下しない設計とする。可搬型陽圧化空

調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）のフィルタユニットのフィルタに付着する核分裂

生成物の崩壊熱による温度上昇については，別添 1「可搬型陽圧

化空調機のフィルタ除去性能の維持について」に示す。 

(d) 原子力格納容器から放出され，可搬型陽圧化空調機（対策

本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）

のフィルタユニットに付着する核分裂生成物の崩壊熱により，

その性能（除去効率）が低下しない設計とする。可搬型陽圧化

空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧化空調

機（待機場所）のフィルタユニットのフィルタに付着する核分

裂生成物の崩壊熱による温度上昇については，別添 1「可搬型陽

圧化空調機のフィルタ除去性能の維持について」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17



 

17 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

(e) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び

可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットにプレフィ

ルタ及び高性能フィルタを設置することで，粉塵等の影響によ

る活性炭フィルタの目詰まりを防止し，活性炭フィルタの差圧

が過度に上昇しない設計とする。 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットのフィルタ除去

性能の維持については，別添 1「可搬型陽圧化空調機のフィルタ

除去性能の維持について」に示す。 

(e) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び

可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットにプレフ

ィルタ及び高性能フィルタを設置することで，粉塵等の影響に

よる活性炭フィルタの目詰まりを防止し，活性炭フィルタの差

圧が過度に上昇しない設計とする。 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可

搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットのフィルタ

除去性能の維持については，別添 1「可搬型陽圧化空調機のフィ

ルタ除去性能の維持について」に示す。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（フィルタ構成

の差異。） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

c. 緊急時対策所内の要員への影響 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットは，可搬型陽圧

化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧化空調

機（待機場所）のフィルタユニット自体が放射線源になることを

踏まえ，緊急時対策所内へ出入りする要員の被ばく防護のため，

高性能フィルタ及び活性炭フィルタの交換を実施する。 

c. 緊急時対策所内の要員への影響 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可

搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットは，可搬型

陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び可搬型陽圧

化空調機（待機場所）のフィルタユニット自体が放射線源にな

ることを踏まえ，緊急時対策所内へ出入りする要員の被ばく防

護のため，高性能フィルタ及び活性炭フィルタの交換を実施す

る。 

 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，被ばく防護の観点より

可搬型陽圧化空調機廻りの線

量が上昇した際にフィルタを

交換する。） 

 

 

 

 

  

 

(4) 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所） 

放射性物質放出時，緊急時対策所内に希ガス等の放射性物質

が流入することを防ぐため，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化

装置（待機場所）により緊急時対策所内を陽圧化し，緊急時対策

所内にとどまる要員の被ばくの低減又は防止を図る。 

(4) 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）  

放射性物質放出時，緊急時対策所内に希ガス等の放射性物質

が流入することを防ぐため，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧

化装置（待機場所）により緊急時対策所内を陽圧化し，緊急時

対策所内にとどまる要員の被ばくの低減又は防止を図る。 
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陽圧化装置（対策本部）は，線量評価における放射性物質の放

出継続時間が 10時間であることを踏まえ，緊急時対策所（対策

本部）を陽圧化でき，かつ，酸素濃度を活動に支障がなく維持す

るために必要な容量を確保するだけでなく，余裕を含めて緊急

時対策所（対策本部）に 123 個（1個当たりの空気容量が 46.7L

のもの）を配備するものとする。 

なお，二酸化炭素濃度については，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を循環運転することで二

酸化炭素を除去し，二酸化炭素濃度増加による要員の窒息を防

止可能な設計としている。 

また，陽圧化装置（待機場所）は，線量評価における放射性物

質の放出継続時間が 10時間であることを踏まえ，緊急時対策所

（待機場所）を陽圧化でき，かつ，酸素濃度及び二酸化炭素濃度

を活動に支障がなく維持・抑制するために必要な容量を確保す

るだけでなく，余裕を含めて緊急時対策所（待機場所）に 1792

個（1個当たりの空気容量が 46.7Lのもの）を配備するものとす

る。 

陽圧化装置（対策本部）は，線量評価における放射性物質の

放出継続時間が 10時間であることを踏まえ，緊急時対策所（対

策本部）を陽圧化でき，かつ，酸素濃度を活動に支障がなく維

持するために必要な容量を確保するだけでなく，余裕を含めて

緊急時対策所（対策本部）に 123 個（1 個当たりの空気容量が

46.7Lのもの）を配備するものとする。 

なお，二酸化炭素濃度については，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を循環運転することで

二酸化炭素を除去し，二酸化炭素濃度増加による要員の窒息を

防止可能な設計としている。 

また，陽圧化装置（待機場所）は，線量評価における放射性物

質の放出継続時間が 10時間であることを踏まえ，緊急時対策所

（待機場所）を陽圧化でき，かつ，酸素濃度及び二酸化炭素濃

度を活動に支障がなく維持及び抑制するために必要な容量を確

保するだけでなく，余裕を含めて緊急時対策所（待機場所）に

1792 個（1 個当たりの空気容量が 46.7L のもの）を配備するも

のとする。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（配備する個数

の差異） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸

収装置を設置。） 

 

 

 

 

陽圧化された緊急時対策所内と周辺エリアとの差圧を監視で

きる 5号機原子炉建屋内緊急時対策所用差圧計（6,7号機共用，

5号機に保管）を，緊急時対策所に保管する設計とする。 

 

陽圧化された緊急時対策所内と周辺エリアとの差圧を監視で

きる 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用差圧計（7 号機設備，

6,7号機共用，5号機に保管）を，緊急時対策所に保管する設計

とする。 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所用差圧計は緊急時対

策所内に保管しており，7 号機

設工認にて申請済み。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，外気中の放射性物質の濃度に応じて可搬型陽圧化空調

機（対策本部）との切替えができるよう，可搬型陽圧化空調機

（対策本部）本体に設置されたスイッチ及び陽圧化装置（対策本

部）の弁による操作が可能な設計とするとともに，可搬型陽圧化

空調機（待機場所）も同様に，外気中の放射性物質の濃度に応じ

て可搬型陽圧化空調機（待機場所）との切替えができるよう，可

搬型陽圧化空調機（待機場所）本体に設置されたスイッチ及び陽

圧化装置（待機場所）の弁による操作が可能な設計とする。 

 

なお，系統に作用する圧力の過度の上昇を適切に防止するた

め，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）は圧力

調整器にて圧力調整が可能な設計とする。 

また，外気中の放射性物質の濃度に応じて可搬型陽圧化空調

機（対策本部）との切替えができるよう，可搬型陽圧化空調機

（対策本部）本体に設置されたスイッチ及び陽圧化装置（対策

本部）の弁による操作が可能な設計とするとともに，可搬型陽

圧化空調機（待機場所）も同様に，外気中の放射性物質の濃度

に応じて可搬型陽圧化空調機（待機場所）との切替えができる

よう，可搬型陽圧化空調機（待機場所）本体に設置されたスイ

ッチ及び陽圧化装置（待機場所）の弁による操作が可能な設計

とする。 

なお，系統に作用する圧力の過度の上昇を適切に防止するた

め，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）は圧力

調整器にて圧力調整が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（過圧防止手法

の差異） 
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陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）の強度に

関する詳細は，Ⅴ-3-3-5-1-3-1「5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）及び 5号機原子炉建屋

内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）の強度計

算書」に示す。 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）の強度に

関する詳細は，Ⅵ-3-3-5-1-3-1「5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部）陽圧化装置（空気ボンベ）及び 5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧化装置（空気ボンベ）の強度

計算書」に示す。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い 

による図書番号の差異。） 

 

  

 

3.1.2 放射線管理用計測装置 

緊急時対策所内への希ガス等の放射性物質の侵入を低減又は

防止するため，換気設備の操作に係る確実な判断ができるよう

に放射線管理施設の放射線管理用計測装置（可搬型モニタリン

グポスト（「6,7号機共用，5号機に保管」（以下同じ。）），可搬型

エリアモニタ（対策本部）（「6,7号機共用，5号機に保管」（以下

同じ。））及び可搬型エリアモニタ（待機場所）（「6,7号機共用，

5 号機に保管」（以下同じ。））により，大気中に放出された放射

性物質による放射線量を監視・測定する。 

3.1.2 放射線管理用計測装置 

緊急時対策所内への希ガス等の放射性物質の侵入を低減又は

防止するため，換気設備の操作に係る確実な判断ができるよう

に放射線管理施設の放射線管理用計測装置（可搬型モニタリン

グポスト（「7号機設備，6,7号機共用，5号機に保管」（以下同

じ。）），可搬型エリアモニタ（対策本部）（「7 号機設備，6,7 号

機共用，5号機に保管」（以下同じ。））及び可搬型エリアモニタ

（待機場所）（「7号機設備，6,7号機共用，5号機に保管」（以下

同じ。））により，大気中に放出された放射性物質による放射線

量を監視・測定する。 

 

 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（可搬型モニタリングポス

ト，可搬型エリアモニタ（対策

本部）及び可搬型エリアモニタ

（待機場所）は緊急時対策所内

に保管しており，7 号機設工認

にて申請済み。） 

 

 

緊急時対策所近傍に陽圧化判断用として可搬型モニタリング

ポストを配備するとともに，緊急時対策所内に可搬型エリアモ

ニタ（対策本部）及び可搬型エリアモニタ（待機場所）を配備し，

各々を監視することにより，放射性雲通過時に陽圧化装置（対策

本部）及び陽圧化装置（待機場所）の操作を実施する。 

緊急時対策所近傍に陽圧化判断用として可搬型モニタリング

ポストを配備するとともに，緊急時対策所内に可搬型エリアモ

ニタ（対策本部）及び可搬型エリアモニタ（待機場所）を配備

し，各々を監視することにより，放射性雲通過時に陽圧化装置

（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）の操作を実施する。 

 

 

 

 

放射線管理用計測装置の仕様の詳細は，Ⅴ-1-7-1「放射線管

理用計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動

作範囲に関する説明書」に示す。 

放射線管理用計測装置の仕様の詳細は，Ⅵ-1-7-1「放射線管

理用計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動

作範囲に関する説明書」に示す。 

表現上の差異（申請号機の違い 

による図書番号の差異。） 

 

 

 

なお，可搬型モニタリングポストは，放射線管理施設の放射線

管理用計測装置を緊急時対策所の設備として使用する。 

なお，可搬型モニタリングポストは，放射線管理施設の放射

線管理用計測装置を緊急時対策所の設備として使用する。 
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3.2 生体遮蔽装置 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽，5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽，5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽，二次遮蔽壁及び補助遮蔽

は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，機能を喪失しないよう

にするとともに，緊急時対策所内にとどまる要員を放射線から

防護するための十分な遮蔽厚さを有する設計とし，「3. 緊急時

対策所の居住性を確保するための防護措置」に示す居住性に係

る被ばく評価の判断基準を超えない設計とする。 

3.2 生体遮蔽装置 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽，5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽，二次遮蔽壁及び補助遮蔽

は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，機能を喪失しないよ

うにするとともに，緊急時対策所内にとどまる要員を放射線か

ら防護するための十分な遮蔽厚さを有する設計とし，「3. 緊

急時対策所の居住性を確保するための防護措置」に示す居住性

に係る被ばく評価の判断基準を超えない設計とする。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所（待機場

所）室内の一部の壁についても

生体遮蔽装置としている。） 

 

 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽，5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽及び 5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽の放射線の遮蔽及び熱除

去の評価については，「5. 熱除去の評価」に示す。緊急時対策

所の開口部の設計については，別添 2「緊急時対策所遮蔽に係る

ストリーミングの考慮について」に示す。 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽及び 5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（待機場所）室内遮蔽の放射線の遮蔽及び熱

除去の評価については，「5. 熱除去の評価」に示す。緊急時対

策所の開口部の設計については，別添 2「緊急時対策所遮蔽に係

るストリーミングの考慮について」に示す。 

 

 

  

 

3.3 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計 

緊急時対策所には，緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭

素濃度が設計基準事故時及び重大事故等時の対策のための活動

に支障がない範囲にあることを正確に把握できるように酸素濃

度計（対策本部），二酸化炭素濃度計（対策本部），酸素濃度計（待

機場所）及び二酸化炭素濃度計（待機場所）を保管する。 

3.3 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計 

緊急時対策所には，緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸化炭

素濃度が設計基準事故時及び重大事故等時の対策のための活動

に支障がない範囲にあることを正確に把握できるように酸素濃

度計（対策本部），二酸化炭素濃度計（対策本部），酸素濃度計

（待機場所）及び二酸化炭素濃度計（待機場所）を保管する 

。 

 

 

 

 

 

酸素濃度計（対策本部），二酸化炭素濃度計（対策本部），酸素

濃度計（待機場所）及び二酸化炭素濃度計（待機場所）の詳細に

ついては，Ⅴ-1-9-3-1「緊急時対策所の機能に関する説明書」に

示す。 

酸素濃度計（対策本部），二酸化炭素濃度計（対策本部），酸素

濃度計（待機場所）及び二酸化炭素濃度計（待機場所）の詳細に

ついては，Ⅵ-1-9-3-1「緊急時対策所の機能に関する説明書」

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い 

による図書番号の差異。） 
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3.4 資機材及び要員の交代等  

緊急時対策所にとどまる要員や放射性雲通過後に屋外作業を

行う要員の被ばく低減措置を行う場合に備えたマスク，安定よ

う素剤等の防護具類やチェンジングエリアを運営するために必

要な資機材を配備する。 

3.4 資機材及び要員の交代等 

緊急時対策所にとどまる要員や放射性雲通過後に屋外作業を

行う要員の被ばく低減措置を行う場合に備えたマスク，安定よ

う素剤等の防護具類やチェンジングエリアを運営するために必

要な資機材を配備する。 

 

 

 

重大事故等が発生し，緊急時対策所の外側が放射性物質によ

り汚染したような状況下において，状況に応じて交替する要員

や屋外作業を行った要員が緊急時対策所内へ汚染を持ち込まな

いようにチェンジングエリアを設置する。身体サーベイの結果，

要員の汚染が確認された場合は，要員の除染を行うことができ

る区画を，身体サーベイを行う区画に隣接して設置することが

できるよう考慮する。 

重大事故等が発生し，緊急時対策所の外側が放射性物質によ

り汚染したような状況下において，状況に応じて交替する要員

や屋外作業を行った要員が緊急時対策所内へ汚染を持ち込まな

いようにチェンジングエリアを設置する。身体サーベイの結果，

要員の汚染が確認された場合は，要員の除染を行うことができ

る区画を，身体サーベイを行う区画に隣接して設置することが

できるよう考慮する。 

 

 

 

チェンジングエリアは，原子力災害対策特別措置法第 10条特

定事象が発生し，保安班長の指示があった場合，あらかじめ配備

している資機材により運用する。 

チェンジングエリアは，原子力災害対策特別措置法第 10 条特

定事象が発生し，保安班長の指示があった場合，あらかじめ配

備している資機材により運用する。 

 

 

資機材の保管，管理等については，Ⅴ-1-9-3-1「緊急時対策所

の機能に関する説明書」に，チェンジングエリアの詳細について

は，Ⅴ-1-7-2「管理区域の出入管理設備及び環境試料分析装置に

関する説明書」に示す。 

資機材の保管，管理等については，Ⅵ-1-9-3-1「緊急時対策

所の機能に関する説明書」に，チェンジングエリアの詳細につ

いては，Ⅵ-1-7-2「管理区域の出入管理設備及び環境試料分析

装置に関する説明書」に示す。 

 

表現上の差異（申請号機の違い 

による図書番号の差異。） 

 

  

 

3.5 代替電源 

可搬型陽圧化空調機（対策本部），5 号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機，5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置及び可搬型陽圧化

空調機（待機場所）は，全交流電源喪失時においても代替電源設

備である 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備か

ら給電できる設計とする。 

3.5 代替電源 

可搬型陽圧化空調機（対策本部），5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）可搬型外気取入送風機，5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置及び可搬型陽圧

化空調機（待機場所）は，全交流電源喪失時においても代替電

源設備である 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備から給電できる設計とする。 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

 

代替電源の詳細については，Ⅴ-1-9-1-1「非常用発電装置の出

力の決定に関する説明書」及びⅤ-1-9-3-1「緊急時対策所の機能

に関する説明書」に示す。 

 

代替電源の詳細については，Ⅵ-1-9-1-1「非常用発電装置の

出力の決定に関する説明書」及びⅥ-1-9-3-1「緊急時対策所の

機能に関する説明書」に示す。 
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4. 緊急時対策所の居住性評価 

緊急時対策所の居住性について，「被ばく」及び「酸素濃度及

び二酸化炭素濃度」の観点から評価する。 

 

4. 緊急時対策所の居住性評価 

緊急時対策所の居住性について，「被ばく」及び「酸素濃度及

び二酸化炭素濃度」の観点から評価する。 

 

 

  

 

4.1 線量評価 

重大事故等時における緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価を実施し，緊急時対策所の居住性が判断基準を満足すること

を示す。 

4.1 線量評価 

重大事故等時における緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価を実施し，緊急時対策所の居住性が判断基準を満足すること

を示す。 

 

 

 

評価対象は，「緊急時対策所（対策本部）」及び「緊急時対策所

（待機場所）」とし，要員がそれぞれの場所に 7日間滞在し続け

るものと仮定して実効線量を評価する。緊急時対策所（対策本

部）及び緊急時対策所（待機場所）の遮蔽構造を図 4－1に，換

気設備の系統図を図 3－1 及び図 3－2 に示す。なお，各評価対

象の評価条件は，特記しない場合は同一とする。 

評価対象は，「緊急時対策所（対策本部）」及び「緊急時対策所

（待機場所）」とし，要員がそれぞれの場所に 7日間滞在し続け

るものと仮定して実効線量を評価する。緊急時対策所（対策本

部）及び緊急時対策所（待機場所）の遮蔽構造を図 4－1 に，換

気設備の系統図を図 3－1 及び図 3－2 に示す。なお，各評価対

象の評価条件は，特記しない場合は同一とする。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

 発災プラントとしては，柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機及び

7号機を想定する。審査ガイドに基づき，各号機で同時に事故が

発生するものと仮定し，被ばく線量を個別に評価し合算する。な

お，各号機の評価条件は，特記しない場合は同一とする。 

発災プラントとしては，柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機及び

7号機を想定する。審査ガイドに基づき，各号機で同時に事故が

発生するものと仮定し，被ばく線量を個別に評価し合算する。

なお，各号機の評価条件は，特記しない場合は同一とする。 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

  

  

 

 

4.1.1 評価方針 

(1) 判断基準 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に当

たっては，審査ガイドに基づき，評価を行う。 

 

4.1.1 評価方針 

(1) 判断基準 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に当

たっては，審査ガイドに基づき，評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

判断基準は，解釈の第76条の規定のうち，以下の項目を満足す

ることを確認する。 

 

判断基準は，解釈の第76条の規定のうち，以下の項目を満足す

ることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

記載の適正化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第７６条（緊急時対策所） 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を備えたものをいう。 

ｅ）緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすものであること。 

① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故と同等とすること。 

② プルーム通過時等に特別な防護措置を講ずる場合を除き、対策要員は緊急時

対策所内でのマスクの着用なしとして評価すること。 

③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考慮してもよい。ただし、

その場合は、実施のための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、対策要員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えないこと。 

第７６条（緊急時対策所） 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を備えたものをいう。 

ｅ）緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすものであること。 

① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故と同等とすること。 

② プルーム通過時等に特別な防護措置を講ずる場合を除き、対策要員は緊急時

対策所内でのマスクの着用なしとして評価すること。 

③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考慮してもよい。ただし、

その場合は、実施のための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、対策要員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えないこと。 
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(2) 想定事故 

想定する事故については，審査ガイドに従い「福島第一原子力

発電所事故と同等」とする。 

(2) 想定事故 

想定する事故については，審査ガイドに従い「東京電力株式会

社福島第一原子力発電所事故と同等」とする。 

 

 

 

記載の適正化。（審査ガイドの

改正に伴う修正。） 

  

 

 

(3) 被ばく経路 

緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価では，次の被ばく経

路による被ばく線量を評価する。図4－2に，緊急時対策所の居住

性に係る被ばく経路を示す。 

 

(3) 被ばく経路 

緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価では，次の被ばく経

路による被ばく線量を評価する。図4－2に，緊急時対策所の居住

性に係る被ばく経路を示す。 

 

 

  

 

 

 

a. 被ばく経路① 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線による外部被ばく 

想定事故時に原子炉建屋内に留まる放射性物質から直接的に

緊急時対策所周辺に到達してくるガンマ線（以下「直接ガンマ

線」という。）及び空気中で散乱されて緊急時対策所周辺に到達

してくるガンマ線（以下「スカイシャインガンマ線」という。）

が，緊急時対策所遮蔽を透過して緊急時対策所内の要員に与え

る線量。 

a. 被ばく経路① 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線による外部被ばく 

想定事故時に原子炉建屋内に留まる放射性物質から直接的に

緊急時対策所周辺に到達してくるガンマ線（以下「直接ガンマ

線」という。）及び空気中で散乱されて緊急時対策所周辺に到達

してくるガンマ線（以下「スカイシャインガンマ線」という。）

が，緊急時対策所遮蔽を透過して緊急時対策所内の要員に与え

る線量。 

 

  

 

 

 

b. 被ばく経路② 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線に

よる外部被ばく（クラウドシャイン） 

大気中へ放出された放射性物質が大気中を拡散して生じる放

射性雲からのガンマ線（以下「クラウドシャインガンマ線」とい

う。）が，緊急時対策所遮蔽を透過して緊急時対策所内の要員に

与える線量。 

b. 被ばく経路②  放射性雲中の放射性物質からのガンマ線に

よる外部被ばく（クラウドシャイン） 

大気中へ放出された放射性物質が大気中を拡散して生じる放

射性雲からのガンマ線（以下「クラウドシャインガンマ線」と

いう。）が，緊急時対策所遮蔽を透過して緊急時対策所内の要員

に与える線量。 

 

  

 

 

c. 被ばく経路③ 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線による外部被ばく（グランドシャイン） 

大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線（以下「グランドシャインガンマ線」という。）が，緊急時対

策所遮蔽を透過して緊急時対策所内の要員に与える線量。 

c. 被ばく経路③ 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線による外部被ばく（グランドシャイン） 

大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線（以下「グランドシャインガンマ線」という。）が，緊急時対

策所遮蔽を透過して緊急時対策所内の要員に与える線量。 
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d. 被ばく経路④ 緊急時対策所内へ外気から取り込まれた放

射性物質からのガンマ線による外部被ばく及び放射性物質

の吸入摂取による内部被ばく 

大気中へ放出された放射性物質が，緊急時対策所内に取り込

まれて緊急時対策所内の要員に与える線量（ガンマ線による外

部被ばく及び呼吸による吸入摂取による内部被ばく）。また，緊

急時対策所の隣接エリアに取り込まれた放射性物質からのガン

マ線が，緊急時対策所内の要員に与える線量も考慮する。 

d. 被ばく経路④ 緊急時対策所内へ外気から取り込まれた放

射性物質からのガンマ線による外部被ばく及び放射性物質

の吸入摂取による内部被ばく 

大気中へ放出された放射性物質が，緊急時対策所内に取り込

まれて緊急時対策所内の要員に与える線量（ガンマ線による外

部被ばく及び呼吸による吸入摂取による内部被ばく）。 

また，緊急時対策所の隣接エリアに緊急時対策所の隣接エリ

ア取り込まれた放射性物質からのガンマ線が，緊急時対策所内

の要員に与える線量も考慮する。 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所の隣接エ

リアである通路部に外気から

取り込まれた放射性物質が滞

留することを想定する。） 

 

なお，本評価においては，要員の交代は考慮しないものとす

る。 

なお，本評価においては，要員の交代は考慮しないものとす

る。 

 

 

  

 

(4) 大気中への放出量評価 

大気中に放出される放射性物質の量は，審査ガイドに従い設

定する。また，大気中への放出量評価条件を表4－1に示す。 

(4) 大気中への放出量評価 

大気中に放出される放射性物質の量は，審査ガイドに従い設

定する。また，大気中への放出量評価条件を表4－1に示す。 

 

  

 

 

a. 事故直前の炉内蓄積量 

事故発生直前まで，原子炉は定格熱出力で長期間にわたって

運転されていたものとする。事故直前の炉内蓄積量は，電力共同

研究報告書「立地審査指針改定に伴うソースタームに関する研

究（BWR）（平成24年度最終報告書）」に記載されている単位熱出

力当たりの炉内内蔵量に対し，原子炉熱出力3926MWを掛け合わ

せて計算する。 

a. 事故直前の炉内蓄積量 

事故発生直前まで，原子炉は定格熱出力で長期間にわたって

運転されていたものとする。事故直前の炉内蓄積量は，電力共同

研究報告書「立地審査指針改定に伴うソースタームに関する研

究（BWR）（平成24年度最終報告書）」に記載されている単位熱出

力当たりの炉内内蔵量に対し，原子炉熱出力3926MWを掛け合わ

せて計算する。 

 

 

 

同報告書において，事故直前の単位熱出力当たりの炉内蓄積

量の計算には，燃焼計算コードＯＲＩＧＥＮ２コードを使用し

ている。計算に当たっては，9×9燃料炉心の代表的な燃焼度，比

出力，初期濃縮度及び運転履歴を考慮して炉心内蔵量を計算し

ている。 

 

 

 

同報告書において，事故直前の単位熱出力当たりの炉内蓄積

量の計算には，燃焼計算コードＯＲＩＧＥＮ２コードを使用し

ている。計算に当たっては，9×9燃料炉心の代表的な燃焼度，比

出力，初期濃縮度及び運転履歴を考慮して炉心内蔵量を計算し

ている。 

 

 

 

 

25



 

25 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

  

  

   

 

 

・燃焼度 ：約55000MWd/t（燃焼期間は，5サイ

クルの平衡炉心を想定） 

・比出力 ：26MW/t 

・初期濃縮度 ：3.8% 

・核データライブラリ ： JENDL3.2（BWR STEP-3 VR=0%，

60GWd/t） 

・燃焼度 ：約55000MWd/t（燃焼期間は，5サイ

クルの平衡炉心を想定） 

・比出力 ：26MW/t 

・初期濃縮度 ：3.8% 

・核データライブラリ ：JENDL3.2（BWR STEP-3 VR=0%，

60GWd/t） 

 

 

以上により計算した標準9×9燃料炉心の単位熱出力当たりの

炉内蓄積量を表4－2に示す。 

以上により計算した標準9×9燃料炉心の単位熱出力当たりの

炉内蓄積量を表4－2に示す。 

 

 

事故直前の炉内蓄積量は，この値に原子炉熱出力である

3926MWを掛け合わせて計算する。 

事故直前の炉内蓄積量は，この値に原子炉熱出力である

3926MWを掛け合わせて計算する。 

 

 

 

  

 

b. 大気中への放出量 

事故直前の炉心内蔵量に対する放射性物質の大気中への放出

割合は，原子炉格納容器が破損したと考えられる福島第一原子

力発電所事故と同等と想定する。 

b. 大気中への放出量 

事故直前の炉心内蔵量に対する放射性物質の大気中への放出

割合は，原子炉格納容器が破損したと考えられる東京電力株式

会社福島第一原子力発電所事故と同等と想定する。 

 

 

記載の適正化（審査ガイドの改

正に伴う修正。） 

 

 

 

ここで，放射性物質の大気中への放出開始時刻は，事故（原子

炉スクラム）発生24時間後と仮定する。 

ここで，放射性物質の大気中への放出開始時刻は，事故（原子

炉スクラム）発生24時間後と仮定する。 

 

 

  

  

 

  

  

  

  

  

  

 

希ガス類 ：97% 

よう素類 ：2.78% 

 （CsI：95%，無機よう素：4.85%，有機よう素：0.15%） 

Cs類 ：2.13% 

Te類 ：1.47% 

Ba類 ：0.0264% 

Ru類 ：7.53×10-8% 

Ce類 ：1.51×10-4% 

La類 ：3.87×10-5% 

以上により計算した大気中への放出量を表4－3に示す。 

希ガス類 ：97% 

よう素類 ：2.78% 

 （CsI：95%，無機よう素：4.85%，有機よう素：0.15%） 

Cs類 ：2.13% 

Te類 ：1.47% 

Ba類 ：0.0264% 

Ru類 ：7.53×10-8% 

Ce類 ：1.51×10-4% 

La類 ：3.87×10-5% 

以上により計算した大気中への放出量を表4－3に示す。 

 

 

 

26



 

26 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

      

    

c. 原子炉建屋内の存在量 

NUREG-1465＊の「炉心内蔵量に対する原子炉格納容器内への放

出割合」を基に原子炉建屋内に放出された放射性物質を設定す

る。 

ここで，放射性物質の炉内蓄積量に対して，事故発生直後に以

下の0.3倍の放射性物質が原子炉建屋原子炉区域（二次格納施

設）内へ放出されるものとする。 

希ガス類 ：100% 

よう素類 ：61% 

Cs類 ：61% 

Te類 ：31% 

Ba類 ：12% 

Ru類 ：0.5% 

Ce類 ：0.55% 

La類 ：0.52% 

 

なお，原子炉建屋内の存在量の評価に当たっては，原子炉建屋

原子炉区域（二次格納施設）から放射性物質が漏えいすることは

考慮せず，原子炉格納容器から放出された放射性物質は原子炉

建屋原子炉区域（二次格納施設）内に留まるものとする。 

 

 

以上により計算した原子炉建屋内の放射性物質の存在量を表

4－4に示す。 

注記＊：“Accident Source Terms for Light-Water Nuclear 

Power Plants”, NUREG-1465, 1995/02 

c. 原子炉建屋内の存在量 

NUREG-1465＊の「炉心内蔵量に対する原子炉格納容器内への放

出割合」を基に原子炉建屋内に放出された放射性物質を設定す

る。 

ここで，放射性物質の炉内蓄積量に対して，事故発生直後に以

下の0.3倍の放射性物質が原子炉建屋原子炉区域（二次格納施

設）内へ放出されるものとする。 

希ガス類 ：100% 

よう素類 ：61% 

Cs類 ：61% 

Te類 ：31% 

Ba類 ：12% 

Ru類 ：0.5% 

Ce類 ：0.55% 

La類 ：0.52% 

 

なお，原子炉建屋内の存在量の評価に当たっては，原子炉建屋

原子炉区域（二次格納施設）から放射性物質が漏えいすることは

考慮せず，原子炉格納容器から放出された放射性物質は原子炉

建屋原子炉区域（二次格納施設）内に留まるものとする。 

 

 

以上により計算した原子炉建屋内の放射性物質の存在量を表

4－4に示す。 

注記＊：“Accident Source Terms for Light-Water Nuclear 

Power Plants”, NUREG-1465, 1995/02 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，設置変更許可申請時の

評価と同様に，原子炉建屋内に

全ての放射性物質が留まると

仮定する。） 

 

 

 

 

 

  

 

(5) 大気拡散の評価 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に使

用する相対濃度及び相対線量は，被ばく評価手法（内規）及び気

象指針に基づき評価する。 

 

(5) 大気拡散の評価 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に使

用する相対濃度及び相対線量は，被ばく評価手法（内規）及び気

象指針に基づき評価する。 

 

 

 

  

 

a. 大気拡散評価モデル 

放出点から放出された放射性物質が大気中を拡散して評価点

に到達するまでの計算は，ガウスプルームモデルを適用する。 

a. 大気拡散評価モデル 

放出点から放出された放射性物質が大気中を拡散して評価点

に到達するまでの計算は，ガウスプルームモデルを適用する。 
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(a) 相対濃度 

相対濃度は，毎時刻の気象項目と実効的な放出継続時間をも

とに評価点ごとに以下の式＊1のとおり計算する。 

χ／Ｑ＝
１

Ｔ
・ ∑ (χ／Ｑ)

ｉ

Ｔ

ｉ＝１

・δ
ｉ

ｄ
 

(a) 相対濃度 

相対濃度は，毎時刻の気象項目と実効的な放出継続時間をも

とに評価点ごとに以下の式＊1のとおり計算する。 

χ／Ｑ＝
１

Ｔ
・ ∑ (χ／Ｑ)

ｉ

Ｔ

ｉ＝１

・δ
ｉ

ｄ
 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

   

 

 

ここで， 

χ／Ｑ ：実効放出継続時間中の相対濃度(s/m3) 

Ｔ ：実効放出継続時間(h) 

(χ／Ｑ)ｉ ：時刻iにおける相対濃度(s/m3) 

δｄ
ｉ ：時刻iにおいて風向が当該方位dにあるとき 

δｄ
ｉ = 1 

  ：時刻iにおいて風向がほかの方位にあるとき  

δｄ
ｉ = 0 

ここで， 

χ／Ｑ ：実効放出継続時間中の相対濃度(s/m3) 

Ｔ ：実効放出継続時間(h) 

(χ／Ｑ)ｉ ：時刻iにおける相対濃度(s/m3) 

δｄ
ｉ ：時刻iにおいて風向が当該方位dにあるとき 

δｄ
ｉ = 1 

  ：時刻iにおいて風向がほかの方位にあるとき  

δｄ
ｉ = 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

  

  

  

 

（地上放出の場合） 

(χ／Ｑ)
ｉ
＝

２．０３２

Σ
ｚｉ

・Ｕ
ｉ
・ｘ

 

 

Σ
ｚｉ

＝√σ
ｚｉ

２
＋

Ｃ・Ａ

π
 

 

ここで， 

Ｕｉ ：時刻iの放出源を代表する風速(m/s) 

Σｚｉ ：時刻iの建屋の影響を加算した濃度の鉛直方向 

（z方向）の拡がりのパラメータ(m) 

σｚｉ ：時刻iの濃度のz方向の拡がりパラメータ(m) 

Ｃ ：建屋投影面積＊2(m2) 

Ａ ：形状係数(－) 

ｘ ：放出源から評価点までの距離(m) 

 

（地上放出の場合） 

(χ／Ｑ)
ｉ
＝

２．０３２

Σ
ｚｉ

・Ｕ
ｉ
・ｘ

 

 

Σ
ｚｉ

＝√σ
ｚｉ

２
＋

Ｃ・Ａ

π
 

 

ここで， 

Ｕｉ ：時刻iの放出源を代表する風速(m/s) 

Σｚｉ ：時刻iの建屋の影響を加算した濃度の鉛直方向 

（z方向）の拡がりのパラメータ(m) 

σｚｉ ：時刻iの濃度のz方向の拡がりパラメータ(m) 

Ｃ ：建屋投影面積＊2(m2) 

Ａ ：形状係数(－) 

ｘ ：放出源から評価点までの距離(m) 
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上記のうち，気象項目（風向，風速及びσｚｉを求めるために必

要な大気安定度）については，「b. 気象データ」に示すデータ

を，建屋の投影面積については「e. 建屋投影面積」に示す値を，

形状係数については「f. 形状係数」に示す値を用いることとし

た。また，審査ガイドに基づき，実効放出継続時間は10時間とし，

地上放出を想定する。 

σｚｉについては，気象指針における相関式を用いて計算する。 

注記＊1 ： 本被ばく評価では放射性物質の実効放出継続時間が

8時間を超えるため，長時間放出の場合の式を適用す

る。 

  ＊2 ：全ての方位の投影面積の中で最小面積を全ての方位

の計算の入力として共通に適用する。 

上記のうち，気象項目（風向，風速及びσｚｉを求めるために

必要な大気安定度）については，「b. 気象データ」に示すデー

タを，建屋の投影面積については「e. 建屋投影面積」に示す値

を，形状係数については「f. 形状係数」に示す値を用いること

とした。また，審査ガイドに基づき，実効放出継続時間は10時間

とし，地上放出を想定する。 

σｚｉについては，気象指針における相関式を用いて計算する。 

注記＊1 ： 本被ばく評価では放射性物質の実効放出継続時間が

8 時間を超えるため，長時間放出の場合の式を適用

する。 

  ＊2 ：全ての方位の投影面積の中で最小面積を全ての方位

の計算の入力として共通に適用する。 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

 

  

  

  

 

(b) 相対線量 

クラウドシャインガンマ線量を計算するために，空気カーマ

を用いた相対線量を毎時刻の気象項目と実効放出継続時間をも

とに，以下の式で計算する。 

Ｄ／Ｑ＝(Ｋ
１
／Ｑ)・Ｅ・μ

０
・∫ ∫ ∫

ｅ
－μ・ｒ

４・π・ｒ
２

∞

０

∞

－∞

∞

０

 

・Ｂ(μｒ)・χ(ｘ',ｙ',ｚ')ｄｘ'ｄｙ'ｄｚ' 

 

ここで， 

Ｄ／Ｑ ：評価地点（x,y,0）における相対線量(μGy/Bq) 

 

(Ｋ１／Ｑ) ：単位放出率当たりの空気カーマ率への 

換算係数＊(
dis･m3･μGy

MeV･Bq･s
) 

Ｅ ：ガンマ線の実効エネルギ(MeV/dis) 

μ０ ：空気に対するガンマ線の線エネルギ吸収係数

(1/m) 

μ ：空気に対するガンマ線の線減衰係数(1/m) 

ｒ ：（x',y',z'）から（x,y,0）までの距離(m) 

Ｂ(μｒ) ：空気に対するガンマ線の再生係数(－) 

(b) 相対線量 

クラウドシャインガンマ線量を計算するために，空気カーマ

を用いた相対線量を毎時刻の気象項目と実効放出継続時間をも

とに，以下の式で計算する。 

Ｄ／Ｑ＝(Ｋ
１
／Ｑ)・Ｅ・μ

０
・∫ ∫ ∫

ｅ
－μ・ｒ

４・π・ｒ
２

∞

０

∞

－∞

∞

０

 

・Ｂ(μｒ)・χ(ｘ',ｙ',ｚ')ｄｘ'ｄｙ'ｄｚ' 

 

ここで， 

Ｄ／Ｑ ：評価地点（x,y,0）における相対線量(μGy/Bq) 

 

(Ｋ１／Ｑ) ：単位放出率当たりの空気カーマ率への 

換算係数＊(
dis･m3･μGy

MeV･Bq･s
) 

Ｅ ：ガンマ線の実効エネルギ(MeV/dis) 

μ０ ：空気に対するガンマ線の線エネルギ吸収係数

(1/m) 

μ ：空気に対するガンマ線の線減衰係数(1/m) 

ｒ ：（x',y',z'）から（x,y,0）までの距離(m) 

Ｂ(μｒ) ：空気に対するガンマ線の再生係数(－) 
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Ｂ(μｒ)＝１＋α・(μ・ｒ)＋β・(μ・ｒ)
２
＋

γ・(μ・ｒ)
３
  

 

 

ただし，μ０，μ，α，β，γについては，0.5MeVのガンマ線

に対する値＊を用い，以下のとおりとする。 

μ０ = 3.84×10-3(m-1)，μ = 1.05×10-2(m-1) 

α = 1.000，β = 0.4492，γ= 0.0038 

χ(ｘ',ｙ',ｚ')：放射性雲中の点（x',y',z'）における相

対濃度(s/m3) 

注記＊：「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評

価指針（昭和 51 年 9 月 28 日 原子力委員会決定，一

部改訂 平成 13年 3月 29日）」 

Ｂ(μｒ)＝１＋α・(μ・ｒ)＋β・(μ・ｒ)
２
＋

γ・(μ・ｒ)
３
 

 

 

ただし，μ０，μ，α，β，γについては，0.5MeVのガンマ線

に対する値＊を用い，以下のとおりとする。 

μ０ = 3.84×10-3(m-1)，μ = 1.05×10-2(m-1) 

α = 1.000，β = 0.4492，γ= 0.0038 

χ(ｘ',ｙ',ｚ')：放射性雲中の点（x',y',z'）における相

対濃度(s/m3) 

注記＊：「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評

価指針（昭和 51 年 9 月 28 日 原子力委員会決定，一

部改訂 平成 13年 3月 29日）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

b. 気象データ 

1985年10月～1986年9月の1年間における気象データを使用す

る。なお，当該データの使用に当たっては，風向，風速データが

不良標本の棄却検定により，過去の気象データ（設置変更許可申

請時の10年間の最新気象データ（2004年4月～2013年3月）と最新

10年間の気象データ（2008年4月～2018年3月））と比較して異常

でないことを確認している。 

b. 気象データ 

1985年10月～1986年9月の1年間における気象データを使用す

る。なお，当該データの使用に当たっては，風向，風速データが

不良標本の棄却検定により，過去の気象データ（設置変更許可

申請時の10年間の最新気象データ（2004年4月～2013年3月）と

最新10年間の気象データ（2013年4月～2023年3月））と比較して

異常でないことを確認している。 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，設置変更許可申請時の

評価と同様の気象データを使

用している。） 

 

 

  

 

 

c. 相対濃度及び相対線量の評価点 

建屋巻込みの影響を受ける場合には，緊急時対策所が属する

建屋表面での濃度は風下距離の依存性が小さくほぼ一様である

ので，相対濃度の評価点は緊急時対策所中心を代表とする。ま

た，相対線量の評価点も緊急時対策所中心とする。 

放出源において建屋巻込みの影響があるものとして大気拡散

の評価を行うため，相対濃度及び相対線量の評価点高さは，各放

出源高さと同じとする。 

c. 相対濃度及び相対線量の評価点 

建屋巻込みの影響を受ける場合には，緊急時対策所が属する

建屋表面での濃度は風下距離の依存性が小さくほぼ一様である

ので，相対濃度の評価点は緊急時対策所中心を代表とする。ま

た，相対線量の評価点も緊急時対策所中心とする。 

放出源において建屋巻込みの影響があるものとして大気拡散

の評価を行うため，相対濃度及び相対線量の評価点高さは，各

放出源高さと同じとする。 
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d. 評価対象方位 

放出点と巻込みを生じる建屋及び評価点との位置関係によっ

て，建屋の影響を考慮して拡散の計算を行う。 

緊急時対策所の被ばく評価においては，放出点と巻込みを生

じる建屋及び評価点との位置関係について，以下の条件全てに

該当した場合，放出点から放出された放射性物質は建屋の風下

側で巻込みの影響を受け拡散し，評価点に到達するものとする。

放出点から評価点までの距離は，保守的な評価となるように水

平距離を用いる。 

(a) 放出源の高さが建屋の高さの2.5倍に満たない場合 

(b) 放出源と評価点を結んだ直線と平行で放出源を風上と

した風向nについて，放出源の位置が風向nと建屋の投影形

状に応じて定まる一定の範囲（下図の領域An）の中にある

場合 

 

 

d. 評価対象方位 

放出点と巻込みを生じる建屋及び評価点との位置関係によっ

て，建屋の影響を考慮して拡散の計算を行う。 

緊急時対策所の被ばく評価においては，放出点と巻込みを生

じる建屋及び評価点との位置関係について，以下の条件全てに

該当した場合，放出点から放出された放射性物質は建屋の風下

側で巻込みの影響を受け拡散し，評価点に到達するものとする。

放出点から評価点までの距離は，保守的な評価となるように水

平距離を用いる。 

(a) 放出源の高さが建屋の高さの2.5倍に満たない場合 

(b) 放出源と評価点を結んだ直線と平行で放出源を風上と

した風向nについて，放出源の位置が風向nと建屋の投影形

状に応じて定まる一定の範囲（図4－3の領域An）の中にあ

る場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

※比較のため島根 2号及び柏崎

刈羽 7号の記載は配置移動を行

った。 

  

 

 

  

 

 

 

(c) 評価点が，巻込みを生じる建屋の風下にある場合 

上記の三つの条件のうちの一つでも該当しない場合には，建

屋の影響はないものとして大気拡散評価を行うものとする。 

緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価においては，放射性

物質の放出源として原子炉建屋を仮定することから，巻込みを

生じる建屋として，放出源であり，影響が大きいと考えられる

「原子炉建屋」を代表建屋として選定し，建屋の影響があるもの

として評価を行う。評価対象とする方位は，放出された放射性物

質が建屋の影響を受けて拡散すること及び建屋の影響を受けて

拡散された放射性物質が評価点に届くことの両方に該当する方

位とする。具体的には，全 16方位のうち以下の(a)～(c)の条件

に該当する方位を選定し，全ての条件に該当する方位を評価対

象とする。 

(a) 放出点が評価点の風上にあること。 

(b) 放出点から放出された放射性物質が，原子炉建屋の風下

側に巻き込まれるような範囲に放出点が存在すること。 

 

(c) 評価点が，巻込みを生じる建屋の風下にある場合 

上記の三つの条件のうちの一つでも該当しない場合には，建

屋の影響はないものとして大気拡散評価を行うものとする。 

緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価においては，放射性

物質の放出源として原子炉建屋を仮定することから，巻込みを

生じる建屋として，放出源であり，影響が大きいと考えられる

「原子炉建屋」を代表建屋として選定し，建屋の影響があるも

のとして評価を行う。評価対象とする方位は，放出された放射性

物質が建屋の影響を受けて拡散すること及び建屋の影響を受け

て拡散された放射性物質が評価点に届くことの両方に該当する

方位とする。具体的には，全 16方位のうち以下の(a)～(c)の条

件に該当する方位を選定し，全ての条件に該当する方位を評価

対象とする。 

(a) 放出点が評価点の風上にあること。 

(b) 放出点から放出された放射性物質が，原子炉建屋の風下

側に巻き込まれるような範囲に放出点が存在すること。 
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(c) 原子炉建屋の風下側で巻き込まれた大気が評価点に到

達すること。 

上記選定条件(c)の条件に該当する風向の方位の選定には，評

価点から原子炉建屋を見込む方位の範囲の両端が，それぞれの

方位に垂直な投影形状の左右に0.5L（Lは，建屋又は建屋群の風

向に垂直な面での高さ又は幅の小さい方。本評価では，代表建屋

である原子炉建屋の高さ（37.7m）が該当する。）だけ幅を広げた

部分を見込む方位を仮定する。 

上記選定条件(b)の条件に該当する風向の方位の選定には，放

出点が評価点の風上となる範囲が対象となるが，放出点は原子

炉建屋であり，0.5Lの拡散領域の内部にあるため，放出点が風上

となる範囲を対象とする。その上で，選定条件(c)の条件に該当

する風向の方位の選定として，評価点から原子炉建屋＋0.5Lを

含む方位を対象とする。 

以上より，選定条件(a)～(c)の条件に全て該当する放出源か

らの着目方位は，以下のとおりとなる。評価対象とする風向を図

4－3に示す。 

(c) 原子炉建屋の風下側で巻き込まれた大気が評価点に到

達すること。 

上記選定条件(c)の条件に該当する風向の方位の選定には，評

価点から原子炉建屋を見込む方位の範囲の両端が，それぞれの

方位に垂直な投影形状の左右に0.5L（Lは，建屋又は建屋群の風

向に垂直な面での高さ又は幅の小さい方。本評価では，代表建

屋である原子炉建屋の高さ（37.7m）が該当する。）だけ幅を広げ

た部分を見込む方位を仮定する。 

上記選定条件(b)の条件に該当する風向の方位の選定には，放

出点が評価点の風上となる範囲が対象となるが，放出点は原子

炉建屋であり，0.5Lの拡散領域の内部にあるため，放出点が風

上となる範囲を対象とする。その上で，選定条件(c)の条件に該

当する風向の方位の選定として，評価点から原子炉建屋＋0.5L

を含む方位を対象とする。 

以上より，選定条件(a)～(c)の条件に全て該当する放出源か

らの着目方位は，表4－5に示すとおりとなる。評価対象とする風

向を図4－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（女川コメント

の反映に伴い，文中の図表に

タイトル及び番号を付し，図

表を後段に配置した。） 

 

  

 

 

 

e. 建屋投影面積 

建屋投影面積は小さい方が厳しい結果となるため，全ての方

位の投影面積の中で最小面積を全ての方位の計算の入力として

共通に適用する。 

原子炉建屋の投影面積を図4－4に示す。 

e. 建屋投影面積 

建屋投影面積は小さい方が厳しい結果となるため，全ての方

位の投影面積の中で最小面積を全ての方位の計算の入力として

共通に適用する。 

原子炉建屋の投影面積を図4－5に示す。 

 

 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 

 

  

 

f. 形状係数 

建屋の形状係数は1/2＊1とする。 

f. 形状係数 

建屋の形状係数は1/2＊とする。 

注記＊ ：「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」昭

和57年1月28日 原子力安全委員会決定，平成13年3

月29日一部改訂 

 

 

 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴う配置移動。） 
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g. 累積出現頻度 

緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に用いる相対濃度と

相対線量は，大気拡散の評価に従い，実効放出継続時間を基に計

算した値を年間について小さい方から順に並べたとき累積出現

頻度97%＊1に当たる値を用いる。 

g. 累積出現頻度 

緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に用いる相対濃度と

相対線量は，大気拡散の評価に従い，実効放出継続時間を基に計

算した値を年間について小さい方から順に並べたとき累積出現

頻度97%＊に当たる値を用いる。 

注記＊ ：「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」昭

和57年1月28日 原子力安全委員会決定，平成13年3

月29日一部改訂 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴う配置移動。） 

  

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

h. 評価結果 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に使

用する大気拡散評価条件を表4－5に示す。 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に使

用する相対濃度（χ/Q）及び相対線量（D/Q）の評価結果を下表

に示す。 

 

評価点 放出点 
相対濃度＊2＊3 

χ/Q(s/m3) 

相対線量＊3 

D/Q(Gy/Bq) 

緊急時対策所 

（対策本部）中心 

6 号機原子炉建屋中心 3.6×10-4 1.7×10-18 

7 号機原子炉建屋中心 9.8×10-5 8.1×10-19 

緊急時対策所 

（待機場所）中心 

6 号機原子炉建屋中心 2.2×10-4 1.2×10-18 

7 号機原子炉建屋中心 9.0×10-5 7.9×10-19 
 

h. 評価結果 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に使

用する大気拡散評価条件を表4－6に示す。 

重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に使

用する相対濃度（χ/Q）及び相対線量（D/Q）の評価結果を表4－

7に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1 ： 「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」

昭和57年1月28日 原子力安全委員会決定，平成13年

3月29日一部改訂 

＊2 ： 緊急時対策所滞在時の室内に外気から取り込まれた

放射性物質による被ばく及びグランドシャインの算

出は，放出源の原子炉建屋中心に対して緊急時対策

所中心を評価点として算出したχ/Qを用いる。 

＊3 ：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 
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4.1.2 線量計算 

(1) 実効線量の評価 

a. 被ばく経路①（原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線による被ばく） 

重大事故等時に原子炉建屋内に浮遊する放射性物質からの直

接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による要員の実効線量

は，施設の位置，建屋の配置，形状等から評価する。以下，評価

条件及び評価結果を示す。 

(a) 評価条件 

イ. 線源強度 

線源強度は，「4.1.1(4) 大気中への放出量評価」のc.項に記

述する原子炉建屋内の存在量に基づき，次のとおり求める。 

 

(イ) 重大事故等時に炉心から原子炉格納容器内に放出された

放射性物質は，原子炉格納容器から原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）内に放出される。この原子炉建屋原子炉区

域（二次格納施設）内の放射性物質を直接ガンマ線及びスカ

イシャインガンマ線の線源とする。 

(ロ) 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の放射性物質は

自由空間内に均一に分布するものとする。 

以上，表4－6に原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に浮

遊する放射性物質にる事故後7日間の積算線源強度を示す。 

4.1.2 線量計算 

(1) 実効線量の評価 

a. 被ばく経路①（原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線による被ばく） 

重大事故等時に原子炉建屋内に浮遊する放射性物質からの直

接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による要員の実効線量

は，施設の位置，建屋の配置，形状等から評価する。以下，評価

条件及び評価結果を示す。 

(a) 評価条件 

イ. 線源強度 

線源強度は，「4.1.1(4) 大気中への放出量評価」のc.項に記

述する原子炉建屋内の存在量に基づき，次のとおり求める。 

 

(イ) 重大事故等時に炉心から原子炉格納容器内に放出された

放射性物質は，原子炉格納容器から原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）内に放出される。この原子炉建屋原子炉区

域（二次格納施設）内の放射性物質を直接ガンマ線及びスカ

イシャインガンマ線の線源とする。 

(ロ) 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の放射性物質は

自由空間内に均一に分布するものとする。 

以上，表4－8に原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に浮

遊する放射性物質による事故後7日間の積算線源強度を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 

 

  

 

ロ. 幾何条件 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線評価における原子

炉建屋の評価モデルを図4－5及び図4－6に示す。直接ガンマ線

の線源範囲は，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の地上1

階以上＊1とし，保守的に各階の原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の東西南北の幅はそれぞれ最大幅をとることとする。スカ

イシャインガンマ線の線源範囲は，原子炉建屋原子炉区域（二次

格納施設）の最上階（地上4階）＊2とする。原子炉建屋は二次遮

蔽壁＊3及び補助遮蔽＊3を考慮する。ここで，二次遮蔽壁及び補助

遮蔽の壁厚は，各階ごとに東西南北をそれぞれ最小厚さで代表

する。 

 

ロ. 幾何条件 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線評価における原子

炉建屋の評価モデルを図4－6及び図4－7に示す。直接ガンマ線

の線源範囲は，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の地上1

階以上＊1とし，保守的に各階の原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の東西南北の幅はそれぞれ最大幅をとることとする。スカ

イシャインガンマ線の線源範囲は，原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）の最上階（地上4階）＊2とする。原子炉建屋は二次

遮蔽壁＊3及び補助遮蔽＊3を考慮する。ここで，二次遮蔽壁及び補

助遮蔽の壁厚は，各階ごとに東西南北をそれぞれ最小厚さで代

表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機は，設置変更許可時の評価と

同様の考え方に基づき，評価モ

デルを設定する。） 
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また，直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線評価におけ

る緊急時対策所の評価モデルを図4－7に示す。 

また，直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線評価におけ

る緊急時対策所の評価モデルを図4－8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所の遮蔽体として，緊急時対策所の壁，床及び天井

を考慮し，評価点を囲む遮蔽モデルは，球体モデルとする。遮蔽

厚さは，要員が滞在するエリアから見た直接ガンマ線及びスカ

イシャインガンマ線に対して，緊急時対策所の遮蔽を足し合わ

せて最も薄い遮蔽厚さ（コンクリート ㎜）＊4とする。評価で

考慮する原子炉建屋，緊急時対策所の壁，床及び天井は，公称値

からマイナス側許容差（-5mm）を引いた値とする。 

注記＊1 ： 地下階は外壁厚さが厚く，地面にも遮られるため十

分無視できる。 

＊2 ： 原子炉建屋地上4階の床はコンクリート厚さが厚く，

下層階からの放射線を十分に遮蔽している。したが

って，建屋天井から放射されるガンマ線を線源とす

るスカイシャインガンマ線の評価では，下層階に存

在する放射性物質からの放射線の影響は十分小さい

ため，線源として無視できる。 

＊3 ： 6号機又は7号機の原子炉建屋の遮蔽を指す。 

＊4 ： コンクリート厚さ ㎜は，マイナス側許容差を考慮

した遮蔽壁（ ㎜＝ ㎜－5㎜）の2枚分の厚さ。 

 

緊急時対策所の遮蔽体として，緊急時対策所の壁，床及び天井

を考慮し，評価点を囲む遮蔽モデルは，球体モデルとする。遮蔽

厚さは，要員が滞在するエリアから見た直接ガンマ線及びスカ

イシャインガンマ線に対して，緊急時対策所の遮蔽を足し合わ

せて最も薄い遮蔽厚さ（コンクリート ㎜）＊4とする。評価で

考慮する原子炉建屋，緊急時対策所の壁，床及び天井は，公称値

からマイナス側許容差（-5mm）を引いた値とする。 

注記＊1 ： 地下階は外壁厚さが厚く，地面にも遮られるため十

分無視できる。 

＊2 ： 原子炉建屋地上4階の床はコンクリート厚さが厚く，

下層階からの放射線を十分に遮蔽している。したが

って，建屋天井から放射されるガンマ線を線源とす

るスカイシャインガンマ線の評価では，下層階に存

在する放射性物質からの放射線の影響は十分小さい

ため，線源として無視できる。 

＊3 ： 6号機又は7号機の原子炉建屋の遮蔽を指す。 

＊4 ： コンクリート厚さ ㎜は，マイナス側許容差を考

慮した遮蔽壁（ ㎜＝ ㎜－5㎜）の2枚分の厚さ。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，遮蔽モデルをガンマ線

の入射角度によらず最小遮蔽

厚さとなり保守的な評価とな

る球体モデルとしている。） 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

は，評価モデルに用いた遮蔽厚

さを明記した。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

ハ. 評価点 

評価点は，要員の滞在エリアが存在する区画内を想定し，図4

－5に示すように，線量結果が厳しくなるよう原子炉建屋から最

短距離を設定し，評価点高さは，スカイシャインガンマ線及び直

接ガンマ線の評価ともに，天井高さとする。 

ハ. 評価点 

評価点は，要員の滞在エリアが存在する区画内を想定し，図4

－6に示すように，線量結果が厳しくなるよう原子炉建屋から最

短距離を設定し，評価点高さは，スカイシャインガンマ線及び直

接ガンマ線の評価ともに，天井高さとする。 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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二. 解析コード 

直接ガンマ線については，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用

い，スカイシャインガンマ線は，ＡＮＩＳＮコード及びＧ３３－

ＧＰ２Ｒコードを用いる。 

二. 解析コード 

直接ガンマ線については，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用

い，スカイシャインガンマ線は，ＡＮＩＳＮコード及びＧ３３－

ＧＰ２Ｒコードを用いる。 

 

  

 

 

(b) 評価結果 

以上の条件に基づき評価した原子炉建屋内の放射性物質から

の直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による実効線量を

表4－7に示す。 

(b) 評価結果 

以上の条件に基づき評価した原子炉建屋内の放射性物質から

の直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による実効線量を

表4－9に示す。 

 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 

 

 

 

 

b. 被ばく経路②（放射性雲中の放射性物質からのガンマ線に

よる被ばく） 

大気中に放出された放射性物質からのガンマ線による緊急時

対策所内での要員の外部被ばく線量を以下に評価する。 

 

b. 被ばく経路②（放射性雲中の放射性物質からのガンマ線に

よる被ばく） 

大気中に放出された放射性物質からのガンマ線による緊急時

対策所内での要員の外部被ばく線量を以下に評価する。 

 

  

  

 

  

 

(a) 評価条件 

イ. 放射性物質の放出量 

放射性物質の大気中への放出量は，「4.1.1(4) 大気中への放

出量評価」の「b. 大気中への放出量」に基づくものとする。 

(a) 評価条件 

イ. 放射性物質の放出量 

放射性物質の大気中への放出量は，「4.1.1(4) 大気中への放

出量評価」の「b. 大気中への放出量」に基づくものとする。 

 

  

 

  

 

  
 

 

 

 

 

 
 

 

ロ. 大気拡散条件 

線量評価に使用する相対線量（D/Q）は，「4.1.1(5) 大気拡散

の評価」の「h. 評価結果」に示した下表の値を使用する。 

 

評価点 放出点 
相対線量 

D/Q(Gy/Bq) 

緊急時対策所 

（対策本部）中心 

6号機原子炉建屋中心 1.7×10-18 

7号機原子炉建屋中心 8.1×10-19 

緊急時対策所 

（待機場所）中心 

6号機原子炉建屋中心 1.2×10-18 

7号機原子炉建屋中心 7.9×10-19 
 

ロ. 大気拡散条件 

線量評価に使用する相対線量（D/Q）は，表4－7の値を使用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 
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(b) 評価方法 

大気中に放出された放射性物質からのガンマ線による室内作

業時の外部被ばく線量は，大気中への放出量に相対線量を乗じ

て計算した値に，遮蔽壁による減衰効果を考慮して計算する。 

(b) 評価方法 

大気中に放出された放射性物質からのガンマ線による室内作

業時の外部被ばく線量は，大気中への放出量に相対線量を乗じ

て計算した値に，遮蔽壁による減衰効果を考慮して計算する。 
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γ
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γ

μ
γ
・Ｘ) 

 

 

ここで， 

Ｈγ ：放射性物質からのガンマ線による外部被ばく 

線量(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への換算 

係数＊1（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

ｈｋ(ｔ) ：核種 kからのガンマ線による単位時間当たりの 

実効線量(Sv/s) 

ｑｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの大気中への放出率 

(Bq/s)（ガンマ線エネルギ 0.5MeV換算値） 

ｐｋγ ：核種 kが放出する photonのうち，エネルギγ 

の photonの割合＊2(－) 

Ｂγ ：エネルギγの photonの遮蔽体に対するビルド 

アップ係数＊3(－) 

μγ ：エネルギγの photonの遮蔽体に対する 

線減衰係数＊3(1/m) 

Ｘ ：遮蔽体厚さ(m) 

Ｔ ：評価期間（7日間）(s) 

 

 

 

Ｈ
γ
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μ
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ここで， 

Ｈγ ：放射性物質からのガンマ線による外部被ばく 

線量(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への換算 

係数＊1（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

ｈｋ(ｔ) ：核種 kからのガンマ線による単位時間当たりの 

実効線量(Sv/s) 

ｑｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの大気中への放出率 

(Bq/s)（ガンマ線エネルギ 0.5MeV換算値） 

ｐｋγ ：核種 kが放出する photonのうち，エネルギ γ 

の photonの割合＊2(－) 

Ｂγ ：エネルギγの photonの遮蔽体に対するビルド 

アップ係数＊3(－) 

μγ ：エネルギγの photonの遮蔽体に対する 

線減衰係数＊3(1/m) 

Ｘ ：遮蔽体厚さ(m) 

Ｔ ：評価期間（7日間）(s) 

 

 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（設置変更許可申

請時と同様の式（内規参照）を

用いて評価している。内規では

一つの核種としての計算式と

なっているが，柏崎刈羽 6号機

では，様々な核種の放出による

ガンマ線の合算値を算出する

式を記載している。） 
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注記＊1 ：「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指

針」平成 2年 8月 30日 原子力安全委員会決定，平

成 13年 3月 29日一部改訂 

＊2 ：核種 kが放出する photonのうち，エネルギγの photon

の割合は，ベータ線放出核種の水中における制動放

射 を 考 慮 し た Ｏ Ｒ Ｉ Ｇ Ｅ Ｎ ２ ラ イ ブ ラ リ

（gxh2obrm.lib）値から求める。また，ＯＲＩＧＥＮ

２のガンマ線ライブラリの群構造（18 群）は

MATXSLIB-J33（42群）に変換し，変換方法は，「日本

原子力学会標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の

安全設計及び検査基準：2008」（2009年 9月 社団法

人 日本原子力学会）の『附属書 H（参考）遮へい設

計におけるエネルギー群構造の取扱い（図 H.2）』の

方法を用いる。 

＊3 ：「放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル 2015」

（公益財団法人 原子力安全技術センター）に記載

されている値を内挿することにより求める。 

注記＊1 ：「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指

針」平成 2年 8月 30日 原子力安全委員会決定，平

成 13年 3月 29日一部改訂 

＊2 ：核種kが放出するphotonのうち，エネルギγのphoton

の割合は，ベータ線放出核種の水中における制動放

射 を 考 慮 し た Ｏ Ｒ Ｉ Ｇ Ｅ Ｎ ２ ラ イ ブ ラ リ

（gxh2obrm.lib）値から求める。また，ＯＲＩＧＥＮ

２のガンマ線ライブラリの群構造（ 18 群）は

MATXSLIB-J33（42群）に変換し，変換方法は，「日本

原子力学会標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の

安全設計及び検査基準：2008」（2009年 9月 社団法

人 日本原子力学会）の『附属書 H（参考）遮へい設

計におけるエネルギー群構造の取扱い（図 H.2）』の

方法を用いる。 

＊3 ：「放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル 2015」

（公益財団法人 原子力安全技術センター）に記載

されている値を内挿することにより求める。 

 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（柏崎刈

羽 6号機では，様々な核種の放

出によるガンマ線の合算値を

算出する式を記載しているた

め，それに関連する引用文献を

記載している。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
 

ここで，評価上考慮する遮蔽は，緊急時対策所遮蔽とする。考

慮する遮蔽厚さは，要員が滞在するエリアから見たクラウドシ

ャインガンマ線に対して，緊急時対策所の遮蔽を足し合わせて

最も薄い遮蔽厚さ（コンクリート mm）＊とする。遮蔽モデル

を図 4－8に示す。 

 

ここで，評価上考慮する遮蔽は，緊急時対策所遮蔽とする。

考慮する遮蔽厚さは，要員が滞在するエリアから見たクラウド

シャインガンマ線に対して，緊急時対策所の遮蔽を足し合わせ

て最も薄い遮蔽厚さ（コンクリート mm）＊とする。遮蔽モデ

ルを図 4－9に示す。 

【島根との差異】 

評価手法の差異（柏崎刈羽 6

号機では，減衰率の算出につ

いて，「放射線施設のしゃへい

計算実務マニュアル 2015」

を用いて求めている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 

 

 

 

注記＊：コンクリート厚さ ㎜は，マイナス側許容差を考慮

した遮蔽壁（ ㎜＝ ㎜－5㎜）の 2枚分の厚さ。 

 

注記＊：コンクリート厚さ ㎜は，マイナス側許容差を考慮

した遮蔽壁（ ㎜＝ ㎜－5㎜）の 2枚分の厚さ。 
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(c) 評価結果 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による実効線量を表

4－8に示す。 

(c) 評価結果 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による実効線量を表

4－10に示す。 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

 

 

 

 

 

c. 被ばく経路③（地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線による外部被ばく） 

大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線（グランドシャイン）による緊急時対策所での外部被ばくによ

る要員の実効線量は，評価期間中の大気中への放射性物質の放

出量を基に大気拡散効果，地表沈着効果及び4.1.2(1)項の実効

線量の評価の「a. 被ばく経路①（原子炉建屋内の放射性物質か

らの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ばく）」

で考慮した緊急時対策所の遮蔽体によるガンマ線の遮蔽効果を

考慮して評価する。 

c. 被ばく経路③（地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線による外部被ばく） 

大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質からのガンマ

線（グランドシャイン）による緊急時対策所での外部被ばくによ

る要員の実効線量は，評価期間中の大気中への放射性物質の放

出量を基に大気拡散効果，地表沈着効果及び4.1.2(1)項の実効

線量の評価の「a. 被ばく経路①（原子炉建屋内の放射性物質か

らの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ばく）」

で考慮した緊急時対策所の遮蔽体によるガンマ線の遮蔽効果を

考慮して評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(a) 放射性物質の地表沈着量 

大気中へ放出された放射性物質の地表面への沈着量評価で

は，地表面への乾性沈着及び降雨による湿性沈着を考慮して地

表面沈着濃度を計算する。地表面への沈着速度の条件を表4－9

に示す。 

(a) 放射性物質の地表沈着量 

大気中へ放出された放射性物質の地表面への沈着量評価で

は，地表面への乾性沈着及び降雨による湿性沈着を考慮して地

表面沈着濃度を計算する。地表面への沈着速度の条件を表4－11

に示す。 

 

 

 

 

  

 

  

イ. 放射性物質の放出量 

放射性物質の大気中への放出量は，「4.1.1(4) 大気中への放

出量評価」の「b. 大気中への放出量」に基づくものとする。 

イ. 放射性物質の放出量 

放射性物質の大気中への放出量は，「4.1.1(4) 大気中への放

出量評価」の「b. 大気中への放出量」に基づくものとする。 

 

 

  

 

  

 

  
 

 

 

 

 

 
 

 

ロ. 大気拡散条件 

線量評価に使用する相対濃度（χ/Q）は，「4.1.1(5) 大気拡

散の評価」の「h. 評価結果」に示した下表の値を使用する。 

 

評価点 放出点 
相対濃度 

χ/Q(s/m3) 

緊急時対策所 

（対策本部）中心 

6号機原子炉建屋中心 3.6×10-4 

7号機原子炉建屋中心 9.8×10-5 

緊急時対策所 

（待機場所）中心 

6号機原子炉建屋中心 2.2×10-4 

7号機原子炉建屋中心 9.0×10-5 
 

ロ. 大気拡散条件 

線量評価に使用する相対濃度（χ/Q）は，表4－7の値を使用す

る。 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 
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ハ. 地表面への沈着速度 

粒子状放射性物質及び無機よう素の沈着速度は，NUREG/CR-

4551＊1を参考として0.3cm/sと設定し，湿性沈着を考慮した沈着

速度は，線量目標値評価指針＊2の記載（降水時における沈着率は

乾燥時の2～3倍大きい値となる）を参考に，保守的に乾性沈着速

度の4倍＊3として1.2cm/sとする。なお，有機よう素は，粒子状放

射性物質や無機よう素に比べ大気中への放出割合及び地表面へ

の沈着速度が小さい＊4ことから，地表面沈着による影響は無視で

きるものと考え，評価対象外とする。 

 

注記＊1 ： J.L. Sprung 等：Evaluation of Severe Accident 

Risks: Quantification of Major Input 

Parameters, NUREG/CR-4551 Vol.2 Rev.1 Part 7, 

1990 

  ＊2 ： 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する

評価指針（昭和51年9月28日 原子力委員会決定，一

部改訂 平成13年3月29日） 

  ＊3 ： 降雨沈着における空気中濃度鉛直分布の最大値等を

想定した係数 

  ＊4 ： 「NRPB-R322：Atmospheric Dispersion Modelling 

Liaison Committee, Annual Report 1998/99」によ

ると，有機よう素の乾性沈着速度は0.001cm/sであ

り，粒子状放射性物質や無機よう素の沈着速度に比

べて3桁程度小さい。 

ハ. 地表面への沈着速度 

粒子状放射性物質及び無機よう素の沈着速度は，NUREG/CR-

4551＊1を参考として0.3cm/sと設定し，湿性沈着を考慮した沈着

速度は，線量目標値評価指針＊2の記載（降水時における沈着率は

乾燥時の2～3倍大きい値となる）を参考に，保守的に乾性沈着速

度の4倍＊3として1.2cm/sとする。なお，有機よう素は，粒子状放

射性物質や無機よう素に比べ大気中への放出割合及び地表面へ

の沈着速度が小さい＊4ことから，地表面沈着による影響は無視

できるものと考え，評価対象外とする。 

 

注記＊1 ： J.L. Sprung 等：Evaluation of Severe Accident 

Risks: Quantification of Major Input 

Parameters, NUREG/CR-4551 Vol.2 Rev.1 Part 7, 

1990 

  ＊2 ： 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する

評価指針（昭和51年9月28日 原子力委員会決定，一

部改訂 平成13年3月29日） 

  ＊3 ： 降雨沈着における空気中濃度鉛直分布の最大値等を

想定した係数 

  ＊4 ： 「NRPB-R322：Atmospheric Dispersion Modelling 

Liaison Committee, Annual Report 1998/99」によ

ると，有機よう素の乾性沈着速度は0.001cm/sであ

り，粒子状放射性物質や無機よう素の沈着速度に比

べて3桁程度小さい。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

  

  

  

二. 地表面沈着濃度の評価 

評価期間中の地表面沈着濃度は，以下により計算する。 

ｄＳ
ｏ

ｉ
(ｔ)

ｄｔ
＝－λ

ｉ
・Ｓ

ｏ

ｉ
(ｔ)＋Ｖ

Ｇ
・χ／Ｑ・ｆ・Ｑ

ｉ
(ｔ) 

 

ここで， 

Ｓｉ
ｏ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの地表面沈着濃度(Bq/m2) 

ＶＧ ：沈着速度(m/s) 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ｆ ：沈着した放射性物質のうち残存する割合（1.0） 

二. 地表面沈着濃度の評価 

評価期間中の地表面沈着濃度は，以下により計算する。 

ｄＳ
ｏ

ｉ
(ｔ)

ｄｔ
＝－λ

ｉ
・Ｓ

ｏ

ｉ
(ｔ)＋Ｖ

Ｇ
・χ／Ｑ・ｆ・Ｑ

ｉ
(ｔ) 

 

ここで， 

Ｓｉ
ｏ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの地表面沈着濃度(Bq/m2) 

ＶＧ ：沈着速度(m/s) 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ｆ ：沈着した放射性物質のうち残存する割合（1.0） 
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Ｑｉ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの大気への放出率(Bq/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(1/s) 

 

以上により計算した，地表面沈着濃度を表 4－10に示す。 

Ｑｉ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの大気への放出率(Bq/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(1/s) 

 

以上により計算した，地表面沈着濃度を表 4－12に示す。 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 

 

  

  

 

 

(b) 実効線量評価条件 

イ. 線源強度 

重大事故等時，大気中へ放出され地表面及び建屋屋上に沈着

した放射性物質を線源とし，地表面等に均一に分布しているも

のとする。グランドシャイン線源強度は表4－11に示す事故後7

日間の積算値を用いる。 

(b) 実効線量評価条件 

イ. 線源強度 

重大事故等時，大気中へ放出され地表面及び建屋屋上に沈着

した放射性物質を線源とし，地表面等に均一に分布しているも

のとする。グランドシャイン線源強度は表4－13に示す事故後7

日間の積算値を用いる。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ. 幾何条件 

グランドシャイン評価モデルを図4－9に示す。また，緊急時対

策所（待機場所）の評価モデル設定の考え方を図4－10に示す。

評価上考慮する遮蔽は，緊急時対策所遮蔽とする。線源範囲は，

緊急時対策所が属する5号機原子炉建屋から500m＊までとする。

本評価では，5号機原子炉建屋の屋上面，5号機原子炉建屋の外側

の地表面の2つの範囲に分割して評価する。なお，5号機原子炉建

屋の屋上面は凸型であるが，屋上面は平坦とし線源領域を設定

する。また，5号機原子炉建屋周りの地表の高さは場所により異

なるが，5号機原子炉建屋周りの線源の高さを保守的に評価点高

さと同一として評価する。 

注記＊：JAEA-Technology 2011-026「汚染土壌の除染領域と線量

低減効果の検討」において評価対象から400m離れた位

置の線源が及ぼす影響度は1%以下であるとの報告がな

されている。これより，緊急時対策所が属する5号機原

子炉建屋から500mまで線源領域とし，グランドシャイ

ンを面線源からの被ばくと想定する場合は，全体の線

源領域として1000m×1000mを設定した。 

 

ロ. 幾何条件 

グランドシャイン評価モデルを図4－10に示す。また，緊急時

対策所（待機場所）の評価モデル設定の考え方を図4－11に示す。

評価上考慮する遮蔽は，緊急時対策所遮蔽とする。線源範囲は，

緊急時対策所が属する5号機原子炉建屋から500m＊までとする。

本評価では，5号機原子炉建屋の屋上面，5号機原子炉建屋の外側

の地表面の2つの範囲に分割して評価する。なお，5号機原子炉建

屋の屋上面は凸型であるが，屋上面は平坦とし線源領域を設定

する。また，5号機原子炉建屋周りの地表の高さは場所により異

なるが，5号機原子炉建屋周りの線源の高さを保守的に評価点高

さと同一として評価する。 

注記＊：JAEA-Technology 2011-026「汚染土壌の除染領域と線量

低減効果の検討」において評価対象から400m離れた位

置の線源が及ぼす影響度は1%以下であるとの報告がな

されている。これより，緊急時対策所が属する5号機原

子炉建屋から500mまで線源領域とし，グランドシャイ

ンを面線源からの被ばくと想定する場合は，全体の線

源領域として1000m×1000mを設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ハ. 評価点 

評価点は緊急時対策所を想定し，図4－9に示すように，屋上沈

着線源と地表面沈着線源に対して，それぞれより多くの線源と

距離が近い位置を評価点として設定する。ただし，緊急時対策所

ハ. 評価点 

評価点は緊急時対策所を想定し，図4－10に示すように，屋上

沈着線源と地表面沈着線源に対して，それぞれより多くの線源

と距離が近い位置を評価点として設定する。ただし，緊急時対

 

 

 

 

41



 

41 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

（待機場所）の地表面沈着線源に対する評価点は図4－10に示す

考え方により設定する。 

評価点高さは床面から1.5mとする＊。 

注記＊：日本人の成人男性の平均身長約 1.7m及び成人女性の平

均身長約 1.6mに対して，胸部～腹部の高さとして設定。

以降，評価点高さ「床から 1.5m」は同様の考え方。 

策所（待機場所）の地表面沈着線源に対する評価点は図4－11に

示す考え方により設定する。 

評価点高さは床面から1.5mとする＊。 

注記＊：日本人の成人男性の平均身長約 1.7m及び成人女性の平

均身長約 1.6m に対して，胸部～腹部の高さとして設

定。以降，評価点高さ「床から 1.5m」は同様の考え方。 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 

 

 

 

 

 

  

 

 

二. 解析コード 

グランドシャインは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用い評

価する。 

二. 解析コード 

グランドシャインは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用い評

価する。 

 

 

 

  

 

 

(c) 評価結果 

以上の条件に基づき評価したグランドシャインによる実効線

量を表4－12に示す。 

(c) 評価結果 

以上の条件に基づき評価したグランドシャインによる実効線

量を表4－14に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 被ばく経路④（室内に外気から取り込まれた放射性物質に

よる被ばく） 

外気から取り込まれた放射性物質からのガンマ線による緊急

時対策所内での要員の外部被ばく線量及び吸入摂取による内部

被ばく線量を以下に評価する。 

d. 被ばく経路④（室内に外気から取り込まれた放射性物質に

よる被ばく） 

外気から取り込まれた放射性物質からのガンマ線による緊急

時対策所内での要員の外部被ばく線量及び吸入摂取による内部

被ばく線量を以下に評価する。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，放射性雲通過後に緊急

時対策所の隣接エリア（通路

部）に滞留した放射性物質を吸

い込むことを想定する。）（以下

「隣接エリアの放射性物質の

滞留を考慮。」という。） 
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 (a) 評価条件 

イ. 放射性物質の放出量 

放射性物質の大気中への放出量は，「4.1.1(4) 大気中への放

出量評価」の「b. 大気中への放出量」に基づくものとする。 

(a) 評価条件 

イ. 放射性物質の放出量 

放射性物質の大気中への放出量は，「4.1.1(4) 大気中への放

出量評価」の「b. 大気中への放出量」に基づくものとする。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

 

 ロ. 大気拡散条件 

線量評価に使用する相対濃度（χ/Q）は，「4.1.1(5) 大気拡

散の評価」の「h. 評価結果」に示した下表の値を使用する。 

 

評価点 放出点 
相対濃度 

χ/Q(s/m3) 

緊急時対策所 

（対策本部）中心 

6号機原子炉建屋中心 3.6×10-4 

7号機原子炉建屋中心 9.8×10-5 

緊急時対策所 

（待機場所）中心 

6号機原子炉建屋中心 2.2×10-4 

7号機原子炉建屋中心 9.0×10-5 
 

ロ. 大気拡散条件 

線量評価に使用する相対濃度（χ/Q）は，表4－7の値を使用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

 

 ハ. 換気設備条件 

緊急時対策所の換気設備条件は，表4－13の値を使用する。 

緊急時対策所内の放射性物質濃度は，以下に示す換気空調設

備とバウンダリ体積等を考慮して計算する。 

ハ. 換気設備条件 

緊急時対策所の換気設備条件は，表4－15の値を使用する。 

緊急時対策所内の放射性物質濃度は，以下に示す換気空調設

備とバウンダリ体積等を考慮して計算する。 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

 (イ) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）により緊急時対策所を陽圧化することで，フィ

ルタによって放射性物質を除去した空気を緊急時対策所に

供給しつつ，緊急時対策所への外気の流入を防止すること

が可能な設計を評価で考慮する。可搬型陽圧化空調機（対策

本部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）の風量及びフィ

ルタの除去効率は，設計値を基に設定する。 

(ロ) 放射性物質の大気中への放出開始に合わせて，陽圧化装

置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）により緊急時対

策所を陽圧化することで，緊急時対策所への外気の流入を

防止することが可能な設計を評価で考慮する。陽圧化装置

（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）の空気供給量は設

計値を基に設定し，加圧継続時間は 10時間とする。 

 

(イ) 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調

機（待機場所）により緊急時対策所を陽圧化することで，

フィルタによって放射性物質を除去した空気を緊急時対策

所に供給しつつ，緊急時対策所への外気の流入を防止する

ことが可能な設計を評価で考慮する。可搬型陽圧化空調機

（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）の風量

及びフィルタの除去効率は，設計値を基に設定する。 

(ロ) 放射性物質の大気中への放出開始に合わせて，陽圧化装

置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）により緊急時対

策所を陽圧化することで，緊急時対策所への外気の流入を

防止することが可能な設計を評価で考慮する。陽圧化装置

（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）の空気供給量は

設計値を基に設定し，加圧継続時間は 10時間とする。 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

(ハ) バウンダリ体積を図 4－11 に示す。評価上のバウンダリ

体積は，換気設備の処理区画の体積を保守的に切り上げて

設定する＊。 

(ニ) 室内雰囲気中での放射性物質は一様混合し，室内に沈着

せずに浮遊しているものと仮定する。 

注記＊：室内に取り込まれた放射性物質による影響は，可搬型陽

圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待機

場所）のフィルタで除去されない希ガスによる影響が

大きく，バウンダリ体積が大きくなるほど室内に浮遊

するガンマ線による外部被ばくの影響が大きくなるた

め，評価上保守的となる。 

(ハ) バウンダリ体積を図 4－12 に示す。評価上のバウンダリ

体積は，換気設備の処理区画の体積を保守的に切り上げて

設定する＊。 

(ニ) 室内雰囲気中での放射性物質は一様混合し，室内に沈着

せずに浮遊しているものと仮定する。 

注記＊：室内に取り込まれた放射性物質による影響は，可搬型

陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）のフィルタで除去されない希ガスによる影響

が大きく，バウンダリ体積が大きくなるほど室内に浮

遊するガンマ線による外部被ばくの影響が大きくなる

ため，評価上保守的となる。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 

 

 

 

 

 

 

 ニ. 換気設備タイムチャート 

緊急時対策所内に取り込まれた放射性物質による被ばくは，

以下のⅠ～Ⅳのフェーズごとに評価する。各フェーズの換気設

備の運用イメージを表 4－13に示す。 

Ⅰ： 放射性雲の通過前 

放射性物質の放出開始以前においては室内への放射性物

質の取り込みはないと想定する。 

 

ニ. 換気設備タイムチャート 

緊急時対策所内に取り込まれた放射性物質による被ばくは，

以下のⅠ～Ⅳのフェーズごとに評価する。各フェーズの換気設

備の運用イメージを表 4－15に示す。 

 

 

 

 

 Ⅰ： 放射性雲の通過前 

放射性物質の放出開始以前においては室内への放射性物

質の取り込みはないと想定する。 

Ⅰ： 放射性雲の通過前 

放射性物質の放出開始以前においては室内への放射性物

質の取り込みはないと想定する。 

 

 

 Ⅱ： 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）によ

る陽圧化期間（放射性雲の通過中） 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）によ

り室内を陽圧化し，室内への外気の流入を遮断することか

ら，室内への放射性物質の取り込みはないと想定する。 

Ⅱ： 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）によ

る陽圧化期間（放射性雲の通過中） 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）によ

り室内を陽圧化し，室内への外気の流入を遮断することか

ら，室内への放射性物質の取り込みはないと想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44



 

44 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 Ⅲ： 吸気位置を屋外とする可搬型陽圧化空調機（対策本部）及

び可搬型陽圧化空調機（待機場所）による陽圧化期間 

本期間は放射性雲の通過後であることから，吸気位置を

「屋外」とする可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型

陽圧化空調機（待機場所）による室内への放射性物質の取り

込みはないと想定する。この期間で，フェーズⅣで可搬型陽

圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場

所）の吸気位置とする「通路部」のパージを開始することを

想定し，通路部の放射性物質濃度をパージの効果を考慮し

計算する。パージ開始前の通路部の放射性物質濃度は，放射

性雲通過中の屋外の濃度と同じとする。 

Ⅲ： 吸気位置を屋外とする可搬型陽圧化空調機（対策本部）

及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）による陽圧化期間 

本期間は放射性雲の通過後であることから，吸気位置を

「屋外」とする可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬

型陽圧化空調機（待機場所）による室内への放射性物質の

取り込みはないと想定する。この期間で，フェーズⅣで可

搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）の吸気位置とする「通路部」のパージを開始する

ことを想定し，通路部の放射性物質濃度をパージの効果を

考慮し計算する。パージ開始前の通路部の放射性物質濃度

は，放射性雲通過中の屋外の濃度と同じとする。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅳ： 吸気位置を通路部とする可搬型陽圧化空調機（対策本部）

及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）による陽圧化期間 

本期間における被ばくは，「可搬型陽圧化空調機（対策本

部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）の効果」及び「吸

気位置（通路部）の放射性物質濃度」を基に，緊急時対策所

内の放射性物質濃度を計算して評価する。 

 

Ⅳ： 吸気位置を通路部とする可搬型陽圧化空調機（対策本部）

及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）による陽圧化期間 

本期間における被ばくは，「可搬型陽圧化空調機（対策本

部）及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）の効果」及び「吸

気位置（通路部）の放射性物質濃度」を基に，緊急時対策所

内の放射性物質濃度を計算して評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) 評価方法 

外気から取り込まれた放射性物質による緊急時対策所内放射

能濃度及び実効線量は以下により評価する。 

(b) 評価方法 

外気から取り込まれた放射性物質による緊急時対策所内放射

能濃度及び実効線量は以下により評価する。 

 

 

 イ. 緊急時対策所内放射能濃度の評価 

緊急時対策所内の放射能濃度は，次式により評価する。 

イ. 緊急時対策所内放射能濃度の評価 

緊急時対策所内の放射能濃度は，次式により評価する。 

 

 

 ｄ(Ｖ・Ｃ
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ここで， 

Ｃｉ(ｔ) ：時刻tにおける緊急時対策所内の核種iの 

濃度(Bq/m3) 

Ｖ ：換気設備処理空間容積(m3) 
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ここで， 

Ｃｉ(ｔ) ：時刻tにおける緊急時対策所内の核種iの 

濃度(Bq/m3) 

Ｖ ：換気設備処理空間容積(m3) 
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45 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

η ：可搬型陽圧化空調機のフィルタの除去効率(－) 

ＣＯ
ｉ(ｔ) ：時刻tにおける通路部での核種iの濃度(Bq/m3) 
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ｆ１ ：可搬型陽圧化空調機の風量(m3/s) 

ｆ２ ：可搬型外気取入送風機等の風量(m3/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

ＶＡ   ：体積（通路部）(m3) 

η ：可搬型陽圧化空調機のフィルタの除去効率(－) 

ＣＯ
ｉ(ｔ) ：時刻tにおける通路部での核種iの濃度(Bq/m3) 

ｄ(Ｖ
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ｆ１ ：可搬型陽圧化空調機の風量(m3/s) 

ｆ２ ：可搬型外気取入送風機等の風量(m3/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

ＶＡ   ：体積（通路部）(m3) 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

 ロ. 実効線量の評価 

緊急時対策所内に取り込まれた放射性物質による実効線量

は，次に述べる放射性物質の吸入による内部被ばく及び放射性

物質からのガンマ線による外部被ばくの和として計算する。 

ロ. 実効線量の評価 

緊急時対策所内に取り込まれた放射性物質による実効線量

は，次に述べる放射性物質の吸入による内部被ばく及び放射性

物質からのガンマ線による外部被ばくの和として計算する。 

 

 

 

 (イ) 放射性物質の吸入による内部被ばく 

放射性物質の吸入による内部被ばくは，次式で評価する。 

Ｈ
Ｉ

ｉ
＝∫ Ｒ・Ｈ

∞

ｉＴ

０

・Ｃ
ｉ
(ｔ)ｄｔ 

 

ここで， 

Ｈｉ
Ｉ ：核種iの吸入摂取の内部被ばくによる実効線量

(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の呼吸率1.2m3/h） 

Ｈｉ
∞ ：核種iの吸入摂取による成人の実効線量係数

(Sv/Bq) 

Ｃｉ(ｔ) ：時刻tにおける緊急時対策所内の核種iの濃度

(Bq/m3) 

Ｔ ：被ばく評価期間（5.184×105s）[当初24時間を除

く6日間（24h～168h）] 

(イ) 放射性物質の吸入による内部被ばく 

放射性物質の吸入による内部被ばくは，次式で評価する。 

Ｈ
Ｉ

ｉ
＝∫ Ｒ・Ｈ

∞

ｉＴ

０

・Ｃ
ｉ
(ｔ)ｄｔ 

 

ここで， 

Ｈｉ
Ｉ ：核種iの吸入摂取の内部被ばくによる実効線量

(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の呼吸率1.2m3/h） 

Ｈｉ
∞ ：核種iの吸入摂取による成人の実効線量係数

(Sv/Bq) 

Ｃｉ(ｔ) ：時刻tにおける緊急時対策所内の核種iの濃度

(Bq/m3) 

Ｔ ：被ばく評価期間（5.184×105s）[当初24時間を除

く6日間（24h～168h）] 
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46 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 (ロ) 放射性物質からのガンマ線による外部被ばく 

放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，次式で計

算する。評価モデルは，緊急時対策所と体積が等価な半球状と

し，半球の中心に要員がいるものとする。評価モデルを図4－

12に示す。 

(ロ) 放射性物質からのガンマ線による外部被ばく 

放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，次式で計

算する。評価モデルは，緊急時対策所と体積が等価な半球状と

し，半球の中心に要員がいるものとする。評価モデルを図4－

13に示す。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 

 

 
Ｈ ＝∫ 6.2×10-14・Ｅ

γ

Ｔ

０

・(１－ｅ
－μ・ｒ

)・Ｃ
γ
(ｔ) ｄｔ 

 

ここで， 

6.2×10-14 ：サブマージョンモデルによる換算 

係数(
dis･m3･Sv

MeV･Bq･s
) 

Ｈ ：ガンマ線による外部被ばく実効線量 

(Sv) 

Ｅγ ：ガンマ線実効エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ ：空気に対するガンマ線の線エネルギ 

吸収係数（3.84×10-3/m） 

ｒ ：外部被ばくに係る空間と等価な 

半球の半径(m) 

 

ｒ＝ √
３・Ｖ

Ｓ

２・π

３

 

ＶＳ ：外部被ばくに係る空間体積(m3)＊1 

Ｃγ(t) ：時刻tにおける緊急時対策所内の放射能濃度

(Bq/m3) 

   （ガンマ線エネルギ0.5MeV換算値） 

Ｔ ：被ばく評価期間（5.184×105s）[当初24時間

を除く6日間（24h～168h）] 

 

Ｈ ＝∫ 6.2×10-14・Ｅ
γ

Ｔ

０

・(１－ｅ
－μ・ｒ

)・Ｃ
γ
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ここで， 

6.2×10-14 ：サブマージョンモデルによる換算 

係数(
dis･m3･Sv

MeV･Bq･s
) 

Ｈ ：ガンマ線による外部被ばく実効線量 

(Sv) 

Ｅγ ：ガンマ線実効エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ ：空気に対するガンマ線の線エネルギ 

吸収係数（3.84×10-3/m） 

ｒ ：外部被ばくに係る空間と等価な 

半球の半径(m) 

 

ｒ＝ √
３・Ｖ

Ｓ

２・π

３

 

ＶＳ ：外部被ばくに係る空間体積(m3)＊1 

Ｃγ(t) ：時刻tにおける緊急時対策所内の放射能濃度

(Bq/m3) 

   （ガンマ線エネルギ0.5MeV換算値） 

Ｔ ：被ばく評価期間（5.184×105s）[当初24時間

を除く6日間（24h～168h）] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ここで，緊急時対策所滞在時の緊急時対策所周囲のエリア内

に取り込まれた放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは

以下により評価する。 

ここで，緊急時対策所滞在時の緊急時対策所周囲のエリア内

に取り込まれた放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは

以下により評価する。 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 ⅰ 評価の概要 

隣接エリア内に取り込まれた放射性物質からのガンマ線に

よる外部被ばくは，隣接エリア内の放射性物質濃度を基に，緊

急時対策所遮蔽によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し評価す

る。 

ⅱ 隣接エリア内放射能濃度 

隣接エリア内の放射性物質濃度は，外気濃度と同じとする。 

ⅲ 隣接エリア内放射性物質の想定 

隣接エリア内雰囲気中での放射性物質は一様混合し，室内

に沈着せずに浮遊しているものと仮定する。 

ⅳ 線源強度 

評価で設定した隣接エリア内のガンマ線線源強度（7日間積

算値）を表 4－14 に示す。事故後 7 日間のガンマ線積算線源

強度は，隣接エリア内の放射性物質のガンマ線エネルギを，エ

ネルギ範囲によって区分して計算する。 

ⅴ 評価モデル 

評価モデルを図 4－13 に示す。線源範囲は，緊急時対策所

に隣接するエリアとする。ただし，クラウドシャインガンマ線

の評価に包絡されるエリア＊2は除く。評価上考慮する遮蔽は，

緊急時対策所遮蔽とする。 

緊急時対策所（待機場所）の評価モデル設定の考え方を図 4

－14に示す。 

ⅵ 評価点 

評価点は要員の滞在エリアが存在する区画を想定し，保守

的に線源に近接した位置とする。評価点高さは床面から 1.5m

とする。 

ⅶ 解析コードは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いる。 

注記＊1 ： 緊急時対策所に滞在する要員が外部被ばくの影響を

うける区画として，換気設備の処理区画の体積を保

守的に切り上げた値を設定（緊急時対策所（対策本

部）：1000m3，緊急時対策所（待機場所）：3300m3）。 

＊2 ：ある浮遊線源からのガンマ線に対する遮蔽として，

クラウドシャインガンマ線で考慮している遮蔽厚さ

を見込める場合，その線源からの影響はクラウドシ

ャインガンマ線による影響に包含される。 

ⅰ 評価の概要 

隣接エリア内に取り込まれた放射性物質からのガンマ線に

よる外部被ばくは，隣接エリア内の放射性物質濃度を基に，

緊急時対策所遮蔽によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し評価す

る。 

ⅱ 隣接エリア内放射能濃度 

隣接エリア内の放射性物質濃度は，外気濃度と同じとする。 

ⅲ 隣接エリア内放射性物質の想定 

隣接エリア内雰囲気中での放射性物質は一様混合し，室内

に沈着せずに浮遊しているものと仮定する。 

ⅳ 線源強度 

評価で設定した隣接エリア内のガンマ線線源強度（7 日間

積算値）を表 4－16 に示す。事故後 7 日間のガンマ線積算線

源強度は，隣接エリア内の放射性物質のガンマ線エネルギを，

エネルギ範囲によって区分して計算する。 

ⅴ 評価モデル 

評価モデルを図 4－14 に示す。線源範囲は，緊急時対策所

に隣接するエリアとする。ただし，クラウドシャインガンマ

線の評価に包絡されるエリア＊2 は除く。評価上考慮する遮蔽

は，緊急時対策所遮蔽とする。 

緊急時対策所（待機場所）の評価モデル設定の考え方を図

4－15に示す。 

ⅵ 評価点 

評価点は要員の滞在エリアが存在する区画を想定し，保守

的に線源に近接した位置とする。評価点高さは床面から 1.5m

とする。 

ⅶ 解析コードは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いる。 

注記＊1 ： 緊急時対策所に滞在する要員が外部被ばくの影響を

うける区画として，換気設備の処理区画の体積を保

守的に切り上げた値を設定（緊急時対策所（対策本

部）：1000m3，緊急時対策所（待機場所）：3300m3）。 

＊2 ：ある浮遊線源からのガンマ線に対する遮蔽として，

クラウドシャインガンマ線で考慮している遮蔽厚さ

を見込める場合，その線源からの影響はクラウドシ

ャインガンマ線による影響に包含される。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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 緊急時対策所内に取り込まれた放射性物質による実効線量の

線量計算条件を表4－15に示す。 

 

緊急時対策所内に取り込まれた放射性物質による実効線量の

線量計算条件を表4－17に示す。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

 (c) 評価結果 

室内に外気から取り込まれた放射性物質による緊急時対策所

内での実効線量を表4－16に示す。 

(c) 評価結果 

室内に外気から取り込まれた放射性物質による緊急時対策所

内での実効線量を表4－18に示す。 

 

 

 

  

 

(2) 評価結果のまとめ 

重大事故等時の緊急時対策所の要員に及ぼす実効線量の内訳

を表4－17に示す。 

(2) 評価結果のまとめ 

重大事故等時の緊急時対策所の要員に及ぼす実効線量の内訳

を表4－19に示す。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

(3) 判断基準への適合性 

重大事故等時の緊急時対策所の要員の被ばく評価結果を下表

に示す。 

これに示すように，重大事故等時の緊急時対策所の要員の実

効線量は，7日間で緊急時対策所（対策本部）で約28mSv，緊急時

対策所（待機場所）で約46mSvである。 

したがって，評価結果は判断基準の「対策要員の実効線量が7

日間で100mSvを超えないこと」を満足している。 

 

評価対象 実効線量(mSv/7日間) 

緊急時対策所（対策本部） 約2.8×101 

緊急時対策所（待機場所） 約4.6×101 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 判断基準への適合性 

重大事故等時の緊急時対策所の要員の被ばく評価結果を表4

－20に示す。 

これに示すように，重大事故等時の緊急時対策所の要員の実

効線量は，7日間で緊急時対策所（対策本部）で約28mSv，緊急時

対策所（待機場所）で約46mSvである。 

したがって，評価結果は判断基準の「対策要員の実効線量が7

日間で100mSvを超えないこと」を満足している。 

 

 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 
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4.2 酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価 

4.2.1 評価方針 

(1) 評価の概要 

4.2 酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価 

4.2.1 評価方針 

(1) 評価の概要 

 

 

 

 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機

場所）を使用した場合及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置

（待機場所）による陽圧化を実施した場合において，緊急時対策

所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障がない濃度

（許容濃度未満）であることを評価する。本評価における滞在人

数等は，保守的な結果となるよう設定する。 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機

場所）を使用した場合及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置

（待機場所）による陽圧化を実施した場合において，緊急時対

策所内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障がない濃度

であることを評価する。本評価における滞在人数等は，保守的

な結果となるよう設定する。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

記載の適正化 

 

 

また，酸素消費量，二酸化炭素吐出し量等は，可搬型陽圧化空

調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機場所）を使用した

場合及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）及び

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装

置の使用時に緊急時対策所内にとどまる要員の活動状況等を想

定し，設定する。  

また，酸素消費量，二酸化炭素吐出し量等は，可搬型陽圧化

空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機場所）を使用し

た場合及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）及

び 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸

収装置の使用時に緊急時対策所内にとどまる要員の活動状況等

を想定し，設定する。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(2) 酸素及び二酸化炭素濃度許容濃度の設定 

酸素濃度及び二酸化炭素許容濃度は，表 4－18に示すとおり，

可搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機場

所）及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）使用

時の環境に応じた，適切な労働環境における酸素濃度及び二酸

化炭素濃度の許容基準に準拠する。 

(2) 酸素及び二酸化炭素許容濃度の設定 

酸素及び二酸化炭素許容濃度は，表 4－21 に示すとおり，可

搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機場

所）及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）使用

時の環境に応じた，適切な労働環境における酸素濃度及び二酸

化炭素濃度の許容基準に準拠する。 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

 

 

 

 

 

 

「原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関する規

程(ＪＥＡＣ４６２２－2009)」(以下「ＪＥＡＣ４６２２－2009」

という。)では，中央制御室居住性評価に係る二酸化炭素許容濃

度は，「事務所衛生基準規則」に定める事務室内の二酸化炭素濃

度である 100万分の 5000(0.5vol%)に準拠することとしている。 

「原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関する規

程(ＪＥＡＣ４６２２－2009)」(以下「ＪＥＡＣ４６２２－2009」

という。)では，中央制御室居住性評価に係る二酸化炭素許容濃

度は，「事務所衛生基準規則」に定める事務室内の二酸化炭素濃

度である 100万分の 5000(0.5vol%)に準拠することとしている。 
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可搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機

場所）及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）使

用時の緊急時対策所内の環境は，ＪＥＡＣ４６２２－2009 にお

ける中央制御室内の環境と同等と考えられることから，上記濃

度（0.5vol%以下）に準拠し，二酸化炭素許容濃度とする。 

可搬型陽圧化空調機（対策本部），可搬型陽圧化空調機（待機

場所）及び陽圧化装置（対策本部），陽圧化装置（待機場所）使

用時の緊急時対策所内の環境は，ＪＥＡＣ４６２２－2009 にお

ける中央制御室内の環境と同等と考えられることから，上記濃

度（0.5vol%以下）に準拠し，二酸化炭素許容濃度とする。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

評価基準の差異（柏崎刈羽 6号

機では，要員の居住性を考慮

し，陽圧化装置使用時において

も可搬型陽圧化空調機使用時

と同様の許容濃度としてい

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，二酸化炭素許容濃度を事務室内という一般的な環境下

を想定して設定することを鑑み，可搬型陽圧化空調機（対策本

部），可搬型陽圧化空調機（待機場所）及び陽圧化装置（対策本

部），陽圧化装置（待機場所）使用時の酸素許容濃度は，「酸素

欠乏症等防止規則」に定める濃度（18vol%以上）に準拠する。 

 

また，二酸化炭素許容濃度を事務室内という一般的な環境下

を想定して設定することを鑑み，可搬型陽圧化空調機（対策本

部），可搬型陽圧化空調機（待機場所）及び陽圧化装置（対策本

部），陽圧化装置（待機場所）使用時の酸素許容濃度は，「酸素

欠乏症等防止規則」に定める濃度（18vol%以上）に準拠する。 
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(3) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量の 

計算 

緊急時対策所内を陽圧化し，その圧力を維持するために必要

な流量並びに緊急時対策所内の酸素濃度維持及び二酸化炭素濃

度抑制に必要な流量を計算し，その結果から酸素濃度及び二酸

化炭素濃度の評価を行う。緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度計算条件を表 4－19 及び表 4－20 に示す。なお，計

算に使用する，呼吸量，酸素消費量等は「空気調和・衛生工学便

覧」から引用する。 

(3) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量の 

計算 

緊急時対策所内を陽圧化し，その圧力を維持するために必要

な流量並びに緊急時対策所内の酸素濃度維持及び二酸化炭素濃

度抑制に必要な流量を計算し，その結果から酸素濃度及び二酸

化炭素濃度の評価を行う。緊急時対策所内の酸素濃度及び二酸

化炭素濃度計算条件を表 4－22 及び表 4－23 に示す。なお，計

算に使用する，呼吸量，酸素消費量等は「空気調和・衛生工学便

覧」から引用する。 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

適用規格基準等の差異（柏崎刈

羽 6号機では，ボンベ陽圧化時

の初期酸素濃度を平衡状態の

値としている。） 

 

 

被ばく評価上の陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機

場所）による陽圧化時間は，「審査ガイド」に基づき，放射性雲

通過中の 10時間とする。 

被ばく評価上の陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）による陽圧化時間は，「審査ガイド」に基づき，放射性

雲通過中の 10時間とする。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

 

10 時間連続で陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機

場所）により陽圧化した場合における換気流量，酸素濃度及び二

酸化炭素濃度との関係は以下のとおりである。 

10時間連続で陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機

場所）により陽圧化した場合における換気流量，酸素濃度及び

二酸化炭素濃度との関係は以下のとおりである。 

 

 

  

 

 

a. 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）を使用する場合 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）は重大事故等発生後に使用する設備であるため，陽圧化

状態において緊急時対策所内の圧力維持並びに酸素濃度及び二

酸化炭素濃度を維持・抑制するための条件を満足する設計とす

る。 

a. 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）を使用する場合 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）は重大事故等発生後に使用する設備であるため，陽圧

化状態において緊急時対策所内の圧力維持並びに酸素濃度及び

二酸化炭素濃度を維持及び抑制するための条件を満足する設計

とする。 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（可搬型陽圧化

空調機は重大事故等時のみの

使用を想定している） 

 

記載の適正化 
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52 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  (a) 緊急時対策所の陽圧化維持について  (a) 緊急時対策所の陽圧化維持について   

 

 

緊急時対策所のインリークは，周辺エリアとの温度差によっ

て生じる圧力差を考慮すれば良い。このインリークを防止する

ため，緊急時対策所内を周辺エリアより高い圧力に陽圧化する。 

緊急時対策所のインリークは，周辺エリアとの温度差によっ

て生じる圧力差を考慮すれば良い。このインリークを防止する

ため，緊急時対策所内を周辺エリアより高い圧力に陽圧化する。 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所が 5号機

原子炉建屋内に設置されてい

ることから外気の風の影響を

受けにくいため，隣接エリアと

の温度差を考慮している。 ） 

 

 

緊急時対策所（対策本部）内の陽圧化圧力値は，以下に示すと

おり約 13.6Pa，緊急時対策所（待機場所）内の陽圧化圧力値は，

約 10.0Paが必要であるため，緊急時対策所内の陽圧化圧力値は，

余裕を考慮して周辺エリアより 20Pa以上とする。 

緊急時対策所（対策本部）内の陽圧化圧力値は，以下に示す

とおり約 13.6Pa，緊急時対策所（待機場所）内の陽圧化圧力値

は，約 10.0Paが必要であるため，緊急時対策所内の陽圧化圧力

値は，余裕を考慮して周辺エリアより 20Pa以上とする。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

イ. 温度差を考慮した陽圧化圧力値 

緊急時対策所と周辺エリアとの境界壁間に隙間がある場合

は，両区画に温度差があると，下図の圧力分布に示すように空気

の密度差に起因して高温区画の上部から低温区画へ空気が流入

し，低温区画の下部から高温区画へ空気が流れ込む。 

これら各々の方向に生じる圧力差の合計⊿Ｐ1 は次の式で表

される。 

 

⊿Ｐ1＝（ｐ2－ｐ1）･Ｈ 

ここで， 

ｐ ：空気密度 

Ｈ ：緊急時対策所の天井高さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ. 温度差を考慮した陽圧化圧力値 

緊急時対策所と周辺エリアとの境界壁間に隙間がある場合

は，両区画に温度差があると，下図の圧力分布に示すように空

気の密度差に起因して高温区画の上部から低温区画へ空気が流

入し，低温区画の下部から高温区画へ空気が流れ込む。 

これら各々の方向に生じる圧力差の合計⊿Ｐ1 は次の式で表

される。 

 

⊿Ｐ1＝（ｐ2－ｐ1）･Ｈ 

ここで， 

ｐ ：空気密度 

Ｈ ：緊急時対策所の天井高さ 
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53 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 
 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所が 5号機

原子炉建屋内に設置されてい

ることから外気の風の影響を

受けにくいため，隣接エリアと

の温度差を考慮している。 ） 

 

 したがって，緊急時対策所を⊿Ｐ1 だけ陽圧化することによ

り，周辺エリアと温度差が生じても下図の圧力分布に示すよう

に緊急時対策所へのインリークを防ぐことができる。 

 

 

したがって，緊急時対策所を⊿Ｐ1 だけ陽圧化することによ

り，周辺エリアと温度差が生じても下図の圧力分布に示すよう

に緊急時対策所へのインリークを防ぐことができる。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等時の緊急時対策所（対策本部）及び周辺エリアの温

度は，重大事故等時の温度を50℃，最低温度を－10.4℃とする。

緊急時対策所（対策本部）の天井高さは約5.5mであるため，以下

のとおり13.6Pa以上の圧力差があれば温度の影響を受けたとし

ても，陽圧化を維持できる。 

重大事故等時の緊急時対策所（対策本部）及び周辺エリアの

温度は，重大事故等時の温度を50℃，最低温度を－10.4℃とす

る。緊急時対策所（対策本部）の天井高さは約5.5mであるため，

以下のとおり13.6Pa以上の圧力差があれば温度の影響を受けた

としても，陽圧化を維持できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空気密度ｐ1 Ｈ 空気密度ｐ2 

周辺エリア（高温） 周辺エリア（低温） 

ΔP1 = (ｐ2－ｐ1)･Ｈ 

空気密度ｐ1 
Ｈ 

空気密度ｐ2 

周辺エリア（高温） 周辺エリア（低温） 

ΔP1 = (ｐ2－ｐ1)･Ｈ 
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54 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 ⊿Ｐ1＝{(－10.4℃の乾き空気の密度)－(50℃の乾き空気の 

密度)}×天井高さ 

＝(1.344－1.092)×5.5 

＝1.386kg/m2(≒13.6Pa) 

 

また，重大事故等時の緊急時対策所（待機場所）及び周辺エリ

アの温度は，重大事故等時の温度を 40℃，最低温度を－10.4℃

とする。緊急時対策所（待機場所）の天井高さは約 4.7mである

ため，以下のとおり 10.0Pa 以上の圧力差があれば温度の影響を

受けたとしても，陽圧化を維持できる。 

⊿Ｐ1＝{(－10.4℃の乾き空気の密度)－(40℃の乾き空気の 

密度)}×天井高さ 

＝(1.344－1.128)×4.7 

＝1.015kg/m2(≒10.0Pa) 

⊿Ｐ1＝{(－10.4℃の乾き空気の密度)－(50℃の乾き空気の 

密度)}×天井高さ 

＝(1.344－1.092)×5.5 

＝1.386kg/m2(≒13.6Pa) 

 

また，重大事故等時の緊急時対策所（待機場所）及び周辺エ

リアの温度は，重大事故等時の温度を 40℃，最低温度を－10.4℃

とする。緊急時対策所（待機場所）の天井高さは約 4.7m である

ため，以下のとおり 10.0Pa以上の圧力差があれば温度の影響を

受けたとしても，陽圧化を維持できる。 

⊿Ｐ1＝{(－10.4℃の乾き空気の密度)－(40℃の乾き空気の 

密度)}×天井高さ 

＝(1.344－1.128)×4.7 

＝1.015kg/m2(≒10.0Pa) 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所が 5号機

原子炉建屋内に設置されてい

ることから外気の風の影響を

受けにくいため，隣接エリアと

の温度差を考慮している。 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 緊急時対策所の設計漏えい量について 

緊急時対策所（対策本部）は，室内の内側を鋼鈑により溶接す

ることから，壁の継ぎ目からのリークはないものとする。したが

って，緊急時対策所（対策本部）の設計漏えい量は，酸素濃度基

準に基づく必要換気量に合わせた 64m3/h以下となる設計とし，

緊急時対策所（対策本部）内の陽圧化を維持可能な設計とする。 

緊急時対策所（待機場所）は，5号機原子炉建屋地上 3階の既

設の部屋を流用することから，20Pa 以上に陽圧化した状態にお

ける気密性について，気密性能試験により確認を実施した。気密

性能試験結果として，3回の測定結果から求まる回帰曲線（気密

特性式）を図 4－15 に示す。図 4－15 に示すとおり，緊急時対

策所（待機場所）内を 20Pa以上に陽圧化した場合の設計漏えい

量は 744m3/hとなる。 

(b) 緊急時対策所の設計漏えい量について 

緊急時対策所（対策本部）は，室内の内側を鋼鈑により溶接

することから，壁の継ぎ目からのリークはないものとする。し

たがって，緊急時対策所（対策本部）の設計漏えい量は，酸素濃

度基準に基づく必要換気量に合わせた 64m3/h以下となる設計と

し，緊急時対策所（対策本部）内の陽圧化を維持可能な設計と

する。 

緊急時対策所（待機場所）は，5号機原子炉建屋地上 3 階の既

設の部屋を流用することから，20Pa以上に陽圧化した状態にお

ける気密性について，気密性能試験により確認を実施した。気

密性能試験結果として，3回の測定結果から求まる回帰曲線（気

密特性式）を図 4－16 に示す。図 4－16 に示すとおり，緊急時

対策所（待機場所）内を 20Pa以上に陽圧化した場合の設計漏え

い量は 744m3/hとなる。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所（待機場

所）について，気密性の低い既

設の部屋を流用していること

から，気密性能試験から得られ

た結果を漏えい量をとしてい

る。） 
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55 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

  

  

 

  【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所につい

て，リークポテンシャルからの

個別の漏えい量の算出はして

いない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

56



 

56 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所につい

て，リークポテンシャルからの

個別の漏えい量の算出はして

いない。） 
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57 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

 

 

 

  

  

  

  

 

(c) 緊急時対策所（対策本部）の酸素濃度維持について 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量を以下の「空

気調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

 

Ｑ＝ｃ･(ａ-ｄ)･ｎ/(ａ-ｂ) 

＝0.48×(20.95－16.4)×86 ÷(20.95－18.0) 

＝63.7（m3/h） 

 

ｎ：収容人数 （86名） 

ａ：初期酸素濃度（20.95vol%） 

ｂ：許容酸素濃度（18vol%） 

ｃ：成人の呼吸量（0.48m3/h/人） 

ｄ：乾燥空気換算呼気酸素濃度（16.4vol%） 

(c) 緊急時対策所（対策本部）の酸素濃度維持について 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量を以下の「空

気調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

 

Ｑ＝ｃ･(ａ-ｄ)･ｎ/(ａ-ｂ) 

     ＝0.48×(20.95－16.4)×86 ÷(20.95－18.0) 

   ＝63.7（m3/h） 

ここで 

ｎ：収容人数 （86名） 

ａ：初期酸素濃度（20.95vol%） 

ｂ：許容酸素濃度（18vol%） 

ｃ：成人の呼吸量（0.48m3/h/人） 

ｄ：乾燥空気換算呼気酸素濃度（16.4vol%） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，最低換気流量の算出過程

をより詳細に示している。） 

 

表現上の差異 

  

 

 

 

 

 

  

  

  

  

 

(d) 緊急時対策所（対策本部）の二酸化炭素濃度抑制について 

二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量を以下の「空気

調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

 

Ｑ＝100･Ｍ･ｎ/(Ｃ-Ｃ
0
) 

          ＝100×0.030×86÷(0.5－0.039) 

＝559.8（m3/h） 

 

ｎ ：人数（86名） 

Ｃ ：許容二酸化炭素濃度（0.5vol%） 

Ｃ0 ：初期二酸化炭素濃度（0.039vol%） 

Ｍ ：二酸化炭素吐出し量（0.030m3/h/人） 

(d) 緊急時対策所（対策本部）の二酸化炭素濃度抑制について 

二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量を以下の「空気

調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

 

Ｑ＝100･Ｍ･ｎ/(Ｃ-Ｃ
0
) 

           ＝100×0.030×86÷(0.5－0.039) 

＝559.7（m3/h） 

ここで 

ｎ ：人数（86名） 

Ｃ ：許容二酸化炭素濃度（0.5vol%） 

Ｃ0 ：初期二酸化炭素濃度（0.039vol%） 

Ｍ ：二酸化炭素吐出し量（0.030m3/h/人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（保守的に切り捨

てた値とした。） 
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 (e) 緊急時対策所（待機場所）の酸素濃度維持について 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量を以下の「空

気調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

Ｑ＝ｃ･(ａ-ｄ)･ｎ/(ａ-ｂ) 

               ＝0.48×(20.95－16.4)×98 ÷(20.95－18.0) 

＝72.5（m3/h） 

 

ｎ：人数（98名） 

ａ：初期酸素濃度（20.95vol%） 

ｂ：許容酸素濃度（18vol%） 

ｃ：成人の呼吸量（0.48m3/h/人） 

ｄ：乾燥空気換算呼気酸素濃度（16.4vol%） 

(e) 緊急時対策所（待機場所）の酸素濃度維持について 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量を以下の「空

気調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

Ｑ＝ｃ･(ａ-ｄ)･ｎ/(ａ-ｂ) 

               ＝0.48×(20.95－16.4)×98 ÷(20.95－18.0) 

＝72.5（m3/h） 

ここで 

ｎ：人数（98名） 

ａ：初期酸素濃度（20.95vol%） 

ｂ：許容酸素濃度（18vol%） 

ｃ：成人の呼吸量（0.48m3/h/人） 

ｄ：乾燥空気換算呼気酸素濃度（16.4vol%） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異 

 

 

 

 

 

 

 (f) 緊急時対策所（待機場所）の二酸化炭素濃度抑制について 

二酸化炭素濃度を抑制するために必要な最低換気流量を以下

の「空気調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

Ｑ＝100･Ｍ･ｎ/(Ｃ-Ｃ
0
) 

         ＝100×0.030×98÷(0.5－0.039) 

＝637.7（m3/h） 

 

ｎ ：人数（98名） 

Ｃ ：許容二酸化炭素濃度（0.5vol%） 

Ｃ0 ：初期二酸化炭素濃度（0.039vol%） 

Ｍ ：二酸化炭素吐出し量（0.030m3/h/人） 

(f) 緊急時対策所（待機場所）の二酸化炭素濃度抑制について 

二酸化炭素濃度を抑制するために必要な最低換気流量を以下

の「空気調和・衛生工学便覧」の計算式を基に計算する。 

Ｑ＝100･Ｍ･ｎ/(Ｃ-Ｃ
0
) 

＝100×0.030×98÷(0.5－0.039) 

＝637.7（m3/h） 

ここで 

ｎ ：人数（98名） 

Ｃ ：許容二酸化炭素濃度（0.5vol%） 

Ｃ0 ：初期二酸化炭素濃度（0.039vol%） 

Ｍ ：二酸化炭素吐出し量（0.030m3/h/人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

b. 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）を 10

時間使用する場合 

被ばく評価上の陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機

場所）の陽圧化時間は，希ガス放出継続時間（10 時間）として

いるが，可搬型陽圧化空調機（対策本部）又は可搬型陽圧化空調

機（待機場所）の起動失敗を想定した場合の予備機への切替え操

作も考慮し，放射性物質の放出継続時間（10 時間）に加え，追

加で 30 分の空気ボンベ陽圧化を考慮する。 

b. 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）を 10

時間使用する場合 

被ばく評価上の陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）の陽圧化時間は，希ガス放出継続時間（10時間）とし

ているが，可搬型陽圧化空調機（対策本部）又は可搬型陽圧化

空調機（待機場所）の起動失敗を想定した場合の予備機への切

替え操作も考慮し，放射性物質の放出継続時間（10時間）に加

え，追加で 30分の空気ボンベ陽圧化を考慮する。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型陽圧化空調機が

可搬設備であるため，起動失敗

時の予備機への切替え時間を

考慮している。） 

※比較のため，島根 2号の記載

は配置移動を行った。 
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10 時間連続で陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機

場所）により陽圧化した場合における換気流量と酸素濃度及び

二酸化炭素濃度との関係は以下のとおりである。 

10時間連続で陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機

場所）により陽圧化した場合における換気流量と酸素濃度及び

二酸化炭素濃度との関係は以下のとおりである。 

 

 

  

 

(a) 緊急時対策所の陽圧化維持について 

 

(a) 緊急時対策所の陽圧化維持について  

 

  

 

 

 

緊急時対策所（対策本部）内及び緊急時対策所（待機場所）内

の目標圧力は，「a.可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型

陽圧化空調機（待機場所）を使用する場合」と同様に 20Paとす

る。 

緊急時対策所（対策本部）内及び緊急時対策所（待機場所）内

の目標圧力は，「a.可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型

陽圧化空調機（待機場所）を使用する場合」と同様に 20Pa とす

る。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

  

 

 

 

(b)で得られる計算結果を踏まえて「4.2.2 評価結果 (1) 

酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量」にて設定

した換気流量を流した場合，目標圧力に達し，陽圧化維持を可能

とする設計とする。 

(b)で得られる計算結果を踏まえて「4.2.2 評価結果 (1) 

酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量」にて設定

した換気流量を流した場合，目標圧力に達し，陽圧化維持を可

能とする設計とする。 

 

  

 

 

 

 

 

  

  

  

  

 

  【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，酸素濃度維持及び二酸化

炭素濃度抑制に必要な流量の

算出について，前述を読み込む

記載としている。） 
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(b) 緊急時対策所（対策本部）及び緊急時対策所（待機場所）

酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制について 

 

緊急時対策所（対策本部）内空気の酸素濃度及び緊急時対策所

（待機場所）内空気の酸素濃度及び二酸化炭素濃度は下記の基

礎式①を展開した式②により計算する。 

 

Ｖ
ｄＣ

ｄｔ
= Ｃ

o
・Ｎ・Ｖ＋Ｍ − Ｃ・Ｎ・Ｖ・・・・基礎式① 

 

= (Ｃ
0

− Ｃ)・Ｎ・Ｖ + Ｍ 

= (Ｃ
0

− Ｃ)・Ｌ + Ｍ 

 

Ｃ = − {Ｃ
0

− Ｃ
′

+
Ｍ

Ｌ
} e

(−
Ｌ

Ｖ
ｔ

′
)

+ Ｃ
0

+
Ｍ

Ｌ
・・・・式② 

 

 

Ｍ ：室内二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｖ ：室内体積(m3) 

Ｃ ：室内空気二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｃ0 ：外気又は空気ボンベの二酸化炭素濃度

(vol%) 

Ｃ’：空気ボンベに切替えた際の二酸化炭素

濃度(vol%) 

(b) 緊急時対策所（対策本部）酸素濃度維持並びに緊急時対策

所（待機場所）酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制につい

て 

緊急時対策所（対策本部）内空気の酸素濃度並びに緊急時対

策所（待機場所）内空気の酸素濃度及び二酸化炭素濃度は下記

の基礎式①を展開した式②により計算する。 

 

Ｖ
ｄＣ

ｄｔ
= Ｃ

o
・Ｎ・Ｖ＋Ｍ − Ｃ・Ｎ・Ｖ・・・・基礎式① 

 

= (Ｃ
0

− Ｃ)・Ｎ・Ｖ + Ｍ 

= (Ｃ
0

− Ｃ)・Ｌ + Ｍ 

 

Ｃ = − {Ｃ
0

− Ｃ
′

+
Ｍ

Ｌ
} e

(−
Ｌ

Ｖ
ｔ

′
)

+ Ｃ
0

+
Ｍ

Ｌ
・・・・式② 

 

ここで 

Ｍ ：室内二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｖ ：室内体積(m3) 

Ｃ ：室内空気二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｃ0 ：外気又は空気ボンベの二酸化炭素濃度

(vol%) 

Ｃ’：空気ボンベに切替えた際の二酸化炭素

濃度(vol%) 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 
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Ｎ ：空気流入率(回/h) 

Ｌ ：換気量（＝N×V）(m3/h) 

ｔ ：時間(h) 

ｔ’：ボンベ切替以降の時間(h) 

 

Ｍ，Ｃ，Ｃ0，Ｃ’については，酸素の場合，二酸化炭素を酸

素に置き換える。 

また，Ｍは酸素の場合，負の値となり，酸素消費量と置き換え

る。 

Ｎ ：空気流入率(回/h) 

Ｌ ：換気量（＝N×V）(m3/h) 

ｔ ：時間(h) 

ｔ’：ボンベ切替以降の時間(h) 

 

Ｍ，Ｃ，Ｃ0，Ｃ’については，酸素の場合，二酸化炭素を酸

素に置き換える。 

また，Ｍは酸素の場合，負の値となり，酸素消費量と置き換え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (c) 緊急時対策所（対策本部）の二酸化炭素濃度抑制について 

陽圧化装置（対策本部）使用時における 10時間の陽圧化時に

おいて，緊急時対策所（対策本部）内の二酸化炭素濃度を許容二

酸化炭素濃度以下（0.5vol%）に抑制するため，5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を使用する。 

(c) 緊急時対策所（対策本部）の二酸化炭素濃度抑制について 

陽圧化装置（対策本部）使用時における 10時間の陽圧化時に

おいて，緊急時対策所（対策本部）内の二酸化炭素濃度を許容

二酸化炭素濃度以下（0.5vol%）に抑制するため，5号機原子炉

建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置を使用す

る。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸

収装置を設置。） 

 

 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収

装置は，緊急時対策所（対策本部）内に収容可能人数の要員を収

容した場合に想定される二酸化炭素発生量である に対

し，実機によるモックアップ試験を行い，約 21.62m3の二酸化炭

素を吸収できることを確認しており，5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置は，緊急時対策所（対策

本部）を許容二酸化炭素濃度以下（0.5vol%）に抑制するために

必要な二酸化炭素吸収性能を有していることを確認した。 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収

装置は，緊急時対策所（対策本部）内に収容可能人数の要員を

収容した場合に想定される二酸化炭素発生量である に

対し，実機によるモックアップ試験を行い，約 21.62m3の二酸化

炭素を吸収できることを確認しており，5 号機原子炉建屋内緊

急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置は，緊急時対策所

（対策本部）を許容二酸化炭素濃度以下（0.5vol%）に抑制する

ために必要な二酸化炭素吸収性能を有していることを確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

 以上より，陽圧化装置（対策本部）使用時における 10時間の

陽圧化時において，緊急時対策所（対策本部）内で発生する二酸

化炭素については，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）二酸化炭素吸収装置により許容二酸化炭素濃度以下

（0.5vol%）に抑制可能であることから，陽圧化装置（対策本部）

の空気供給流量は，酸素基準の必要換気量である 64m3/hとする。 

以上より，陽圧化装置（対策本部）使用時における 10 時間の

陽圧化時において，緊急時対策所（対策本部）内で発生する二

酸化炭素については，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部）二酸化炭素吸収装置により許容二酸化炭素濃度以下

（0.5vol%）に抑制可能であることから，陽圧化装置（対策本部）

の空気供給流量は，酸素基準の必要換気量である 64m3/hとする。 
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4.2.2 評価結果 

(1) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量 

4.2.2 評価結果 

(1) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量 

 

 

  

 

 

 

a. 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）の場合 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量は，緊急時対

策所（対策本部）内は 64m3/h，緊急時対策所（待機場所）内は

73m3/h，二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量は，緊急時

対策所（対策本部）内は 560m3/h，緊急時対策所（待機場所）内

は 638m3/hである。 

a. 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機

（待機場所）の場合 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量は，緊急時対

策所（対策本部）内は 64m3/h，緊急時対策所（待機場所）内は

73m3/h，二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量は，緊急時

対策所（対策本部）内は 560m3/h，緊急時対策所（待機場所）内

は 638m3/hである。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）内の流量を 600m3/h とすれ

ば，被ばく評価上の使用期間における平衡時の酸素濃度は緊急

時対策所（対策本部）内で 20.63vol%となる。一方，二酸化炭素

濃度は緊急時対策所（対策本部）内で 0.47vol%となり，緊急時

対策所（対策本部）内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度を維持・抑

制するための条件を満たすことができ，適切な労働環境におけ

る酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容濃度である 18vol%以上及

び 0.5vol%以下をそれぞれ満足することができる。 

 

上記のとおり設定した 600m3/h以上の換気流量において，20Pa

の目標圧力に達し，陽圧化維持を可能とする設計とする。 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）内の流量を 600m3/h とすれ

ば，被ばく評価上の使用期間における平衡時の酸素濃度は緊急

時対策所（対策本部）内で 20.63vol%となる。一方，二酸化炭素

濃度は緊急時対策所（対策本部）内で 0.47vol%となり，緊急時

対策所（対策本部）内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度を維持及

び抑制するための条件を満たすことができ，適切な労働環境に

おける酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容濃度である 18vol%以

上及び 0.5vol%以下をそれぞれ満足することができる。 

 

上記のとおり設定した 600m3/h以上の換気流量において，20Pa

の目標圧力に達し，陽圧化維持を可能とする設計とする。 

 

 

 

 

 また，可搬型陽圧化空調機（待機場所）内の流量を 600m3/h/

台以上×2台とすれば，被ばく評価上の使用期間における平衡時

の酸素濃度は緊急時対策所（待機場所）内で 20.77vol%となる。

一方，二酸化炭素濃度は緊急時対策所（待機場所）内で 0.28vol%

となり，緊急時対策所（待機場所）内の酸素濃度及び二酸化炭素

濃度を維持・抑制するための条件を満たすことができ，適切な労

働環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容濃度である

18vol%以上及び 0.5vol%以下をそれぞれ満足することができる 

 

また，可搬型陽圧化空調機（待機場所）内の流量を 600m3/h/

台以上×2 台とすれば，被ばく評価上の使用期間における平衡

時の酸素濃度は緊急時対策所（待機場所）内で 20.77vol%とな

る。一方，二酸化炭素濃度は緊急時対策所（待機場所）内で

0.28vol%となり，緊急時対策所（待機場所）内の酸素濃度及び

二酸化炭素濃度を維持及び抑制するための条件を満たすことが

でき，適切な労働環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の

許容濃度である 18vol%以上及び 0.5vol%以下をそれぞれ満足す

ることができる。 

 

 

 

 

 

表現上の差異 
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上記のとおり設定した 600m3/h/台以上×2 台の換気流量にお

いて，20Pa の目標圧力に達し，陽圧化維持を可能とする設計と

する。 

 

上記のとおり設定した 600m3/h/台以上×2 台の換気流量にお

いて，20Paの目標圧力に達し，陽圧化維持を可能とする設計と

する。 

 

  

 

 

 

 

 

b. 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）を 10

時間使用する場合 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量は，緊急時対

策所（対策本部）内は 64m3/h，緊急時対策所（待機場所）内は

73m3/hとなり，二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量は，

緊急時対策所（対策本部）内が 560m3/h，緊急時対策所（待機場

所）内は 638m3/hとなる。 

 

なお，陽圧化装置（対策本部）の使用時については，5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置により

二酸化炭素濃度の上昇を抑制していることから，陽圧化装置（対

策本部）の必要換気量は酸素基準の必要換気量である 64m3/hと

なる。一方，緊急時対策所（待機場所）の陽圧化維持に必要な空

気供給量は，気密性能試験結果より 744m3/hとなる。 

b. 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）を 10

時間使用する場合 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量は，緊急時対

策所（対策本部）内は 64m3/h，緊急時対策所（待機場所）内は

73m3/hとなり，二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量は，

緊急時対策所（対策本部）内が 560m3/h，緊急時対策所（待機場

所）内は 638m3/hとなる。 

 

なお，陽圧化装置（対策本部）の使用時については，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置によ

り二酸化炭素濃度の上昇を抑制していることから，陽圧化装置

（対策本部）の必要換気量は酸素基準の必要換気量である

64m3/h となる。一方，緊急時対策所（待機場所）の陽圧化維持

に必要な空気供給量は，気密性能試験結果より 744m3/hとなる。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸

収装置を設置。） 

 

 

 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）の流量を

緊急時対策所（対策本部）内は 64m3/h，緊急時対策所（待機場

所）内は 744m3/hとすれば，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化

装置（待機場所）による陽圧化 10時間後の緊急時対策所（対策

本部）内の酸素濃度は 19.29vol%，緊急時対策所（待機場所）内

は，酸素濃度が 20.67vol%，二酸化炭素濃度が 0.43vol%となる。 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）の流量を

緊急時対策所（対策本部）内は 64m3/h，緊急時対策所（待機場

所）内は 744m3/hとすれば，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化

装置（待機場所）による陽圧化 10時間後の緊急時対策所（対策

本部）内の酸素濃度は 19.29vol%，緊急時対策所（待機場所）内

は，酸素濃度が 20.67vol%，二酸化炭素濃度が 0.43vol%となる。 

 

 

 また，可搬型陽圧化空調機（対策本部）又は可搬型陽圧化空調

機（待機場所）の起動失敗を想定した場合の予備機への切替え操

作として，放射性雲の放出継続時間（10 時間）に加え，追加で

30 分の陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）に

よる陽圧化を考慮した場合における緊急時対策所（対策本部）内

の酸素濃度は 19.25vol%，緊急時対策所（待機場所）内は，酸素

濃度が 20.67vol%，二酸化炭素濃度が 0.43vol%となる。 

また，可搬型陽圧化空調機（対策本部）又は可搬型陽圧化空

調機（待機場所）の起動失敗を想定した場合の予備機への切替

え操作として，放射性雲の放出継続時間（10時間）に加え，追

加で 30分の陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）

による陽圧化を考慮した場合における緊急時対策所（対策本部）

内の酸素濃度は 19.25vol%，緊急時対策所（待機場所）内は，酸

素濃度が 20.67vol%，二酸化炭素濃度が 0.43vol%となる。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型陽圧化空調機が

可搬設備であるため，起動失敗

時の予備機への切替え時間を

考慮している。） 
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 なお，緊急時対策所（対策本部）内の二酸化炭素濃度は，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置に

より二酸化炭素濃度の上昇を抑制していることから，「事務所衛

生基準規則」に定める二酸化炭素許容濃度である 0.5vol%以下を

維持することが可能であり，酸素濃度及び二酸化炭素濃度を維

持・抑制するための条件を満たすことができる。 

なお，緊急時対策所（対策本部）内の二酸化炭素濃度は，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸化炭素吸収装置

により二酸化炭素濃度の上昇を抑制していることから，「事務所

衛生基準規則」に定める二酸化炭素許容濃度である 0.5vol%以

下を維持することが可能であり，酸素濃度及び二酸化炭素濃度

を維持及び抑制するための条件を満たすことができる。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸

収装置を設置。） 

 

表現上の差異 

 

 

上記のとおり設定した，緊急時対策所（対策本部）内で 64m3/h

以上，緊急時対策所（待機場所）内で 744m3/h以上の換気流量に

おいて，20Pa の目標圧力に達し，陽圧化維持を可能とする設計

とする。 

上記のとおり設定した，緊急時対策所（対策本部）内で 64m3/h

以上，緊急時対策所（待機場所）内で 744m3/h以上の換気流量に

おいて，20Paの目標圧力に達し，陽圧化維持を可能とする設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）を使用し

た場合における緊急時対策所（対策本部）内及び緊急時対策所

（待機場所）内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び二酸化炭素吸収

量の推移を図 4－16及び図 4－17に示す。 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）を使用し

た場合における緊急時対策所（対策本部）内及び緊急時対策所

（待機場所）内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び二酸化炭素吸

収量の推移を図 4－17及び図 4－18に示す。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 

 

  

  

 

(2) 必要空気ボンベ個数 

「4.2.2 評価結果 (1) b. 陽圧化装置（対策本部）及び陽

圧化装置（待機場所）を 10時間使用する場合」より，必要な空

気ボンベ個数は，1個当たりの容量が 46.7Lのもので，使用量を

5.5m3/個とした場合，余裕を考慮し，緊急時対策所（対策本部）

で 123個，緊急時対策所（待機場所）で 1792個，合計で 1915個

となる。 

(2) 必要空気ボンベ個数 

「4.2.2 評価結果 (1) b. 陽圧化装置（対策本部）及び

陽圧化装置（待機場所）を 10時間使用する場合」より，必要な

空気ボンベ個数は，1 個当たりの容量が 46.7L のもので，使用

量を 5.5m3/個とした場合，余裕を考慮し，緊急時対策所（対策

本部）で 123個，緊急時対策所（待機場所）で 1792 個，合計で

1915個となる。 

 

 

この個数は，被ばく評価上の放射性物質の放出継続時間 10時

間の緊急時対策所（対策本部）及び緊急時対策所（待機場所）の

陽圧化を可能とする容量である。 

この個数は，被ばく評価上の放射性物質の放出継続時間 10時

間の緊急時対策所（対策本部）及び緊急時対策所（待機場所）の

陽圧化を可能とする容量である。 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型陽圧化空調機が

可搬設備であるため，起動失敗

時の予備機への切替え時間を

考慮している。） 
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4.3 緊急時対策所の居住性評価のまとめ 

緊急時対策所の居住性を確保するための設備を考慮して被ば

く評価並びに酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価を行い，その結

果，それぞれ判断基準を満足していることから，緊急時対策所の

居住性を確保できると評価する。 

4.3 緊急時対策所の居住性評価のまとめ 

緊急時対策所の居住性を確保するための設備を考慮して被ば

く評価並びに酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価を行い，その結

果，それぞれ判断基準を満足していることから，緊急時対策所

の居住性を確保できると評価する。 

 

差異なし 

 

 

 

 

  

  

 

5. 熱除去の評価 

遮蔽体の熱除去の評価は，遮蔽体中の温度上昇が厳しい箇所

を想定し，伝熱理論に基づいた解析手法により評価する。想定シ

ナリオは「4.1 線量評価」と同じとする。 

5. 熱除去の評価 

遮蔽体の熱除去の評価は，遮蔽体中の温度上昇が厳しい箇所

を想定し，伝熱理論に基づいた解析手法により評価する。想定

シナリオは「4.1 線量評価」と同じとする。 

 

 

 

 

 

  

  

5.1 緊急時対策所遮蔽の熱除去の評価 

5.1.1 緊急時対策所遮蔽における入射線量の設定方法 

5.1 緊急時対策所遮蔽の熱除去の評価 

5.1.1 緊急時対策所遮蔽における入射線量の設定方法 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所遮蔽の表面に入射するガンマ線としては，直接

ガンマ線，スカイシャインガンマ線，クラウドシャインガンマ線

及びグランドシャインガンマ線が考えられる。 

このうち，遮蔽体に入射するガンマ線はグランドシャインガ

ンマ線が支配的であることから，熱除去の評価に用いる遮蔽体

表面の入射線量として，グランドシャインガンマ線による入射

線量を設定する。 

緊急時対策所遮蔽の表面に入射するガンマ線としては，直接

ガンマ線，スカイシャインガンマ線，クラウドシャインガンマ

線及びグランドシャインガンマ線が考えられる。 

このうち，遮蔽体に入射するガンマ線はグランドシャインガ

ンマ線が支配的であることから，熱除去の評価に用いる遮蔽体

表面の入射線量として，グランドシャインガンマ線による入射

線量を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価点は入射線量が最大となる緊急時対策所中心の天井上面

とする。 

評価点は入射線量が最大となる緊急時対策所中心の天井上面

とする。 

 

 

 

  

 

 

5.1.2 緊急時対策所遮蔽における温度上昇の計算方法 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コンク

リートのみとして評価する。 

5.1.2 緊急時対策所遮蔽における温度上昇の計算方法 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。 

 

 

 

 

 

入射線量から遮蔽体表面の 7 日間積算のガンマ線発熱量を求

め，温度上昇を次式から算出する。入射線量，ガンマ線発熱量及

び遮蔽体の温度上昇について表 5－1及び表 5－2に示す。 

入射線量から遮蔽体表面の 7 日間積算のガンマ線発熱量を求

め，温度上昇を次式から算出する。入射線量，ガンマ線発熱量

及び遮蔽体の温度上昇について表 5－1及び表 5－2に示す。 
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⊿Ｔ＝Ｑ・1000/（ｃ・ρ） 

 

⊿Ｔ：温度上昇(℃) 

Ｑ：7日間積算のガンマ線発熱量(kJ/cm3) 

c ： コ ン ク リ ー ト の 比 熱

（1.05kJ/(kg・℃)）* 

ρ ： コンクリートの密度（2.15g/cm3） 

 

注記＊：2007年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編，

土木学会 

⊿Ｔ＝Ｑ・1000/（ｃ・ρ） 

ここで 

⊿Ｔ：温度上昇(℃) 

Ｑ：7日間積算のガンマ線発熱量(kJ/cm3) 

c ： コ ン ク リ ー ト の 比 熱

（1.05kJ/(kg・℃)）* 

ρ ： コンクリートの密度（2.15g/cm3） 

 

注記＊：2007年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編，

土木学会 

 

表現上の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

5.2 二次遮蔽壁＊の熱除去の評価 

5.2.1 二次遮蔽壁における入射線量の設定方法 

二次遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，原子炉格納容

器から原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に移行した放射

性物質を想定し入射線量を評価する。評価結果を基に，二次遮蔽

壁への入射線量を約 53kGy/7日間と設定する。 

5.2 二次遮蔽壁＊の熱除去の評価 

5.2.1 二次遮蔽壁における入射線量の設定方法 

二次遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，原子炉格納容

器から原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に移行した放

射性物質を想定し入射線量を評価する。評価結果を基に，二次

遮蔽壁への入射線量を約 53kGy/7日間と設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

5.2.2 二次遮蔽壁における温度上昇の計算方法 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コンク

リートのみとして評価する。入射線量約 53kGy/7 日間から，二

次遮蔽壁表面の 7日間積算のガンマ線発熱量を求めると，約 1.1

×10-1kJ/cm3 となる。これによる温度上昇を「5.1.2 緊急時対

策所遮蔽における温度上昇の計算方法」と同様の式により算出

する。 

注記＊：6号機及び 7号機の原子炉建屋の二次遮蔽壁を指す。 

 

5.2.2 二次遮蔽壁における温度上昇の計算方法 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。入射線量約 53kGy/7 日間から，

二次遮蔽壁表面の 7 日間積算のガンマ線発熱量を求めると，約

1.1×10-1kJ/cm3となる。これによる温度上昇を「5.1.2 緊急時

対策所遮蔽における温度上昇の計算方法」と同様の式により算

出する。 

注記＊：6号機及び 7号機の原子炉建屋の二次遮蔽壁を指す。 
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5.3 温度上昇のまとめ 

緊急時対策所のコンクリート遮蔽体表面でのガンマ線による

温度上昇は，緊急時対策所遮蔽で 1℃以下，二次遮蔽壁で約 51℃

となり，「遮蔽設計基準等に関する現状調査報告（1977年，日本

原子力学会）」において示されているガンマ線に対するコンクリ

ート温度制限値（内部最高温度 177℃／周辺最高温度 149℃）以

下であることを確認した。なお，本温度評価は，保守的にコンク

リートの断熱状態を仮定した評価である。 

 

5.3 温度上昇のまとめ 

緊急時対策所のコンクリート遮蔽体表面でのガンマ線による

温度上昇は，緊急時対策所遮蔽で 1℃以下，二次遮蔽壁で約 51℃

となり，「遮蔽設計基準等に関する現状調査報告（1977 年，日本

原子力学会）」において示されているガンマ線に対するコンクリ

ート温度制限値（内部最高温度 177℃／周辺最高温度 149℃）以

下であることを確認した。なお，本温度評価は，保守的にコン

クリートの断熱状態を仮定した評価である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

表 3－1 緊急時対策所（対策本部）可搬型陽圧化空調機フィル

タユニット及び緊急時対策所（待機場所）可搬型陽圧化

空調機フィルタユニット除去効率一覧 

 

表 3－1 緊急時対策所（対策本部）可搬型陽圧化空調機フィル

タユニット及び緊急時対策所（待機場所）可搬型陽圧

化空調機フィルタユニット除去効率一覧 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ除去

効率の相違。） 

 

 

 

 

 

名称 可搬型陽圧化空調機 フィルタユニット 

種類 － 高性能フィルタ 活性炭フィルタ 

効

率 

単体除去効率 ％ 
99.97以上 

（0.15μm粒子） 

99.9以上 

（相対湿度 85％以下） 

総合除去効率 ％ 
99.97以上 

（0.15μm粒子） 

99.9以上 

（相対湿度 85％以下） 

 

名称 可搬型陽圧化空調機 フィルタユニット 

種類 － 高性能フィルタ 活性炭フィルタ 

効

率 

単体除去効率 ％ 
99.97以上 

（0.15μm粒子） 

99.9以上 

（相対湿度 85％以下） 

総合除去効率 ％ 
99.97以上 

（0.15μm粒子） 

99.9以上 

（相対湿度 85％以下） 
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表4－1 大気中への放出放射能量評価条件（1/2） 
項目 評価条件 選定理由 

評価事象 
福島第一原子力発電所事

故と同等 

審査ガイドに示され

たとおり設定 

初期濃縮度 3.8% 
9×9燃料炉心のU-235

初期濃縮度 

炉心熱出力 3926MWt 定格熱出力 

炉心比出力 26MW/t 
熱出力に基づく炉心

比出力 

運転時間 
1サイクル当たり 

10000時間（約417日） 

1サイクル13ヶ月（約

395日）を考慮して設

定。 

取替炉心の 

燃料装荷割合 

1サイクル：0.229 

2サイクル：0.229 

3サイクル：0.229 

4サイクル：0.229 

5サイクル：0.084 

取替炉心の燃料装荷

割合に基づき設定 

炉内蓄積量 

希ガス類 ：約9.9×1018Bq 

よう素類 ：約1.2×1019Bq 

Cs類 ：約1.3×1018Bq 

Te類 ：約5.8×1018Bq 

Ba類 ：約1.2×1019Bq 

Ru類 ：約2.1×1019Bq 

Ce類 ：約6.7×1019Bq 

La類 ：約4.5×1019Bq 

（核種毎の炉内蓄積量を

核種グループ毎に集約し

て記載） 

「単位熱出力当たり

の炉内蓄積量（24時間

減衰値）(Bq/MW)」×

「3926MW（定格熱出

力）」 

（単位熱出力当たり

の炉内蓄積量(Bq/MW)

は，BWR共通条件とし

て，柏崎刈羽原子力発

電所第6号機及び7号

機と同じ装荷燃料（9

×9燃料（A型）），運転

時間（10000時間）で算

出したABWRのサイク

ル末期の値を使用） 

発災プラント 6号機及び7号機 

審査ガイドを基に設

定 

4.2(3)h.同じ敷地内

に複数の原子炉施設

が設置されている場

合、全原子炉施設につ

いて同時に事故が起

きたと想定して評価

を行うが、各原子炉施

設から被ばく経路別

に個別に評価を実施

して、その結果を合算

することは保守的な

結果を与える。 
 

表4－1 大気中への放出放射能量評価条件（1/2） 
項目 評価条件 選定理由 

評価事象 

東京電力株式会社福島

第一原子力発電所事故

と同等 

審査ガイドに示され

たとおり設定。 

初期濃縮度 3.8% 
9×9燃料炉心のU-235

初期濃縮度 

炉心熱出力 3926MWt 定格熱出力 

炉心比出力 26MW/t 
熱出力に基づく炉心

比出力 

運転時間 
1サイクル当たり 

10000時間（約417日） 

1サイクル13ヶ月（約

395日）を考慮して設

定。 

取替炉心の 

燃料装荷割合 

1サイクル：0.229 

2サイクル：0.229 

3サイクル：0.229 

4サイクル：0.229 

5サイクル：0.084 

取替炉心の燃料装荷

割合に基づき設定。 

炉内蓄積量 

希ガス類 ：約9.9×1018Bq 

よう素類 ：約1.2×1019Bq 

Cs類 ：約1.3×1018Bq 

Te類 ：約5.8×1018Bq 

Ba類 ：約1.2×1019Bq 

Ru類 ：約2.1×1019Bq 

Ce類 ：約6.7×1019Bq 

La類 ：約4.5×1019Bq 

（核種毎の炉内蓄積量

を核種グループ毎に集

約して記載） 

「単位熱出力当たり

の炉内蓄積量（24時間

減衰値）(Bq/MW)」×

「3926MW（定格熱出

力）」 

（単位熱出力当たり

の炉内蓄積量(Bq/MW)

は，BWR共通条件とし

て，柏崎刈羽原子力発

電所第6号機及び7号

機と同じ装荷燃料（9

×9燃料（A型）），運転

時間（10000時間）で算

出したABWRのサイク

ル末期の値を使用） 

発災プラント 6号機及び7号機 

審査ガイドを基に設

定。 

4.2(3)h.同じ敷地内

に複数の原子炉施設

が設置されている場

合、全原子炉施設につ

いて同時に事故が起

きたと想定して評価

を行うが、各原子炉施

設から被ばく経路別

に個別に評価を実施

して、その結果を合算

することは保守的な

結果を与える。 
 

 

記載の適正化（審査ガイドの改

正に伴う修正。） 

 

表現上の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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表4－1 大気中への放出放射能量評価条件（2/2） 

項 目 評価条件 選定理由 

放射性物質の 

大気中への 

放出割合 

希ガス類 ：97% 

よう素類 ：2.78% 

Cs類 ：2.13% 

Te類 ：1.47% 

Ba類 ：0.0264% 

Ru類 ：7.53×10-8% 

Ce類 ：1.51×10-4% 

La類 ：3.87×10-5% 

審査ガイドに示され

たとおり設定 

4.4(1)a.事故直前の

炉心内蔵量に対する

放射性物質の大気中

への放出割合は、原子

炉格納容器が破損し

たと考えられる福島

第一原子力発電所事

故並みを想定する。 

希ガス類：97％ 

よう素類：2.78％ 

（CsI：95％、無機よう

素：4.85％、有機よう

素：0.15％） 

（ NUREG-1465を 参考

に設定） 

Cs類：2.13％ 

Te類：1.47％ 

Ba類：0.0264％ 

Ru類：7.53×10-8％ 

Ce類：1.51×10-4％ 

La類：3.87×10-5％ 

よう素の形態 

粒子状よう素：95% 

無機よう素：4.85% 

有機よう素：0.15% 

同上 

放出開始時刻 24時間後 

審査ガイドに示され

たとおり設定 

4.4(4)a.放射性物質

の大気中への放出開

始時刻は、事故（原子

炉スクラム）発生24時

間後と仮定する。 

放出継続時間 10時間 

審査ガイドに示され

たとおり設定 

4.4(4)a.放射性物質

の大気中への放出継

続時間は、保守的な結

果となるように10時

間と仮定する。 

事故の 

評価期間 
7日間 

審査ガイドに示され

たとおり設定 

3.判断基準は、対策要

員の実効線量が7日間

で 100mSvを超えない

こと。 
 

表4－1 大気中への放出放射能量評価条件（2/2） 

項 目 評価条件 選定理由 

放射性物質の 

大気中への 

放出割合 

希ガス類 ：97% 

よう素類 ：2.78% 

Cs類 ：2.13% 

Te類 ：1.47% 

Ba類 ：0.0264% 

Ru類 ：7.53×10-8% 

Ce類 ：1.51×10-4% 

La類 ：3.87×10-5% 

審査ガイドに示された

とおり設定 

4.4(1)a.事故直前の炉

心内蔵量に対する放射

性物質の大気中への放

出割合は、原子炉格納

容器が破損したと考え

られる東京電力株式会

社福島第一原子力発電

所事故並みを想定す

る。 

希ガス類：97％ 

よう素類：2.78％ 

（CsI：95％、無機よう

素：4.85％、有機よう

素：0.15％） 

（NUREG-1465を参考に

設定） 

Cs類：2.13％ 

Te類：1.47％ 

Ba類：0.0264％ 

Ru類：7.53×10-8％ 

Ce類：1.51×10-4％ 

La類：3.87×10-5％ 

よう素の形態 

粒子状よう素：95% 

無機よう素：4.85% 

有機よう素：0.15% 

同上 

放出開始時刻 24時間後 

審査ガイドに示された

とおり設定 

4.4(1)b.放射性物質の

大気中への放出開始時

刻は、事故（原子炉スク

ラム）発生24時間後と

仮定する。 

放出継続時間 10時間 

審査ガイドに示された

とおり設定 

4.4(1)b.放射性物質の

大気中への放出継続時

間は、保守的な結果と

なるように10時間と仮

定する。 

事故の 

評価期間 
7日間 

審査ガイドに示された

とおり設定 

3.判断基準は、対策要

員の実効線量が7日間

で100mSvを超えないこ

と。 
 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化。（審査ガイドの

改正に伴う修正。） 
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表4－2 放射性物質の炉内蓄積量 

 
 

 

 

 

 

表4－3 放射性物質の大気中への放出量 

 
 

表4－2 放射性物質の炉内蓄積量 

 
 

 

 

 

 

表4－3 放射性物質の大気中への放出量 

 
 

差異なし 
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表 4－4 原子炉建屋内の放射性物質の存在量 

 
 

表 4－4 原子炉建屋内の放射性物質の存在量 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各放出源の着目方位 

評価点 

放出源 

6号機原子炉建屋

中心 

7号機原子炉建屋

中心 

緊急時対策所 

（対策本部）

中心 

4方位

（NNW,N,NNE,NE） 

2方位 

（N,NNE） 

緊急時対策所 

（待機場所）

中心 

3方位 

（N,NNE,NE） 

2方位 

（N,NNE） 

 

表4－5 各放出源の着目方位 

評価点 

放出源 

6号機原子炉建屋

中心 

7号機原子炉建屋

中心 

緊急時対策所 

（対策本部）

中心 

4方位

（NNW,N,NNE,NE） 

2方位 

（N,NNE） 

緊急時対策所 

（待機場所）

中心 

3方位 

（N,NNE,NE） 

2方位 

（N,NNE） 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（女川コメント

の反映に伴い，文中の図表に

タイトル及び番号を付し，図

表を後段に配置した。） 

※比較のため，柏崎刈羽 7号

の記載は配置移動を行った。 
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表4－5 重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価に使用する大気拡散評価条件（1/2） 

項目 評価条件 備 考 

評価点 

緊急時対策所（対策本

部）中心 

（地上 0m） 

 

緊急時対策所（待機場

所）中心 

（地上 0m） 

建屋巻込みの影響を

受ける場合には，緊

急時対策所が属する

建屋表面での濃度は

風下距離の依存性が

小さくほぼ一様であ

るので，緊急時対策

所中心を代表点とし

て設定。 

放射性物質

の 

放出源 

放出源： 

6 号機原子炉建屋中心 

7 号機原子炉建屋中心 

放射性物質漏えいは

原子炉格納容器から

発生すること，また，

原子炉格納容器から

漏えいした放射性物

質は原子炉建屋内で

拡散すると考えられ

ることから，放射性物

質の放出源位置とし

ては原子炉建屋中心

を想定する。 

放出源の有

効高さ 
地上放出を仮定 － 

実効放出継

続時間 
10時間 － 

評価距離 

（6 号機原子炉建屋中

心） 

緊急時対策所（対策本

部）：146m 

緊急時対策所（待機場

所）：164m 

 

（7 号機原子炉建屋中

心） 

緊急時対策所（対策本

部）：278m 

緊急時対策所（待機場

所）：297m 

－ 

建屋による 

巻込み効果 
建屋の影響あり － 

表4－6 重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価に使用する大気拡散評価条件（1/2） 

項目 評価条件 備 考 

評価点 

緊急時対策所（対策本

部）中心 

（地上 0m） 

 

緊急時対策所（待機場

所）中心 

（地上 0m） 

建屋巻込みの影響を

受ける場合には，緊

急時対策所が属する

建屋表面での濃度は

風下距離の依存性が

小さくほぼ一様であ

るので，緊急時対策

所中心を代表点とし

て設定。 

放射性物質

の 

放出源 

放出源： 

6 号機原子炉建屋中心 

7 号機原子炉建屋中心 

放射性物質漏えいは

原子炉格納容器から

発生すること，また，

原子炉格納容器から

漏えいした放射性物

質は原子炉建屋内で

拡散すると考えられ

ることから，放射性物

質の放出源位置とし

ては原子炉建屋中心

を想定する。 

放出源の有

効高さ 
地上放出を仮定 － 

実効放出継

続時間 
10時間 － 

評価距離 

（6 号機原子炉建屋中

心） 

緊急時対策所（対策本

部）：146m 

緊急時対策所（待機場

所）：164m 

 

（7 号機原子炉建屋中

心） 

緊急時対策所（対策本

部）：278m 

緊急時対策所（待機場

所）：297m 

－ 

建屋による 

巻込み効果 
建屋の影響あり － 

表現上の差異（申請号機の違

いによる表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 
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表4－5 重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価に使用する大気拡散評価条件（2/2） 

項目 評価条件 備考 

着目方位 

（同一方位

と見なす方

位） 

緊急時対策所（対策本部） 

6 号 機 ： 4 方 位

（NNW,N,NNE,NE） 

7 号機：2 方位（N,NNE） 

 

緊急時対策所（待機場所） 

6 号機：3 方位（N,NNE,NE） 

7 号機：2 方位（N,NNE） 

建屋＋ 0.5Lの範囲を

包絡する方位を対象

とする（図4－3参照）。 

建屋の風向

方向の投影

面積 

1931m2 

建屋投影面積は小さ

い方が厳しい結果と

なるため，原子炉建屋

の全ての方位の投影

面積の中で最小面積

となる東（西）方向の

断面積を切り下げた

数値を全ての方位の

計算の入力として共

通に適用する（図4－4

参照）。 

建屋の 

形状係数 
0.5 気象指針どおり。 

気象データ 

1985年10月～1986年9月

までに観測された地表付

近を代表する地上高10m

（標高20m）地点の風向，

風速データを使用 

建屋影響を受ける大

気拡散評価を行うた

め地上風（地上高10m）

の気象データを使用 

過去10年間の気象状

態と比較して異常が

なく，気象データの代

表 性 が 確 認 さ れ た

1985年10月～1986年9

月の1年間の気象デー

タを使用 
 

表4－6 重大事故等時の緊急時対策所の居住性に係る被ばく評

価に使用する大気拡散評価条件（2/2） 

項目 評価条件 備考 

着目方位 

（同一方位

と見なす方

位） 

緊急時対策所（対策本部） 

6 号 機 ： 4 方 位

（NNW,N,NNE,NE） 

7 号機：2 方位（N,NNE） 

 

緊急時対策所（待機場所） 

6 号機：3 方位（N,NNE,NE） 

7 号機：2 方位（N,NNE） 

建屋＋ 0.5Lの範囲を

包絡する方位を対象

とする（図4－4参照）。 

建屋の風向

方向の投影

面積 

1931m2 

建屋投影面積は小さ

い方が厳しい結果と

なるため，原子炉建屋

の全ての方位の投影

面積の中で最小面積

となる東（西）方向の

断面積を切り下げた

数値を全ての方位の

計算の入力として共

通に適用する（図4－5

参照）。 

建屋の 

形状係数 
0.5 気象指針どおり。 

気象データ 

1985年10月～1986年9月

までに観測された地表付

近を代表する地上高10m

（標高20m）地点の風向，

風速データを使用 

建屋影響を受ける大

気拡散評価を行うた

め地上風（地上高10m）

の気象データを使用 

過去10年間の気象状

態と比較して異常が

なく，気象データの代

表 性 が 確 認 さ れ た

1985年10月～1986年9

月の1年間の気象デー

タを使用 
 

 

 

 

 

表現上の差異（申請号機の違

いによる表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6

号機では，設置変更許可申請

時の評価と同様の気象データ

を使用している。） 
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表4－7 相対濃度（χ/Q）及び相対線量（D/Q）の評価結果 

評価点 放出点 
相対濃度＊1＊2 

χ/Q(s/m3) 

相対線量＊2 

D/Q(Gy/Bq) 

緊急時対策所 

（対策本部）中心 

6 号機原子炉建屋中心 3.6×10-4 1.7×10-18 

7 号機原子炉建屋中心 9.8×10-5 8.1×10-19 

緊急時対策所 

（待機場所）中心 

6 号機原子炉建屋中心 2.2×10-4 1.2×10-18 

7 号機原子炉建屋中心 9.0×10-5 7.9×10-19 
 

表現上の差異（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

 

 

  注記＊1： 緊急時対策所滞在時の室内に外気から取り込まれた

放射性物質による被ばく及びグランドシャインの算

出は，放出源の原子炉建屋中心に対して緊急時対策

所中心を評価点として算出したχ/Qを用いる。 

＊2 ：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 
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表4－6 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及び 

       スカイシャインガンマ線評価用7日間積算線源強度 

 

 

表4－8 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及び 

     スカイシャインガンマ線評価用7日間積算線源強度 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 
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表4－7 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及び 

スカイシャインガンマ線による実効線量 

被ばく経路 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

直接ガンマ線及び 

スカイシャインガ

ンマ線 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約2.8×100 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約2.1×100 

 

表4－9 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及び 

スカイシャインガンマ線による実効線量 

被ばく経路 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

直接ガンマ線及び 

スカイシャインガ

ンマ線 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約2.8×100 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約2.1×100 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

表4－8 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による 

実効線量 

被ばく経路 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

クラウドシャイン 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約2.9×10-1 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約2.3×10-1 

 

表4－10 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による 

実効線量 

被ばく経路 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

クラウドシャイン 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約2.9×10-1 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約2.3×10-1 
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表4－9 地表面への沈着速度の条件 

項 目 評価条件 備 考 

地表面 

への 

沈着速度 

エアロゾル：1.2cm/s 

無機よう素：1.2cm/s 

有機よう素：沈着なし 

希ガス  ：沈着なし 

線量目標値評価指針＊1

を参考に，湿性沈着を考

慮して乾性沈着速度

（0.3cm/s）の4倍を設定 

エアロゾル及び無機よ

う素の乾性沈着速度は

NUREG/CR-4551 Vol2＊2よ

り設定 

NRPB-R322＊3によると，

有機よう素の乾性沈着

速 度 は 0.001cm/s で あ

り，エアロゾルや無機よ

う素の沈着速度に比べ

て小さく，地表面沈着に

よる影響は無視できる

ものと考え，評価対象外

とする。 

注記 ＊1： 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対す

る評価指針（原子力安全委員会） 

 

   ＊2： NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe 

Accident Risks:Quantification of Major Input 

Parameters” 

   ＊3：NRPB-R322-Atomosphere Dispersion Modelling 

Liaison Committee Annual Report 

表4－11 地表面への沈着速度の条件 

項 目 評価条件 備 考 

地表面 

への 

沈着速度 

エアロゾル：1.2cm/s 

無機よう素：1.2cm/s 

有機よう素：沈着なし 

希ガス  ：沈着なし 

線量目標値評価指針＊1

を参考に，湿性沈着を考

慮して乾性沈着速度

（0.3cm/s）の4倍を設定 

エアロゾル及び無機よ

う素の乾性沈着速度は

NUREG/CR-4551 Vol.2＊

2より設定 

NRPB-R322＊3によると，

有機よう素の乾性沈着

速 度 は 0.001cm/s で あ

り，エアロゾルや無機よ

う素の沈着速度に比べ

て小さく，地表面沈着に

よる影響は無視できる

ものと考え，評価対象外

とする。 

注記 ＊1： 発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対す

る評価指針（原子力安全委員会） 

 

   ＊2： NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe 

Accident Risks:Quantification of Major Input 

Parameters” 

   ＊ 3： NRPB-R322-Atomosphere Dispersion Modelling 

Liaison Committee Annual Report 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 
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表4－10 大気中に放出された放射性物質の地表面沈着濃度 

核種

類 

放出放射能

量(Bq) 

（gross 値） 

地表面沈着濃度(Bq･s/m2) 

（7 日間積算値） 

（6 号機及び 7 号機起因の合計） 

緊急時対策所 

（対策本部） 

緊急時対策所 

（待機場所） 

よう

素類 
約 3.2×1017 約 2.7×1017 約 1.8×1017 

Cs 類 約 2.8×1016 約 7.5×1016 約 5.1×1016 

Te 類 約 7.8×1016 約 1.2×1017 約 7.9×1016 

Ba 類 約 3.1×1015 約 7.2×1015 約 4.9×1015 

Ru 類 約 1.4×1010 約 2.3×1010 約 1.6×1010 

Ce 類 約 9.7×1013 約 1.5×1014 約 1.0×1014 

La 類 約 1.4×1013 約 3.0×1013 約 2.0×1013 

 

表4－12 大気中に放出された放射性物質の地表面沈着濃度 

核種

類 

放出放射能

量(Bq) 

（gross 値） 

地表面沈着濃度(Bq･s/m2) 

（7日間積算値） 

（6号機及び 7号機起因の合計） 

緊急時対策所 

（対策本部） 

緊急時対策所 

（待機場所） 

よう

素類 
約 3.2×1017 約 2.7×1017 約 1.8×1017 

Cs 類 約 2.8×1016 約 7.5×1016 約 5.1×1016 

Te 類 約 7.8×1016 約 1.2×1017 約 7.9×1016 

Ba 類 約 3.1×1015 約 7.2×1015 約 4.9×1015 

Ru 類 約 1.4×1010 約 2.3×1010 約 1.6×1010 

Ce 類 約 9.7×1013 約 1.5×1014 約 1.0×1014 

La 類 約 1.4×1013 約 3.0×1013 約 2.0×1013 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 
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表4－11 グランドシャイン評価用7日間積算線源強度 

 

表4－13 グランドシャイン評価用7日間積算線源強度 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 
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表4－12 グランドシャインによる実効線量 

被ばく経路 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

グランド 

シャイン 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約2.1×101 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約4.2×101 

 

表4－14 グランドシャインによる実効線量 

被ばく経路 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

グランド 

シャイン 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約2.1×101 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約4.2×101 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 表4－13 緊急時対策所の換気設備条件（1/3） 

 
 

 

表 4－15 緊急時対策所の換気設備条件（1/3） 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型陽圧化空調機の

吸気位置が隣接エリア及び外

気の 2種類。） 

期間 運転モードイメージ図 備考

事象発生～24h

・可搬型陽圧化空調機（対
策本部）及び可搬型陽圧
化空調機（待機場所）を
起動し，高性能フィルタ
及び活性炭フィルタにて
浄化した空気を緊急時対
策所内に取り込む。

24h～34h

・陽圧化装置（対策本部）
及び陽圧化装置（待機場
所）により緊急時対策所
を陽圧化し，緊急時対策
所内への放射性物質の流
入を防止する。

・通路部に放射性雲が侵入
することを想定する。

34h～44h

・吸気位置を「屋外」とす
る可搬型陽圧化空調機
（対策本部）及び可搬型
陽圧化空調機（待機場
所）によって，緊急時対
策所を陽圧化する。

・通路部のパージを実施し，
通路部の放射性物質濃度
を低減する。

44h～168h

・吸気位置を通路部に戻し，
可搬型陽圧化空調機（対
策本部）及び可搬型陽圧
化空調機（待機場所）に
より緊急時対策所を陽圧
化する。

744m3/h

744m3/h

6
00
m3
/h

6
00
m3
/h

1200m3/h

フェーズⅠ：0～24h（放射性雲通過前）

フェーズⅡ：24～34h（放射性雲通過中）

フェーズⅢ：34～44h（通路パージ中）

フェーズⅣ：44～（可搬型陽圧化空調機による陽圧化）

期間 運転モードイメージ図 備考

事象発生～24h

・可搬型陽圧化空調機（対
策本部）及び可搬型陽圧
化空調機（待機場所）を
起動し，高性能フィルタ
及び活性炭フィルタにて
浄化した空気を緊急時対
策所内に取り込む。

24h～34h

・陽圧化装置（対策本部）
及び陽圧化装置（待機場
所）により緊急時対策所
を陽圧化し，緊急時対策
所内への放射性物質の流
入を防止する。

・通路部に放射性雲が侵入
することを想定する。

34h～44h

・吸気位置を「屋外」とす
る可搬型陽圧化空調機
（対策本部）及び可搬型
陽圧化空調機（待機場
所）によって，緊急時対
策所を陽圧化する。

・通路部のパージを実施し，
通路部の放射性物質濃度
を低減する。

44h～168h

・吸気位置を通路部に戻し，
可搬型陽圧化空調機（対
策本部）及び可搬型陽圧
化空調機（待機場所）に
より緊急時対策所を陽圧
化する。

744m3/h

744m3/h

6
00
m3
/h

6
00
m3
/h

1200m3/h

フェーズⅠ：0～24h（放射性雲通過前）

フェーズⅡ：24～34h（放射性雲通過中）

フェーズⅢ：34～44h（通路パージ中）

フェーズⅣ：44～（可搬型陽圧化空調機による陽圧化）
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 表 4－13 緊急時対策所の換気設備条件（2/3） 

 
 

表 4－15 緊急時対策所の換気設備条件（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型陽圧化空調機の

吸気位置が隣接エリア及び外

気の 2種類。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 
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 表 4－13 緊急時対策所の換気設備条件（3/3） 

 

表 4－15 緊急時対策所の換気設備条件（3/3） 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型陽圧化空調機の

吸気位置が隣接エリア及び外

気の 2種類。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 
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 表 4－14 隣接エリア内の積算線源強度 

 
 

 

表 4－16 隣接エリア内の積算線源強度 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 
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 表 4－15 線量計算条件 

項 目 評価条件 選定理由 備 考 

線量 

換算 

係数 

成人実効線量換算係数を

使用 

（主な核種を以下に示

す） 

 I-131：2.0×10-8Sv/Bq 

 I-132：3.1×10-10Sv/Bq 

 I-133：4.0×10-9Sv/Bq 

 I-134：1.5×10-10Sv/Bq 

 I-135：9.2×10-10Sv/Bq 

Cs-134：2.0×10-8Sv/Bq 

Cs-136：2.8×10-9Sv/Bq 

Cs-137：3.9×10-8Sv/Bq 

上記以外の核種は 

ICRP Pub.71＊1，72＊2に基

づく 

ICRP 

Publication 

71＊1，72＊2に

基づく 

－ 

呼吸率 1.2m3/h 

成人活動時の

呼吸率を設定 

安全評価審査

指針＊3及び

ICRP 

Publication71
＊1に基づく 

被ばく評価手法（内

規） 

7.3.3(4) 吸入摂取に

よる運転員の内部被

ばく線量は，次のとお

り計算する。 

𝐻𝐼 = ∫ 𝑅𝐻∞

𝑇

0

𝐶𝐼(𝑡)𝑑𝑡 

 

𝐻𝐼：よう素の吸入摂取

の内部被ばくに

よ る 実 効 線 量

(Sv) 

𝑅：呼吸率（成人活動

時）(m3/s) 

𝐻∞：よう素（I-131）

吸入摂取時の成

人の実効線量へ

の換算係数 

(Sv/Bq) 

𝐶𝐼(𝑡)：時刻tにおける

中央制御室内

の放射能濃度 

(I-131 等 価

量) 

(Bq/m3) 

𝑇：計算期間(30日間) 

(s) 

注記 ＊1：ICRP Publication 71, "Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 4 Inhalation Dose 

Coefficients", 1995 

＊2：ICRP Publication 72, "Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 5 Compilation of 

Ingestion and Inhalation Dose Coefficients" , 

1996 

＊3：発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指

針（平成 2年 8月 30日   原子力安全委員会決定，

平成 13年 3月 29日一部改訂） 

表 4－17 線量計算条件 

項 目 評価条件 選定理由 備 考 

線量 

換算 

係数 

成人実効線量換算係数を

使用 

（主な核種を以下に示

す） 

 I-131：2.0×10-8Sv/Bq 

 I-132：3.1×10-10Sv/Bq 

 I-133：4.0×10-9Sv/Bq 

 I-134：1.5×10-10Sv/Bq 

 I-135：9.2×10-10Sv/Bq 

Cs-134：2.0×10-8Sv/Bq 

Cs-136：2.8×10-9Sv/Bq 

Cs-137：3.9×10-8Sv/Bq 

上記以外の核種は 

ICRP Pub.71＊1，72＊2に基

づく 

ICRP 

Publication 

71＊1，72＊2に

基づく 

－ 

呼吸率 1.2m3/h 

成人活動時の

呼吸率を設定 

安全評価審査

指針＊3及び

ICRP 

Publication71
＊1に基づく 

被ばく評価手法（内

規） 

7.3.3(4) 吸入摂取に

よる運転員の内部被

ばく線量は，次のとお

り計算する。 

𝐻𝐼 = ∫ 𝑅𝐻∞

𝑇

0

𝐶𝐼(𝑡)𝑑𝑡 

 

𝐻𝐼：よう素の吸入摂取

の内部被ばくに

よ る 実 効 線 量

(Sv) 

𝑅：呼吸率（成人活動

時）(m3/s) 

𝐻∞：よう素（I-131）

吸入摂取時の成

人の実効線量へ

の換算係数 

(Sv/Bq) 

𝐶𝐼(𝑡)：時刻tにおける

中央制御室内

の放射能濃度 

(I-131 等 価

量) 

(Bq/m3) 

𝑇：計算期間(30日間) 

(s) 

注記 ＊1：ICRP Publication 71, "Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 4 Inhalation Dose 

Coefficients", 1995 

＊2：ICRP Publication 72, "Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 5 Compilation of 

Ingestion and Inhalation Dose Coefficients" , 

1996 

＊3：発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指

針（平成 2年 8月 30日   原子力安全委員会決定，

平成 13年 3月 29日一部改訂） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 
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 表 4－16 外気から室内に取り込まれた放射性物質による 

実効線量 

 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

ガンマ線による 

外部被ばく 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約3.0×100 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約1.4×100 

吸入による 

内部被ばく 

緊急時対策所 

（対策本部） 
0.1以下 

緊急時対策所 

（待機場所） 
0.1以下 

合 計 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約3.1×100 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約1.5×100 

 

表 4－18 外気から室内に取り込まれた放射性物質による 

実効線量 

 評価対象 
実効線量 

(mSv/7日間) 

ガンマ線による 

外部被ばく 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約3.0×100 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約1.4×100 

吸入による 

内部被ばく 

緊急時対策所 

（対策本部） 
0.1以下 

緊急時対策所 

（待機場所） 
0.1以下 

合 計 

緊急時対策所 

（対策本部） 
約3.1×100 

緊急時対策所 

（待機場所） 
約1.5×100 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（隣接エリアの

放射性物質の滞留を考慮。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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表 4－17 重大事故等時の緊急時対策所の要員の実効線量の 

 内訳（1/2）（緊急時対策所（対策本部）） 

 
 

表 4－17 重大事故等時の緊急時対策所の要員の実効線量の 

 内訳（2/2）（緊急時対策所（待機場所）） 

 
 

 

表 4－19 重大事故等時の緊急時対策所の要員の実効線量の 

 内訳（1/2）（緊急時対策所（対策本部）） 

 
 

 

表 4－19 重大事故等時の緊急時対策所の要員の実効線量の 

 内訳（2/2）（緊急時対策所（待機場所）） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  表4－20 重大事故等時の緊急時対策所の要員の被ばく評価 

      果 

評価対象 実効線量(mSv/7日間) 

緊急時対策所（対策本部） 約2.8×101 

緊急時対策所（待機場所） 約4.6×101 

  

表現上の差異（申請号機の違い

による記載の明確化。） 
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表4－18 酸素及び二酸化炭素許容濃度 

 

項目 許容濃度 備考 

酸素濃度 
18vol% 

以上 

「労働安全衛生法（酸素欠乏症等

防止規則）」を準拠 

（事務作業に従事する労働者が

主として使用する室内は，当該

濃度以上とする換気設備の性

能を要求） 

二酸化炭素

濃度 

0.5vol% 

以下 

「労働安全衛生法（事務所衛生基

準規則）」を準拠 

（事務作業に従事する労働者が

主として使用する室内は，当該

濃度以下とする換気設備の性

能を要求） 
 

表4－21 酸素及び二酸化炭素許容濃度 

 

項目 許容濃度 備考 

酸素濃度 
18vol% 

以上 

「労働安全衛生法（酸素欠乏症等

防止規則）」を準拠 

（酸素欠乏危険作業に従事する

労働者が作業を行う場所を当

該濃度以上とする換気の要求） 

二酸化炭素

濃度 

0.5vol% 

以下 

「労働安全衛生法（事務所衛生基

準規則）」を準拠 

（事務作業に従事する労働者が

主として使用する室内は，当該

濃度以下とする換気設備の性

能を要求） 
 

表現上の差異（申請号機の違い

による表番号の差異。） 

 

記載の適正化 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（柏崎刈

羽 6号機では，空気ボンベ使用

時の緊急時対策所内の酸素濃

度及び二酸化炭素濃度評価の

許容基準に「鉱山保安法施行規

則」ではなく，「酸素欠乏症等防

止規則」及び「事務所衛生基準

規則」を適用している。） 
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表4－19 緊急時対策所（対策本部）の酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度計算条件 

 
 

表4－22 緊急時対策所（対策本部）の酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度計算条件 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6 号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 
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 表4－20 緊急時対策所（待機場所）の酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度計算条件 

 
 

 

 

表4－23 緊急時対策所（待機場所）の酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度計算条件 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 
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表5－1 対策本部遮蔽壁のガンマ線による温度上昇 

ガンマ線 

入射経路 

起因 

号機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線 

発熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

グランド 

シャイン 

ガンマ線 

6 号機 約 9.8×102 約 2.1×10-3 約 9.4×10-1 

7 号機 約 2.7×102 約 5.7×10-4 約 2.5×10-1 

合計 約 1.2×100 
 

表5－1 対策本部遮蔽壁のガンマ線による温度上昇 

ガンマ線 

入射経路 

起因 

号機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線 

発熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

グランド 

シャイン 

ガンマ線 

6 号機 約 9.8×102 約 2.1×10-3 約 9.4×10-1 

7 号機 約 2.7×102 約 5.7×10-4 約 2.5×10-1 

合計 約 1.2×100 
 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 

 

 

 

 表5－2 待機場所遮蔽壁のガンマ線による温度上昇 

ガンマ線 

入射経路 

起因 

号機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線 

発熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

グランド 

シャイン 

ガンマ線 

6 号機 約 6.0×102 約 1.3×10-3 約 5.7×10-1 

7 号機 約 2.5×102 約 5.3×10-4 約 2.3×10-1 

合計 約 8.1×10-1 
 

表5－2 待機場所遮蔽壁のガンマ線による温度上昇 

ガンマ線 

入射経路 

起因 

号機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線 

発熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

グランド 

シャイン 

ガンマ線 

6 号機 約 6.0×102 約 1.3×10-3 約 5.7×10-1 

7 号機 約 2.5×102 約 5.3×10-4 約 2.3×10-1 

合計 約 8.1×10-1 
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図3－1 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

 

 

 
 

図 3－1 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，換気設備の一部が可搬

設備であるため，使用前の系統

状態について示している。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図3－2 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 

 
 

図 3－2 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 
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図 3－3 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過前及び通過後：可搬型陽圧化空調機 

（対策本部）による陽圧化） 

 

 
 

図 3－3 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過前及び通過後：可搬型陽圧化空調機 

（対策本部）による陽圧化） 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（設備設計の違

いにより，設備構成が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 
 

図 3－4 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過中：陽圧化装置（対策本部）による陽圧化） 

 

 
 

図 3－4 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過中：陽圧化装置（対策本部）による陽圧化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

陽圧化装置
空気給気第一弁／第二弁

閉止板

陽圧化装置
空気給気第一弁／第二弁

閉止板
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資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 
 

図 3－5 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過直後に建屋内の放射性物質濃度が屋外より高い

場合：可搬型外気取入送風機及び可搬型陽圧化空調機（対策本

部）の連結運用による外気取り入れ陽圧化，並びに建屋内空気

置換） 

 

 
 

図 3－5 緊急時対策所（対策本部）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過直後に建屋内の放射性物質濃度が屋外より高い

場合：可搬型外気取入送風機及び可搬型陽圧化空調機（対策本

部）の連結運用による外気取り入れ陽圧化，並びに建屋内空気

置換） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，要員の被ばく低減

のため，放射性雲通過後に建

屋内の放射性物質濃度が屋外

より高い場合に可搬型陽圧化

空調機と可搬型外気取入送風

機の連結運転による外気取り

入れ陽圧化並びに建屋内空気

置換が可能な設計としてい

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3－6 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過前及び通過後：可搬型陽圧化空調機（待機場

所）による陽圧化） 

 
 

図 3－6 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過前及び通過後：可搬型陽圧化空調機（待機場

所）による陽圧化） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

陽圧化装置
空気給気第一弁／第二弁

陽圧化装置
空気給気第一弁／第二弁
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94 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 
 

図 3－7 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過中：陽圧化装置（待機場所）による陽圧化） 

 

 

 
 

図 3－7 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過中：陽圧化装置（待機場所）による陽圧化） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

図 3－8 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過直後に建屋内の放射性物質濃度が屋外より高い

場合：可搬型陽圧化空調機（待機場所）による陽圧化） 

 

 

 
 

図 3－8 緊急時対策所（待機場所）換気空調系 構成図 

（放射性雲通過直後に建屋内の放射性物質濃度が屋外より高い

場合：可搬型陽圧化空調機（待機場所）による陽圧化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

閉止板

閉止板

閉止板

閉止板
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95 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 
 

①プレフィルタ 

②高性能フィルタ 

③活性炭フィルタ 

 

図 3－9 可搬型陽圧化空調機（対策本部）フィルタユニット及

び可搬型陽圧化空調機（待機場所）フィルタユニット

概略図 

 

 
 

①プレフィルタ 

②高性能フィルタ 

③活性炭フィルタ 

 

図 3－9 可搬型陽圧化空調機（対策本部）フィルタユニット及

び可搬型陽圧化空調機（待機場所）フィルタユニット

概略図 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（設備設計の違

いにより，設備構成が異なる。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6

号機では，緊急時対策所を対

策本部及び待機場所により構

成している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，放射線源（可搬型陽圧

化空調機のフィルタユニット）

についてフィルタの交換によ

り被ばく低減を図っている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

① ② ③ 

436 
× 
530 

898 

Φ125 Φ203 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

① ② ③ 

436 
× 
530 

898 

Φ125 Φ203 
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96 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 4－1 遮蔽構造（1/3） 

 

 

 

 

図 4－1 遮蔽構造（1/3） 

 

差異なし 
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97 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図4－1 遮蔽構造（2/3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図 4－1 遮蔽構造（2/3） 

差異なし 
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98 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 
図 4－1 遮蔽構造（3/3） 

 

 
図 4－1 遮蔽構造（3/3） 

差異なし 
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99 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

図4－2 重大事故等時の緊急時対策所の要員の被ばく経路 

 

 
 

 

 

図4－2 重大事故等時の緊急時対策所の要員の被ばく経路 

差異なし 
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100 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 
 

 

 
図4－3 建屋影響を考慮する条件（水平断面での位置関係） 

 

※比較のため島根 2号及び柏崎

刈羽 7号の記載は配置移動を行

った。 

 

 

 

 

 
 

  
 

図4－3 評価対象とする風向（1/4） 

（放出点：6号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（対

策本部）中心） 

 

 
図4－4 評価対象とする風向（1/4） 

（放出点：6号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（対

策本部）中心） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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101 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 
図4－3 評価対象とする風向（2/4） 

（放出点：7号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（対

策本部）中心） 

 
図4－4 評価対象とする風向（2/4） 

（放出点：7号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（対

策本部）中心） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 

 

 

 

 

 

 
図4－3 評価対象とする風向（3/4） 

（放出点：6号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（待

機場所）中心） 

 

 
図4－4 評価対象とする風向（3/4） 

（放出点：6号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（待

機場所）中心） 
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102 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 
図4－3 評価対象とする風向（4/4） 

（放出点：7号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（待

機場所）中心） 

 
図4－4 評価対象とする風向（4/4） 

（放出点：7号機原子炉建屋中心，評価点：緊急時対策所（待

機場所）中心） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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103 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 
 

  

 

 

 
 

図4－4 原子炉建屋断面積（投影面積） 

 

 
 

図4－5 原子炉建屋断面積（投影面積） 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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104 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 
 

  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－5 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

      モデル（1/3）（直接ガンマ線及びスカイシャイン 

   ガンマ線評価時における原子炉建屋と評価点の 

位置関係） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－6 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

     モデル（1/3）（直接ガンマ線及びスカイシャイン 

   ガンマ線評価時における原子炉建屋と評価点の 

位置関係） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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105 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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図4－5 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

       モデル（2/3）（6号機原子炉建屋の直接ガンマ線 

評価モデル） 

 

 
 

 

 

図4－6 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

      モデル（2/3）（6号機原子炉建屋の直接ガンマ線 

評価モデル） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－5 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

     モデル（3/3）（7号機原子炉建屋の直接ガンマ線 

評価モデル） 

 

 
 

 

図4－6 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

     モデル（3/3）（7号機原子炉建屋の直接ガンマ線 

評価モデル） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－6 緊急時対策所被ばく評価時のスカイシャインガンマ線

評価モデル 

 

 
 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

図4－7 緊急時対策所被ばく評価時のスカイシャインガンマ線

評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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図4－7 緊急時対策所被ばく評価時の直接ガンマ線及び 

スカイシャインガンマ線評価モデル 

 
 

 

図4－8 緊急時対策所被ばく評価時の直接ガンマ線及び 

スカイシャインガンマ線評価モデル 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6

号機では，ガンマ線の入射角

度によらず最小遮蔽厚さとな

り保守的な評価となる球体モ

デルとしている。） 

※比較のため，島根 2号の記載

は配置移動を行った。 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6

号機では，ガンマ線の入射角

度によらず最小遮蔽厚さとな

り保守的な評価となる球体モ

デルとしている。） 
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図4－8 クラウドシャインガンマ線に対する遮蔽モデル 

 

 
図4－9 クラウドシャインガンマ線に対する遮蔽モデル 

 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

は，クラウドシャインガンマ線

に対する遮蔽モデルを明記。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 

 

 

 

 
 

  

 
 

 

図4－9 グランドシャイン評価モデル（1/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

 
 

 

図4－10 グランドシャイン評価モデル（1/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 
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図4－9 グランドシャイン評価モデル（2/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

 

 
 

図 4－10 グランドシャイン評価モデル（2/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－9 グランドシャイン評価モデル（3/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

 

 

 
 

 

 

 

図4－10 グランドシャイン評価モデル（3/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－9 グランドシャイン評価モデル（4/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

 
図4－10 グランドシャイン評価モデル（4/6） 

（緊急時対策所（対策本部）） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－9 グランドシャイン評価モデル（5/6） 

（緊急時対策所（待機場所）） 

 
 

図4－10 グランドシャイン評価モデル（5/6） 

（緊急時対策所（待機場所）） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－9 グランドシャイン評価モデル（6/6） 

（緊急時対策所（待機場所）） 
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(-5㎜)を引いた値

 
 

図4－10 グランドシャイン評価モデル（6/6） 

（緊急時対策所（待機場所）） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－10 緊急時対策所（待機場所）の評価モデル設定の 

 考え方（グランドシャインガンマ線） 

 

 
 

図4－11 緊急時対策所（待機場所）の評価モデル設定の 

 考え方（グランドシャインガンマ線） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図 4－11 緊急時対策所のバウンダリ体積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－12 緊急時対策所のバウンダリ体積 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図4－12 室内に取り込まれた放射性物質による 

外部被ばくの評価モデル図 

 

 

 

 
図4－13 室内に取り込まれた放射性物質による 

外部被ばくの評価モデル図 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，設置変更許可申請時の

評価と同様に，室内に外気から

取り込まれた放射性物質（隣接

エリアに取り込まれた放射性物

質）による被ばく評価を行うた

め。） 

 

R 

 室内濃度：一様 

 

 
 
：評価点 

R：室内体積と同じ体積を 

  もつ半球の半径(m) 

 

R 

 室内濃度：一様 

 

 
 
：評価点 

R：室内体積と同じ体積を 

  もつ半球の半径(m) 
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図4－13 隣接エリア内に取り込まれた放射性物質による 

      被ばくの評価モデル図（1/2）（緊急時対策所（対

策本部）） 

 
 

図4－14 隣接エリア内に取り込まれた放射性物質による 

      被ばくの評価モデル図（1/2）（緊急時対策所（対

策本部）） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図番号の差異。） 
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図4－13 隣接エリア内に取り込まれた放射性物質による 

      被ばくの評価モデル図（2/2）（緊急時対策所（待

機場所）） 
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図4－14 隣接エリア内に取り込まれた放射性物質による 

      被ばくの評価モデル図（2/2）（緊急時対策所（待

機場所）） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，設置変更許可申請時の

評価と同様に，室内に外気から

取り込まれた放射性物質（隣接

エリアに取り込まれた放射性物

質）による被ばく評価を行うた

め。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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図4－14 緊急時対策所（待機場所）の評価モデル設定の 

   考え方（隣接エリア内の放射性物質からの 

ガンマ線） 

 
 

図4－15 緊急時対策所（待機場所）の評価モデル設定の 

   考え方（隣接エリア内の放射性物質からの 

ガンマ線） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，設置変更許可申請時の

評価と同様に，室内に外気から

取り込まれた放射性物質（隣接

エリアに取り込まれた放射性物

質）による被ばく評価を行うた

め。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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図 4－15 緊急時対策所（待機場所）気密性能試験結果 

 
 

図 4－16 緊急時対策所（待機場所）気密性能試験結果 

【島根との差異】 

設計方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所（待機場

所）について，20Pa以上に陽圧

化した状態における気密性に

ついて，気密性能試験により確

認している。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部） 

二酸化炭素吸収装置の二酸化炭素吸収量 

 
酸素 濃度変化 

 
 

図 4－16 緊急時対策所（対策本部）の酸素濃度及び二酸化炭

素吸収量推移 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部） 

二酸化炭素吸収装置の二酸化炭素吸収量 

 
酸素 濃度変化 

 
 

図 4－17 緊急時対策所（対策本部）の酸素濃度及び二酸化炭

素吸収量推移 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（緊急時対策所

（対策本部）のみ二酸化炭素吸収

装置を設置。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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図 4－17 緊急時対策所（待機場所）の酸素濃度及び二酸化炭

素濃度推移 

 
 

図 4－18 緊急時対策所（待機場所）の酸素濃度及び二酸化炭

素濃度推移 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図表番号の差異。） 
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別添 1  

可搬型陽圧化空調機のフィルタ除去性能の維持について 

別添 1  

可搬型陽圧化空調機のフィルタ除去性能の維持について 

 

 

 

 

 

可搬型陽圧化空調機のフィルタ除去性能の維持について 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）の各フィルタは，除去効率（性能）を維持するよう，十

分な保持容量及び吸着容量を有する設計とするとともに，フィ

ルタに付着する放射性物質の崩壊熱により性能が低下しない設

計とする。 

可搬型陽圧化空調機のフィルタ除去性能の維持について 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）の各フィルタは，除去効率（性能）を維持するよう，十

分な保持容量及び吸着容量を有する設計とするとともに，フィ

ルタに付着する放射性物質の崩壊熱により性能が低下しない設

計とする。 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

 

  

 

 

1. フィルタ捕集量 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）のフィルタ捕集量は，別添表－1に示す炉心内蓄積質量

及び別添図－1に示す過程による評価の結果，放射性微粒子量は

約1g，よう素量は約6mgである。 

1. フィルタ捕集量 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）のフィルタ捕集量は，別添表－1に示す炉心内蓄積質量

及び別添図－1に示す過程による評価の結果，放射性微粒子量は

約1g，よう素量は約6mgである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

高性能フィルタの保持容量は約400g，また，活性炭フィルタの

吸着容量は，よう素吸着量0.55ml/cm2の活性炭を約0.95kg充填

するため，総よう素吸着量は約50gとなる。 

高性能フィルタの保持容量は約400g，また，活性炭フィルタ

の吸着容量は，よう素吸着量0.55ml/cm2の活性炭を約0.95kg充

填するため，総よう素吸着量は約50gとなる。 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ仕様

の相違。） 

 

 

 

 したがって，高性能フィルタ及び活性炭フィルタは，想定付着

量に対して，十分な保持容量及び吸着容量を有している設計で

ある。 

したがって，高性能フィルタ及び活性炭フィルタは，想定付

着量に対して，十分な保持容量及び吸着容量を有している設計

である。 

 

 

 

 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）の各フィルタの捕集量並びに保持容量及び吸着容量を

別添表－2に示す。 

 

 

 

 

可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）の各フィルタの捕集量並びに保持容量及び吸着容量を

別添表－2に示す。 
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2. フィルタに付着した放射性物質の崩壊熱による温度上昇 

(1) フィルタに付着する放射性物質量の想定 

2. フィルタに付着した放射性物質の崩壊熱による温度上昇 

(1) フィルタに付着する放射性物質量の想定 

 

 

 緊急時対策所は，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）による陽圧化開始の遅れ時間は最長でも2分以内となる

よう設計している。陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）による陽圧化開始が遅延した場合，陽圧化装置（対策本

部）及び陽圧化装置（待機場所）による陽圧化が開始されるまで

の間，可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニット及び

可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットには可搬型

陽圧化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧化空調機（待

機場所）のファンにより外気が取り込まれ，放射性物質が付着す

る。 

緊急時対策所は，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）による陽圧化開始の遅れ時間は最長でも2分以内となる

よう設計している。陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待

機場所）による陽圧化開始が遅延した場合，陽圧化装置（対策

本部）及び陽圧化装置（待機場所）による陽圧化が開始される

までの間，可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニッ

ト及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットに

は可搬型陽圧化空調機（対策本部）のファン及び可搬型陽圧化

空調機（待機場所）のファンにより外気が取り込まれ，放射性

物質が付着する。 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，陽圧化装置が可搬設備

であるため，陽圧化開始の遅れ

を考慮した評価を実施してい

る。） 

 

 

 

 

 ここでは，可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニッ

ト及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニットに取

り込まれる放射性物質量は，陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化

装置（待機場所）による陽圧化開始が2分間遅れた場合を想定し

て評価する。 

ここでは，可搬型陽圧化空調機（対策本部）のフィルタユニ

ット及び可搬型陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニット

に取り込まれる放射性物質量は，陽圧化装置（対策本部）及び

陽圧化装置（待機場所）による陽圧化開始が2分間遅れた場合を

想定して評価する。 

 

 

 

 

 

 

 陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）による陽

圧化開始が2分間遅れた場合にフィルタに蓄積する放射性物質

の最大放射能を別添表－3に示す。 

陽圧化装置（対策本部）及び陽圧化装置（待機場所）による陽

圧化開始が2分間遅れた場合にフィルタに蓄積する放射性物質

の最大放射能を別添表－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) フィルタに付着した放射性物質の崩壊熱による発熱量 

フィルタの発熱量ＱＦは，フィルタに蓄積する最大放射能とア

ルファ線，ベータ線及びガンマ線の全吸収エネルギ＊1を乗じて，

下式により計算する。 

(2) フィルタに付着した放射性物質の崩壊熱による発熱量 

フィルタの発熱量ＱＦは，フィルタに蓄積する最大放射能とア

ルファ線，ベータ線及びガンマ線の全吸収エネルギ＊1を乗じて，

下式により計算する。 
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ＱＦ＝ｑＦ×（アルファ線全吸収エネルギ＋ベータ線全吸収 

エネルギ＋ガンマ線全吸収エネルギ）×1.6×10－19 

 

 

ｑＦ＝∫Ｔ ｑ１(ｔ)・χ／Ｑ・ＬＦ・Ｆ(ｔ) ｄｔ 

ここで 

ｑＦ ：フィルタに蓄積する最大放射能(Bq) 

ｑ１(ｔ) ：事故後ｔ時間における放出率(Bq/s) 

χ／Ｑ ：緊急時対策所（対策本部）＊2 における相対濃度

(s/m3) 

ＬＦ ：可搬型陽圧化空調機稼動中の風量(600m3/h) 

Ｆ(ｔ) ：核種ごとの半減期を用いた減衰率(－) 

Ｔ ：可搬型陽圧化空調機稼動時間(h) 

ＱＦ＝ｑＦ×（アルファ線全吸収エネルギ＋ベータ線全吸収 

エネルギ＋ガンマ線全吸収エネルギ）×1.6×10－19 

 

 

ｑＦ＝∫Ｔ ｑ１(ｔ)・χ／Ｑ・ＬＦ・Ｆ(ｔ) ｄｔ 

ここで 

ｑＦ ：フィルタに蓄積する最大放射能(Bq) 

ｑ１(ｔ) ：事故後ｔ時間における放出率(Bq/s) 

χ／Ｑ ：緊急時対策所（対策本部）＊2 における相対濃度

(s/m3) 

ＬＦ ：可搬型陽圧化空調機稼動中の風量(600m3/h) 

Ｆ(ｔ) ：核種ごとの半減期を用いた減衰率(－) 

Ｔ ：可搬型陽圧化空調機稼動時間(h) 

【島根との差異】 

表現上の差異（任意の核種の計

算式を記載している。ただし，

実際の算出においては様々な

核種の放出による合算値とし

ている。） 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（設計風量の相

違。） 

 

 

 

以上より，ＱＦは約 0.033W＊3 と評価され，温度評価には保守

的に 0.1W を用いる。 

注記＊1 ：「JAEA-Data/Code 2011-025｢JENDL FP Decay Data 

File 2011 and Fission Yields Data File 2011｣ 

2012.3 日本原子力研究開発機構」及び「JAERI-

1347 Nuclear Decay Data for Dosimetry 

Calculation Revised Data of ICRP Publication 

38 February 2005 日本原子力研究所」 

＊2 ：発災プラントに近い緊急時対策所（対策本部）の結果

を代表とする。 

 

 

＊3 ：6号機及び 7号機寄与の合計。 

 

以上より，ＱＦは約 0.033W＊3 と評価され，温度評価には保守

的に 0.1Wを用いる。 

注記＊1 ：「JAEA-Data/Code 2011-025｢JENDL FP Decay Data 

File 2011 and Fission Yields Data File 2011｣ 

2012.3 日本原子力研究開発機構」及び「JAERI-

1347 Nuclear Decay Data for Dosimetry 

Calculation Revised Data of ICRP Publication 

38 February 2005 日本原子力研究所」 

＊2 ：発災プラントに近い緊急時対策所（対策本部）の結

果を代表とする。 

 

 

＊3 ：6号機及び 7号機寄与の合計。 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（柏崎刈

羽 6号機では，全吸収エネルギ

を「JAEA-Data」等を用いて求め

ている。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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(3) フィルタに付着した放射性物質の崩壊熱による温度上昇 

崩壊熱による発熱量（ＱＦ＝0.1W）と，フィルタユニット（ケ

ーシング）の放熱量ｑがバランスするときの温度上昇を求める。 

ケーシングからの放熱量ｑは一般的に下式により求められ

る。 

(3) フィルタに付着した放射性物質の崩壊熱による温度上昇 

崩壊熱による発熱量（ＱＦ＝0.1W）と，フィルタユニット（ケ

ーシング）の放熱量ｑがバランスするときの温度上昇を求める。 

 

ケーシングからの放熱量ｑは一般的に下式により求められ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

    

  

  

  

  

  

 

 

ｑ＝Ｋ×Ａ×⊿Ｔ 

 

ここで， 

⊿Ｔ ：ケーシングの上昇温度(℃) 

Ｋ ：熱貫流率（約4.5W/(m2・℃）） 

   （Ｋ＝1/(1/αｉ＋ｄ/λ＋1/αｏ)） 

αｉ ：表面熱伝達率（内側）（9 W/(m2・℃）） 

αｏ ：表面熱伝達率（外側）（9 W/(m2・℃）） 

ｄ ：ケーシング板厚（0.0025m） 

λ ：ケーシング熱伝導率（236W/(m・℃）） 

Ａ ：ケーシング伝熱面積（0.356m2） 

この式と，発熱量と放熱量のバランス（ＱＦ＝ｑ）より，⊿Ｔ

≒6.2×10-2℃となる。 

ｑ＝Ｋ・Ａ・⊿Ｔ 

 

ここで， 

⊿Ｔ ：ケーシングの上昇温度(℃) 

Ｋ ：熱貫流率（約4.5W/(m2・℃）） 

   （Ｋ＝1/(1/αｉ＋ｄ/λ＋1/αｏ)） 

αｉ ：表面熱伝達率（内側）（9 W/(m2・℃）） 

αｏ ：表面熱伝達率（外側）（9 W/(m2・℃）） 

ｄ ：ケーシング板厚（0.0025m） 

λ ：ケーシング熱伝導率（236W/(m・℃）） 

Ａ ：ケーシング伝熱面積（0.356m2） 

この式と，発熱量と放熱量のバランス（ＱＦ＝ｑ）より，⊿Ｔ

≒6.2×10-2℃となる。 

表現上の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射性物質の発熱量とフィルタユニット（ケーシング）から屋

外への放熱量とのバランスを考慮すると，放射性物質による温

度上昇は約6.2×10-2℃となり，温度上昇は殆どない。 

放射性物質の発熱量とフィルタユニット（ケーシング）から屋

外への放熱量とのバランスを考慮すると，放射性物質による温

度上昇は約6.2×10-2℃となり，温度上昇は殆どない。 

 

 

 

 

 

 

以上より，フィルタユニットの使用可能温度は設計上50℃以

下であること及び放射性物質による温度上昇は殆どないことか

ら，除去効率（性能）が低下することはない。 

以上より，フィルタユニットの使用可能温度は設計上50℃以

下であること及び放射性物質による温度上昇は殆どないことか

ら，除去効率（性能）が低下することはない。 

 

 

 

 

129



 

129 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 
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別添表－1 炉心内蓄積量（安定核種を含む） 

ＭＡＡＰコード 

における 

核種グループ 

審査ガイド 

における核種類 

炉心内蓄積量 

(kg) 

CsI I類 約 5.7×101 

TeO2 Te類 約 7.4×101 

SrO Ba類 約 1.5×102 

MoO2 Ru類 約 5.9×102 

CsOH Cs類 約 4.6×102 

BaO Ba類 約 2.2×102 

La2O3 La類 約 1.1×103 

CeO2 Ce類 約 4.7×102 

Sb Te類 約 2.2×100 

UO2 Ce類 約 1.7×105 

合計 約 1.8×105 
 

別添表－1 炉心内蓄積量（安定核種を含む） 

ＭＡＡＰコード 

における 

核種グループ 

審査ガイド 

における核種類 

炉心内蓄積量 

(kg) 

CsI I類 約 5.7×101 

TeO2 Te類 約 7.4×101 

SrO Ba類 約 1.5×102 

MoO2 Ru類 約 5.9×102 

CsOH Cs類 約 4.6×102 

BaO Ba類 約 2.2×102 

La2O3 La類 約 1.1×103 

CeO2 Ce類 約 4.7×102 

Sb Te類 約 2.2×100 

UO2 Ce類 約 1.7×105 

合計 約 1.8×105 
 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

 

 

別添表－2 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型 

      陽圧化空調機（待機場所）の各フィルタの 

捕集量並びに保持容量及び吸着容量 

フィルタ種類 捕集量 保持容量/吸着容量 

高性能フィルタ 約 1g 約 400g/台 

活性炭フィルタ 約 6mg 約 50g/台 
 

別添表－2 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型 

         陽圧化空調機（待機場所）の各フィルタの 

   捕集量並びに保持容量及び吸着容量 

フィルタ種類 捕集量 保持容量/吸着容量 

高性能フィルタ 約 1g 約 400g/台 

活性炭フィルタ 約 6mg 約 50g/台 
 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 
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別添表－3 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型 

             陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニット 

             に蓄積する最大放射能（放射性物質の取り込み

直後）（1/2） 

核種 

可搬型陽圧化空調機 

フィルタ内放射能量(Bq) 

起因号機 6号機 起因号機 7号機 

I-131 約 2.0×1010 約 5.4×109 

I-132 約 2.5×1010 約 6.8×109 

I-133 約 2.0×1010 約 5.5×109 

I-134 約 1.1×103 約 2.9×102 

I-135 約 3.3×109 約 8.9×108 

Rb-86 約 3.7×107 約 1.0×107 

Cs-134 約 2.6×109 約 7.2×108 

Cs-136 約 6.9×108 約 1.9×108 

Cs-137 約 2.2×109 約 6.0×108 

Sb-127 約 8.0×108 約 2.2×108 

Sb-129 約 7.5×107 約 2.0×107 

Te-127 約 8.1×108 約 2.2×108 

Te-127m 約 6.7×107 約 1.8×107 

Te-129 約 3.1×108 約 8.5×107 

Te-129m 約 3.6×108 約 9.8×107 

Te-131m 約 1.5×109 約 4.2×108 

Te-132 約 1.3×1010 約 3.5×109 

Sr-89 約 2.1×108 約 5.7×107 

Sr-90 約 2.1×107 約 5.6×106 

Sr-91 約 4.5×107 約 1.2×107 

Sr-92 約 5.8×105 約 1.6×105 

Ba-139 約 2.3×103 約 6.4×102 

Ba-140 約 3.5×108 約 9.6×107 

Co-58 約 1.6×101 約 4.4×100 

Co-60 約 6.9×100 約 1.9×100 

Mo-99 約 8.4×102 約 2.3×102 

Tc-99m 約 7.9×102 約 2.2×102 

Ru-103 約 8.5×102 約 2.3×102 

Ru-105 約 1.3×101 約 3.7×100 

Ru-106 約 2.9×102 約 7.9×101 

Rh-105 約 3.8×102 約 1.0×102 
 

別添表－3 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型 

             陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニット 

に蓄積する最大放射能（放射性物質の取り込み

直後）（1/2） 

核種 

可搬型陽圧化空調機 

フィルタ内放射能量(Bq) 

起因号機 6号機 起因号機 7 号機 

I-131 約 2.0×1010 約 5.4×109 

I-132 約 2.5×1010 約 6.8×109 

I-133 約 2.0×1010 約 5.5×109 

I-134 約 1.1×103 約 2.9×102 

I-135 約 3.3×109 約 8.9×108 

Rb-86 約 3.7×107 約 1.0×107 

Cs-134 約 2.6×109 約 7.2×108 

Cs-136 約 6.9×108 約 1.9×108 

Cs-137 約 2.2×109 約 6.0×108 

Sb-127 約 8.0×108 約 2.2×108 

Sb-129 約 7.5×107 約 2.0×107 

Te-127 約 8.1×108 約 2.2×108 

Te-127m 約 6.7×107 約 1.8×107 

Te-129 約 3.1×108 約 8.5×107 

Te-129m 約 3.6×108 約 9.8×107 

Te-131m 約 1.5×109 約 4.2×108 

Te-132 約 1.3×1010 約 3.5×109 

Sr-89 約 2.1×108 約 5.7×107 

Sr-90 約 2.1×107 約 5.6×106 

Sr-91 約 4.5×107 約 1.2×107 

Sr-92 約 5.8×105 約 1.6×105 

Ba-139 約 2.3×103 約 6.4×102 

Ba-140 約 3.5×108 約 9.6×107 

Co-58 約 1.6×101 約 4.4×100 

Co-60 約 6.9×100 約 1.9×100 

Mo-99 約 8.4×102 約 2.3×102 

Tc-99m 約 7.9×102 約 2.2×102 

Ru-103 約 8.5×102 約 2.3×102 

Ru-105 約 1.3×101 約 3.7×100 

Ru-106 約 2.9×102 約 7.9×101 

Rh-105 約 3.8×102 約 1.0×102 
 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 別添表－3 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型 

             陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニット 

             に蓄積する最大放射能（放射性物質の取り込み

直後）(2/2) 

核種 

可搬型陽圧化空調機 

フィルタ内放射能量(Bq) 

起因号機 6号機 起因号機 7号機 

Y-90 約 3.1×104 約 8.5×103 

Y-91 約 3.9×105 約 1.1×105 

Y-92 約 1.3×104 約 3.5×103 

Y-93 約 9.0×104 約 2.5×104 

Zr-95 約 5.1×105 約 1.4×105 

Zr-97 約 1.9×105 約 5.2×104 

Nb-95 約 5.2×105 約 1.4×105 

La-140 約 5.6×105 約 1.5×105 

La-141 約 7.8×103 約 2.1×103 

La-142 約 1.1×101 約 3.0×100 

Pr-143 約 4.6×105 約 1.2×105 

Nd-147 約 1.9×105 約 5.1×104 

Am-241 約 4.0×101 約 1.1×101 

Ce-141 約 1.9×106 約 5.2×105 

Ce-143 約 1.1×106 約 3.0×105 

Ce-144 約 1.5×106 約 4.1×105 

Np-239 約 1.6×107 約 4.3×106 

Pu-238 約 2.5×103 約 6.8×102 

Pu-239 約 3.9×102 約 1.1×102 

Pu-240 約 6.2×102 約 1.7×102 

Pu-241 約 1.3×105 約 3.5×104 

Cm-242 約 1.2×104 約 3.4×103 

Cm-244 約 7.0×102 約 1.9×102 
 

別添表－3 可搬型陽圧化空調機（対策本部）及び可搬型 

             陽圧化空調機（待機場所）のフィルタユニット 

             に蓄積する最大放射能（放射性物質の取り込み

直後）(2/2) 

核種 

可搬型陽圧化空調機 

フィルタ内放射能量(Bq) 

起因号機 6号機 起因号機 7 号機 

Y-90 約 3.1×104 約 8.5×103 

Y-91 約 3.9×105 約 1.1×105 

Y-92 約 1.3×104 約 3.5×103 

Y-93 約 9.0×104 約 2.5×104 

Zr-95 約 5.1×105 約 1.4×105 

Zr-97 約 1.9×105 約 5.2×104 

Nb-95 約 5.2×105 約 1.4×105 

La-140 約 5.6×105 約 1.5×105 

La-141 約 7.8×103 約 2.1×103 

La-142 約 1.1×101 約 3.0×100 

Pr-143 約 4.6×105 約 1.2×105 

Nd-147 約 1.9×105 約 5.1×104 

Am-241 約 4.0×101 約 1.1×101 

Ce-141 約 1.9×106 約 5.2×105 

Ce-143 約 1.1×106 約 3.0×105 

Ce-144 約 1.5×106 約 4.1×105 

Np-239 約 1.6×107 約 4.3×106 

Pu-238 約 2.5×103 約 6.8×102 

Pu-239 約 3.9×102 約 1.1×102 

Pu-240 約 6.2×102 約 1.7×102 

Pu-241 約 1.3×105 約 3.5×104 

Cm-242 約 1.2×104 約 3.4×103 

Cm-244 約 7.0×102 約 1.9×102 
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赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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別添図－1 フィルタユニット（高性能フィルタ及び活性炭フ

ィルタ）の捕集量評価の過程 

 

 

別添図－1 フィルタユニット（高性能フィルタ及び活性炭フ

ィルタ）の捕集量評価の過程 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタユニ

ットの設計風量の相違。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エアロゾル粒子として放出される物質の炉内内蔵量 

 

（審査ガイドに基づく環境への放出割合＊） 

 

（大気拡散の効果：発災プラントに近い緊急時対策所（対策本部）の大気拡散係数を使用） 

 

緊急時対策所（対策本部）の外気のエアロゾル粒子の濃度 

 

（フィルタにエアロゾル粒子が全量捕集） 

フィルタ流量：600m3/h（放射性雲通過中も継続運転） 

 

高性能フィルタ捕集量 

 

高性能フィルタの捕集量評価の過程 

 

別添表－1における I類の炉内内蔵量 

 

（審査ガイドに基づく環境への放出割合＊） 

 

（大気拡散の効果：発災プラントに近い緊急時対策所（対策本部）の大気拡散係数を使用） 

 

緊急時対策所（対策本部）の外気のよう素の濃度 

 

（フィルタに無機よう素及び有機よう素が全量捕集） 

フィルタ流量：600m3/h（放射性雲通過中も継続運転） 

 

活性炭フィルタ捕集量 

 

活性炭フィルタの捕集量評価の過程 

 

注記＊：I類は，粒子状よう素：95%，無機よう素：4.85%，有機よう素：0.15%とする。 

 

 

 

 

 

 

 

エアロゾル粒子として放出される物質の炉内内蔵量 

 

（審査ガイドに基づく環境への放出割合＊） 

 

（大気拡散の効果：発災プラントに近い緊急時対策所（対策本部）の大気拡散係数を使用） 

 

緊急時対策所（対策本部）の外気のエアロゾル粒子の濃度 

 

（フィルタにエアロゾル粒子が全量捕集） 

フィルタ流量：600m3/h（放射性雲通過中も継続運転） 

 

高性能フィルタ捕集量 

 

高性能フィルタの捕集量評価の過程 

 

別添表－1における I類の炉内内蔵量 

 

（審査ガイドに基づく環境への放出割合＊） 

 

（大気拡散の効果：発災プラントに近い緊急時対策所（対策本部）の大気拡散係数を使用） 

 

緊急時対策所（対策本部）の外気のよう素の濃度 

 

（フィルタに無機よう素及び有機よう素が全量捕集） 

フィルタ流量：600m3/h（放射性雲通過中も継続運転） 

 

活性炭フィルタ捕集量 

 

活性炭フィルタの捕集量評価の過程 

 

注記＊：I類は，粒子状よう素：95%，無機よう素：4.85%，有機よう素：0.15%とする。 

 

 

 

 

 

 

133



 

133 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

    

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所 2号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2024年 1月 16日 

資料番号：KK6 添-1-059（比較表）改 0 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

別添 2  

緊急時対策所遮蔽に係るストリーミングの考慮について 

別添 2  

緊急時対策所遮蔽に係るストリーミングの考慮について 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所遮蔽に係るストリーミングの考慮について 

 

緊急時対策所に設置する出入口開口部又は配管その他の貫通

部から，緊急時対策所遮蔽を透過せず，散乱等によるストリーミ

ングが加圧エリアに影響を与えないよう，放射線の漏えい防止

措置を講ずる。 

 

緊急時対策所遮蔽に係るストリーミングの考慮について 

 

緊急時対策所に設置する出入口開口部又は配管その他の貫通

部から，緊急時対策所遮蔽を透過せず，散乱等によるストリーミ

ングが加圧エリアに影響を与えないよう，放射線の漏えい防止

措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

1. 出入口開口部に対する考慮 

緊急時対策所の出入口開口からのストリーミングが加圧エリ

アに影響を与えないよう以下の放射線の漏えい防止措置を講ず

る。 

1.1 緊急時対策所（対策本部）における対策 

(1) 出入口開口部は，遮蔽扉とする。 

 

 

1.2 緊急時対策所（待機場所）における対策 

(1) 出入口開口部から線源を直接見通せないよう遮蔽を施

す。 

(2) 線源からの距離を確保する。 

1. 出入口開口部に対する考慮 

緊急時対策所の出入口開口からのストリーミングが加圧エリ

アに影響を与えないよう以下の放射線の漏えい防止措置を講ず

る。 

1.1 緊急時対策所（対策本部）における対策 

(1) 出入口開口部は，遮蔽扉とする。 

 

 

1.2 緊急時対策所（待機場所）における対策 

(1) 出入口開口部から線源を直接見通せないよう遮蔽を施

す。 

(2) 線源からの距離を確保する。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設計方針の差異（開口部への対

策方針の差異） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 

  

 

 

2. 配管その他の貫通部に対する考慮 

緊急時対策所の配管その他の貫通部からのストリーミングが

加圧エリアに影響を与えないよう，必要に応じて以下の放射線

の漏えい防止措置を講ずる。 

 

2. 配管その他の貫通部に対する考慮 

緊急時対策所の配管その他の貫通部からのストリーミングが

加圧エリアに影響を与えないよう，必要に応じて以下の放射線

の漏えい防止措置を講ずる。 

 

 

 

  

 

 

  

  

  

 

2.1 緊急時対策所（対策本部）における対策 

(1) 貫通部を線源が直接見通せないような迷路構造とする。 

(2) 貫通部の大きさを可能な限り小さくする。 

(3) 貫通部の高さを線源が直接見通せないような位置にす

る。 

(4) 貫通部と線源の間に遮蔽を施す。 

(5) 線源からの距離を確保する。 

(6) ケーブル貫通部に対して，鉛毛詰め等の処理を施す。 

2.1 緊急時対策所（対策本部）における対策 

(1) 貫通部を線源が直接見通せないような迷路構造とする。 

(2) 貫通部の大きさを可能な限り小さくする。 

(3) 貫通部の高さを線源が直接見通せないような位置にす

る。 

(4) 貫通部と線源の間に遮蔽を施す。 

(5) 線源からの距離を確保する。 

(6) ケーブル貫通部に対して，鉛毛詰め等の処理を施す。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設計方針の差異（貫通部への対

策方針の差異） 
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 2.2 緊急時対策所（待機場所）における対策 

(1) 貫通部と線源の間に遮蔽を施す。 

(2) 線源からの距離を確保する。 

2.2 緊急時対策所（待機場所）における対策 

(1) 貫通部と線源の間に遮蔽を施す。 

(2) 線源からの距離を確保する。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，緊急時対策所を対策本

部及び待機場所により構成し

ている。） 
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